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アメリカにおける化学物質の偶発的放出に係る
　　　法制度の現状とわが国における課題
一放出の防止を中心として一
????????
1　はじめに
　（1）本稿は、事故等による、化学物質の偶発的放出の防止を図るためのアメ
リカの法制度の内容について検討し、これとの対比でわが国における同様の法
制度の問題点を把握する。そしてアメリカ法からの示唆をもとに、わが国の法
制度の充実化に向け、検討するべき事項について若干の考察を行うものである。
　（2）筆者がかかる法制度に着目した理由は、以下のように説明される。
　高度経済成長期を経験する中で、わが国において重化学工業が飛躍的な発展
を遂げ、主に臨海部を中心として、各地に大小の化学工場が建設され操業され
るようになった。これは、このような工場の周辺地域において、製造活動の結
果不要物として継続的に放出される化学物質による、人の健康および環境への
被害が発生する可能性が新たに生じることとなった一特に三重県四日市地域
をはじめとして、多くの地域においてかかる可能性は現実のものとなった一
のと同時に、そのような工場で事故が発生した場合、一特に工場集中地域に
は化学物質が集中的かつ大量に存在することとなったことから一一度に多量
の化学物質が環境中に放出され人の健康および環境に対し甚大な被害を及ぼす
可能性を増大させることとなった。
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　このような化学物質の放出事故は、先進工業国を含め世界各地で実際に発生
し多数の被害を生ぜしめている事実に照らせば、わが国も無縁ではない。実際
に、わが国においても近年かかる事故が一発生頻度および被害規模共に大き
くはないにせよ一コンスタントに発生しているといった事実が存する。本稿
執筆時の2000年においても、死傷者を出した爆発事故が2件起き、これにより
人体に有害な化学物質が事故発生施設より外部に放出され、付近住民が病院に
搬送されたり、被害拡大防止のために事故発生施設付近への立ち入りが制限さ
れたりするなどの影響が実際に生じた（かかる事故に関する、近年のわが国で
の状況については、3－3を参照されたい）。
　化学工場における事故の発生、およびそれによる化学物質の放出を防ぎ、人
体ないし環境への悪影響を未然に防ぐために、わが国の現行の法制度はどのよ
うな準備を行っているのか、そしてそこに問題や不備はあるか。これらの点に
つき、本稿は、いくつかの大規模事故の経験を踏まえ、この分野で先進的な取
組みを以前より進めてきたアメリカ法を参考とし、その内容を検討した上で、
わが国の制度を相対的に理解し、その内容をより十分なものとするための、検
討の方向性を提示することを試みる。
　本稿では、「偶発的放出」の防止策について取り扱うが、「偶発的放出」とは、
「法律等による規制の対象とされている化学物質（をはじめとした、人体や環境
に対し悪影響を与えるおそれのある有害物質）が、当該化学物質を取扱う場所
において、当該化学物質の管理者の予期しない形で環境中に放出されること」
をいうものと定義することができよう1）。ここで注意しておきたいのは、「偶発
的放出」とは、「予期しない形」の放出を指すものであることから、予期された
上での（継続的な）放出、すなわちいわゆる“end－of－pipe”からの排出は、こ
こにいう「偶発的放出」に含まれない、といったことである（よって検討の対
象としていない）。そのため、このような予期された継続的放出への対応に主眼
を置いてきた、従来的な環境（公害）規制（およびその手法）とは焦点を当て
るべき部分が異なることとなる。
　（3）本稿は以下のように議論を進める。まず、第2章においてアメリカ法の
紹介を行う。この中では、アメリカ合衆国連邦の大気浄化法（Clean　Air　Act．以
下特に断りのない限りCAAとする）112条（r）につき、それが制定されるまでの議
論を簡単に説明した上で（2－1）、この規定につき考察する（2－2）。続いて州
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法である、ニュージャージー州の「有毒物質による災害の防止に関する法律」
（Toxic　Catastrophe　Prevention　Act．以下TCPAまたは「ニュージャージー州法」と
する）（2－3）、ならびにデラウェア州の「特別有害物質のリスクの管理に関す
る法律」（Extremely　Hazardous　Substances　Risk　Management　Act）の内容について
考察し（2。4）、小括を行う（2－5）。
　引き続き第3章では、わが国の状況につき概観するが、まずはじめに、「化学
物質の総合的管理」の必要性が行政あるいは研究者によって主張されていると
いった近時の動向を踏まえ、まず「総合的管理」につきその意味内容を明らか
にした上で（3－1）、かかる「総合的管理」における法的規制の役割について述
べ（3－2）、化学物質の偶発的放出の防止を図るための法制度につき、その検討
の必要性、および現状の問題点をいくつかの法律を取り上げ指摘する（3－3）。
　第4章では、以上の議論を踏まえた上で、わが国における偶発的放出の防止
に係る法制度に含まれるべき項目を提示することで、今後における検討の方向
性を提示する。
1）なお、アメリカの連邦法である大気浄化法（Clean　Air　Act）112条（r）（2）（A）は、「偶
発的放出」を、「固定発生源から大気中への、規制対象とされる物質、またはその他の
特別有害物質の予期しない放出」と定義している。2－2を参照されたい。
2　アメリカ法の考察
2－1　CAA112条（r）制定に至るまでの経緯
2－1。1　EPCRAの制定
　（1）　「緊急事態計画及び地域住民の知る権利法」（Emergency　Planning　and
Community　Right－to－Know　Act．以下EPCRAとする）は、1986年10月17日、「スー
パーファンド改正および再授権法」（Superfund　Amendment　and　Reauthorization
Act（SARA））のTitle　nIとして、当時大統領であったレーガンによって署名され
成立した。
　同法が制定される直接の契機となったのは、1984年12月に発生したボパール
（インド）の殺虫剤製造工場における大規模な爆発事故2）、さらには翌年8月に
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ウェストバージニア州で起きた化学工場での放出事故3）であった4）。当時、危
険性の高い化学物質を取扱う施設において事故が発生した場合に、かかる施設、
および施設のある行政機関において、どのような対策を講じればよいのかを規
定した法律が、（一部の州を除き5））アメリカ全体で十分に整備されていなかっ
た6）。そのため、例えば化学工場を抱える地方自治体では、仮に事故が発生し
た場合、「何が起きていて、どの物質が含まれているのか判別できず、どのよう
に地域住民を保護すればよいのか分からず混乱」7）するといった状況が生じた。
結果、これらの事故により、地方自治体レベルでの化学物質に関連した緊急事
態への準備（preparedness）、地方自治体による情報の確保ならびに地域住民へ
の情報提供のあり方が喫緊の課題として浮かび上がったのである8）。
　特にウェストバージニア州での事故が発生して以降、アメリカ国民の間では、
自らが住む地域に隣接する化学工場でもボパールと同様の事故が発生するので
はないか、という危機感、およびかかる事故に向けた何らかの対策が必要であ
るとする世論が高まった。これを受け、連邦議会においても（連邦、州および
地方自治体といった）行政機関のもつ緊急事態への対応能力をさらに拡張すべ
きとする意見が趨勢となり9）、EPCRAの制定へと至った。
　（2）EPCRAの主要な目的は、（1）地域の住民に対し、当該地域に存在する有害
物質に関する重要な情報を提供するプログラムを設けること、および（2）有害物
質の放出が生じた場合に地域住民を保護するための、緊急事態計画ならびに通
知に関する義務を定めること、である1°）。連邦環境保護庁（Environmental
Protection　Agency．以下EPAと表す）によれば、立法者はこのうち（2）の部分、す
なわち計画の策定と組織の整備により重きを置いていたと説明されている11）。
　以上の目的を達成するための制度として、EPCRAでは、①緊急事態への対応
に関する計画の策定（emergency　planning．　EPCRA301条から303条まで。なお以
下本節において特に断りのない限り条文はEPCRAのものである）、②緊急の放
出に係る通知（emergency　release　notification．304条）（以上、緊急事態への対応
に関する部分）、③地域住民の知る権利に関する報告（community　right－to－know
reporting．311条および312条）、および④有害物質放出目録に関する報告（toxic
chemical　release　inventory　reporting．313条）（以上、地域住民の知る権利に関する
部分）が設けられた。
　これらのうち、以下では、化学物質の偶発的放出の未然防止策が整備される
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に至る経緯の検討といった本節の目的から、（これと深く関連があるものの）あ
えて③④に関しては検討の対象外とする。EPCRA（の特に知る権利に関する部
分）をわが国に紹介するものとしては、既に織氏12）、および由喜門助教授3）によ
る論文があることから、本稿で触れられない部分についてはこれらの紹介に譲
ることにし、以下では上記①および②の部分に限って概要を簡単に説明する14）。
2－1－2　EPCRAの概要
　（1）（ア）301条は、各州の知事に対し州緊急事態対応委員会（state　emergency
response　co㎜ission．以下SERCとする）の委員を指名することを求めている。こ
の委員会は、化学物質の放出を原因とする緊急事態に関連する分野の専門家に
よって構成される（同条（a））。SERCは緊急事態計画地区（emergency　planning
district）を設定し15）、各計画地区につき地方緊急事態計画委員会（local　emer－
gency　planning　committee．以下LEPCとする）を設置する。　LEPCは緊急事態への
対応に係る総合的な計画（緊急事態対応計画。emergency　response　plan）の策定、
当該計画の1年ごとの再検討、および当該計画の実施にあたり必要となる資源
に関する評価ならびに勧告を行うこととされている（303条（a）および（b））。
　303条（c）では緊急事態対応計画に含まれるべき項目が列挙されているが、これ
には、本法の対象となる施設の特定、緊急の放出が発生した場合の対応手順、
地域緊急事態調整責任者（community　emergency　coordinator）および施設緊急事
態調整責任者（facility　emergency　coordinator）の指名、などが含まれている16）。
　計画策定後、LEPCはSERCに当該計画を提出し、　SERCはこれを審査する。こ
のときSERCは、他の緊急事態対応計画との関係から必要と判断される場合には、
計画の修正勧告を行う（同条（e））。
　EPCRAは州法および地方自治体の条例より優先して適用されないとされてい
ることから（321条（a）（1））、これらの独自の規定によって、SERCおよびLEPCは、
EPCRAに定められる以外の事項を採用することができる。
　（イ）本法の対象となる施設の所有者または操業者（以下本章において特に指
示のない限り「所有者等」と表記する）は、自身が本法の対象であることを
SERCに通知しなければならず（302条（c））17）、また（LEPCの計画策定プロセス
に参加する）施設緊急事態調整責任者を指名しLEPCにその旨を知らせることが
求められている（303条（d）（1））。このとき、「施設」については329条（4）において
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定義されており、「あらゆる建造物、設備、構造物（structUres）およびその他の
定置物で、同一の者（かかる者を支配し、またはかかる者に支配され、もしく
はかかる者と共通の支配下にある者を含む）により所有もしくは操業されてい
る単一のサイトもしくは連続または近接した（contiguous　or　adjacent）複数のサ
イトにあるもの」とされている。
　同法の対象となるメルクマールは、ある施設において、EPAが指定する特別
有害物質（extremely　hazardous　substance．以下EHSと表記する）を、同じく各物
質毎に定められる計画基準量（threshold　planning　quantity）以上保有しているこ
と（一時的な保有も含まれる）である。
　EPAは、　EHSおよび計画基準量を、当該物質の有毒性、反応性、揮発性、分
散性（dispersibility）、可燃性、引火性（flammability）といった特性に基づいて
決定し、EHSを掲載したリストに化学物質を追加ないし削除する権限を有して
いる（同条（a）（4））。そして、EHSを計画基準量以上保有している施設がEPCRA
の規制対象施設となるが、この他、各州の実情に応じて、州知事またはSERCが
対象施設を追加的に指定することができる。ただしこの場合には、適正手続の
観点から、公衆への通知および意見陳述の機会といった手続の保証を求めてい
る（302条（b）（2））。
　（2）（ア）304条は、緊急の放出に係る通知について定める。これは、有害化学
物質（hazardous　chemical　substance）を使用、製造、もしくは貯蔵している施設
の所有者等に対し、EHSまたは、いわゆるスーパーファンド法（包括的環境対
処・補償・責任法（Comprehensive　Environmental　Response，　Compensation　and
Liability　Act）。以下CERCLAとする）における「有害物質」を報告基準量
（reportable　quantity）以上放出した場合に、以下に説明する機関に通知する義務
が課せられるものである。ここでいう「施設」には、先の（1）（イ）に示した定義に
加えて、自動車、鉄道車両（rolling　stock）および航空機がふくまれる（329条
（4））。また「有害化学物質」とは労働安全衛生法（Occupational　Safety　and　Health
Act）18＞において定められているものであるが、これは「EPCRAに基づき規制さ
れる化学物質では最も広義のもの」であり、EHSに比しより多くの物質が対象
となると説明される19）。よって、ある有害化学物質を放出したが、それがEHS
もしくは（CERCLA上の）「有害物質」に該当していないため、報告義務が生じ
ない、といった場面が場合により生ずることになる20）。
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（イ）上記のような施設の所有者等は、放出を知った場合21）には直ちに、放出に
より影響をうけるおそれのある①地方自治体のLEPCに所属する地域緊急事態調
整責任者22）ならびに②州のSERCに、通知することが求められる23）（同条（b）（1））。
ここでは、放出された化学物質の種類ないし放出量、放出の時刻と継続時間、
放出により化学物質が移動した環境媒体等についての情報が提供されることと
されている（同条（b）（2））。
　さらにこの通知が行われた後、事後の事態の経過や放出に関して新たに得ら
れた情報等を記載した事後報告書（written　follow－up　notification）をSERCおよび
LEPCに提出しなければならない（同条（c））。
　（ウ）緊急の放出に係る通知については、同法によるもののほかにも、
CERCLA　103条に基づく通知がある。そこでは、船舶または海上（offshore）も
しくは陸上（onshore）にある施設の責任者は、報告基準量を超える有害物質の
放出を知ったときには直ちに電話により国立対応センター（National　Response
Center）に報告することが求められている。
　これとEPCRAにおける報告義務の内容との相違点としては、（a）対象物質が異
なる点がまず挙げられる。すなわち、CERCLAの「有害物質」の定義では石油
が除外されていることから（CERCLAIOI条（14））、石油の放出については
CERCLA上の報告義務の対象とならない。これに対しEPCRAではこのような特
段の除外規定を設けていないことから、石油であってもEHSとして挙げられて
いる物質であれば、報告基準量以上の放出があった場合に報告義務が課せられ
ることになる。（b）報告の相手方が異なる点が次に挙げられよう。CERCLAでは、
報告は国立対応センターに対して行うことが求められており（103条（a））、
（EPCRAにおいて義務づけられる）LEPC、　SERCへの報告は必要とされていな
い。また（c）EPCRAで義務づけられる事後報告書の提出について、　CERCLAでは
規定されていないという点でも差異がみられる。
2－1－3　EPCRAへの反応一その問題点
　（1）EPCRAが制定、施行され、同法に規定されたプログラムが機能し始めて
以降、本法に対しては、さまざまな肯定的評価が下されている。そのうちの多
くはEPCRAの「知る権利法」に関する部分についてのものであり、一排出さ
れる化学物質の種類および量が公表されることによる、企業イメージの悪化の
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回避等といった理由から一企業が積極的に排出削減に取り組み、よって有害
物質の排出量が大幅に削減された、といった事象を積極的に評価しているas）。
　ただ、「これだけでは不十分」とする意見もある25）。すなわち、EPCRAの制定
の意義については認めるものの、（「知る権利」の部分の制定の効果としての企
業における有害物質の排出量の削減が、企業が化学物質の排出を内部において
管理（規制）したことによってもたらされたこととの対比で）企業で使用され
る化学物質のリスクの外部からの管理の必要性ないしその推進、という視点か
らすると、更なる措置を講じることが必要、とする意見が散見される。
　では何が「不十分」とされ、それを補足するものとしてどのような立法が検
討されているのか。これには、大別して2つの方向があることが分かる。
　（2）（ア）まず1つめは、「知る権利」に関する部分に対するものである。その
制度的内容に全く触れないままそれに対する評価のみを取扱うことには若干の
問題があるので、ここではごく簡単に記すに止める。
　ここでの主張の要旨は、「情報の公開だけでは不十分である」ということであ
る26）。つまり、EPCRAの制定によって企業の製造活動にあたって使用され排出
される化学物質の種類や量に関する情報が公開されることとなり、地域住民は
これを入手することが保証された。だが同法では、こういった「地域住民への
情報の公開」以上の方策は講じられていない。この点、地域住民の現実的な対
応を考えた場合、情報の入手はあくまで前提であって、「得られた情報に基づい
てどのように行動するか」がより重要であると考えられる。
　そこで採られるべき手法として挙げられているのが、「良き隣人の協定（good
neighbor　agreement）」であり、“「行動する権利（Right　to　Act）」立法”である。
これらを簡単に説明すれば、まず前者の「良き隣人の協定」とは、ある地域の
工場施設において使用される有害物質の削減を目的として、地域住民との間の
直接交渉を経て締結される合意であるといえよう。また後者の“「行動する権利」
立法”とは、例えば化学物質の放出による健康影響といった、工場施設を起因
とする健康問題や安全性の問題を解決するにあたり、労働者および地域住民に、
参加する権利（participatory　rights）を法律により認めようとするものである。
前者においては実例があるほか、後者については、1991年当時でニュージャー
ジー州およびミシガン州で法制化が検討されていたとのことであるav）。
（イ）そして、EPCRAの知る権利に関する部分への対応の中でも最も注目すべ
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きものとして挙げられるのが、有害物質使用削減法制（Toxic　Use　Reduction
Legislation）である。これは、先の良き隣人の協定を法制度化したものであると
の説明もあるが28）、いずれにせよ、知る権利を契機とした各企業による有害物
質の使用削減の動きを、法制度として具体化したものであるといえる29）。具体
的内容の検討については他日を期することとするが3°）、マサチューセッッ州で
施行されている「有害物質使用削減法（Toxics　Use　Reduction　Act）」では、州レ
ベルでの有害物質の使用削減目標を定め、特定の施設に対する報告義務や計画
策定義務を定めているとのことである。同州およびオレゴン州がアメリカで初
めて有害物質の使用削減を法制度化し31）、現在ではさらに8つの州で同様の法
律が成立している。
　（3）　もう1つは、「緊急的な化学物質の放出への対応」に関する部分への指摘
である。これがEPCRAの中で本稿が焦点を当てる部分である。
（ア）化学物質の偶発的な放出によるリスクに対し、総合的な対応を図る制度に
つき検討する場合、①偶発的放出の防止（accidental　release　prevention）、あるい
は偶発的放出を生ぜしめる事故の防止（chemical　accident　prevention）に係る制
度、そして②既に発生した偶発的放出への対応（accidental　release　response（こ
れは「emergency　response」とほぼ同義であると解してよいものと考える））に
係る制度、といった2点につき、少なくとも配慮する必要があると思われる。
（イ）この点からEPCRAの規定をみるに、①に関する制度が明文で規定されて
いないことは明らかである。これについて、例えばMusselmanは、「1980年に制
定された当初のCERCLAは、特に石油およびガスの緊急的な漏出に対応するた
めのガイドラインを策定することを意図したものであった。EPCRAはこの分野
における政府の権限を拡大した。すなわち、事故発生の防止を助長する緊急事
態計画の策定を促進し、有害化学物質の放出が発生した際の、地方レベルで緊
急事態対応が適時にかつ効果的になされることを可能にする体制を整えたので
ある」（強調は原文による）として、EPCRAにおいて策定される緊急事態対応
計画が事故防止にも効果を持つことを指摘している32）。また同様にWrightも、
TRI（Toxics　Release　lnventory．有害物質排出目録（EPCRA313条））および計画策
定によって事故の防止が促進されると説明している33）。
　しかしながら、これらの見解に対しては、そもそもEPCRAが事故防止をどれ
程目的の中で考慮していたのか、また実際にEPCRAがどの程度事故防止に向け
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た機能を果たすかについては十分明らかでなく、EPCRAの規定をみる限りでは、
別に（追加的な）事故防止対策を講ずる必要性が解消されたとまでは言いきれ
ないのではないかと思われる。
　（ウ）AbramsおよびWardは、化学物質による事故の危険性を防止し軽減するた
めには、かかる事故に対する総合的な“safety　net”の構築が必要であると主張
する。その上で、効果的な“safety　net”の構築にあたっては、次の5点、すな
わち（a）地域住民の知る権利、（b）事故防止計画、（c）緊急事態対応計画、（d）事故報
告制度、および（e）強制的実施メカニズムを整備することが不可欠としている3‘）
（なお（3）（ア）で述べた①②とAbramsらの説明との関係について考えるならば、①
には（b）、②には（c）（d）が対応するであろう。（a）は施策全般の実施にあたり広く住
民の参加ないし関与を求めるときに不可欠となろう。また（e）については（a）から
（d）までの実施を担保する制度といえよう）。
　そしてAbramsらは、この観点からEPCRAを検討する。同法においては上記の
（a）（c）（d）（e）が設けられたことをして、「有害化学物質による事故に対する“safety
net”の構築に向け、はじめのいくつかの対策を講じたもの」であると評価する。
しかし、同法において（b）の事故防止に向けた計画の策定に関する規定が置かれ
ていないこと、つまり、EPCRAが「少なくとも直接的には、有害物質の事故の
防止に対処して」おらず35）、同法の下で実際に計画策定にあたるLEPCは事故の
防止を考慮する責任を負っていないことについて36）、Abramsらは、“safety　net”
の「重要かつ最も斬新な部分」が欠落していると述べ、先に述べた偶発的放出
の防止に関する制度の不存在を批判する。
（エ）同様に、ChristiansenおよびUrquhartが、「EPCRAは未だ中間的段階にあり、
将来における大気汚染物質対策に関する法律の制定（これが何を指すのかにつ
いては不明である一訳者註）に向けての、共通の関心と共通のコンセンサス
を構築するにあたり必要なデータを獲得するためのもの」であるとして、知る
権利法の部分に基づく情報の入手可能性についてある程度の評価を下しながら
も、「EPCRAは事前防止よりもむしろ事後的対応に取り組むものである」とし
て、やはり同法に事故防止の観点が欠落していることを指摘している37）。
（オ）なお、偶発的放出防止に関する制度の必要性の根拠については、Potterが
（特に事故の防止に関する制度に関し）以下の3点を挙げている38）。それは（a）大
規模な事故により被害を受けた個人や地域は、生じた損害に対し適切な補償を
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受ける可能性が大きくないこと、（b）事故のリスクの分配が公平でないこと（化
学工場周辺に居住する者のみが（これから受ける利益はそれほど大きくないに
も拘らず）多大な危険に曝されていること）39）、および（C）市民の間で、化学物
質のリスクに対する強く広範にわたる反感があること、である。これらの理由
につき詳述した上でPotterは、事故の防止に係る規制を設けることが「強く正当
化される」と主張する4°）。
　（4）偶発的放出の防止を図る法制度が最も早くに形成されたのはヨーロッパ
においてであった。これは、1982年にECで制定された、いわゆる「セベソ指令」
によるものである41＞。本指令はその名の通り、1976年にセベソ（イタリア）で
発生した2，3，7，8テトラクロロジベンゾパラジオキシン（通称“ダイオキシン”）
の放出事故を受けて、加盟国に対し「大規模な事故を防止し、これによる人お
よび環境に対する影響を抑制するために必要な全ての措置」を講ずることを要
求するために策定されたものである。
　アメリカ国内においては、連邦におけるEPCRA制定の約9箇月前である1986
年1月に、ニュージャージー州において同様の法律が初めて制定され、これに
続いてカリフォルニア州でも同年9月に新たな規定が置かれることとなった。
さらにデラウェア州、ネバダ州においても同様の動きがあった。連邦レベルで
は、1990年のCAA改正が行われるまでは、化学物質の偶発的放出の防止措置を
直接に定める規定は見当たらなかった。
　以下では、アメリカ国内における偶発的放出の防止に係る法制度として連邦
法および州法につき検討することとするが、このうち州法については、上記で
掲げたもののうち、ニュージャージー州およびデラウェア州の2つの州法を取
り扱うこととしたい。
2）アメリカに本社のあるUnion　Carbide社の系列子会社で発生したこの事故により、
有毒のイソシアン酸メチル（methyl　isocyanate）が約20トン放出され、死者2，500人以
上、負傷者200，000人以上を発生させる大惨事に発展した。ボパールでの事故について
は、See　Sidney　M．　Wolf，　Fear　and　Loathing　about　the　Public　Right　to　Know’　T7ie　Surprising
Success　of　the　Emergenc〆Planning　and　Community　Right－to－Know　Act，111・LAND　USE＆
ENvTL．　L．　217，218（1996）and　accompanying　text．
3）ボパールと同じUnion　Carbide社の殺虫剤製造工場において、アルディカーブオキ
シム（aldicarb　oxim）および塩化メチレン（methylene　chloride）が放出した事故で
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あり、これにより135人が病院に搬送された。See　Robert　Abrams＆Douglas　H．　Ward，
Prospects　for　Safer　Communitie5’Emergency　Response，　Community　R　ight　to　Know，　and
Prevention　of　Chemiαal　Accidents，14　HARv．　ENvTL．　L　REv．135，143（1990）．
4）その他の立法的契機としてMusselmanは、（1）アメリカ国民の間に、化学物質による
環境汚染に起因する健康影響への高い関心があったこと、（2）環境団体による社会的活
動やロビイング、（3）アメリカ国内の化学工業界における自主的活動（Chemical
Awareness　and　Emergency　Response（CAER）など）があったこと、を挙げている。
VlcToRIA　CooPER　MussELMAN，　EMERGENcY　PLANNING　AND　CoMMuNITY　RIGHT－To－KNow：
AN　IMpLEMENTER’s　GulDE　To　SARA　TnrLE　IH　5（1989）．このうち（1）につき、　EPAの1985年
の調査によれば、1980年から5年間に、アメリカ国内において6，900件以上の有害物質
の放出事故が発生し、これにより合計で135人の死者と1，500人近くの負傷者を出した
　とのことである。Wolf，　supra　note　2，　at　218（citing　16　Env’t　Rep．（BNA）1022（Oct．　11，
1985））．
5）「知る権利法」の観点から見るに、ニュージャージー州やペンシルバニア州、ある
いはフィラデルフィア州において、EPCRAより先に「地域住民の」知る権利法が制定
されていた。「地域住民の知る権利」という概念自体は、1979年、PHILAPOSH（フィ
ラデルフィア州の労働安全に関する団体）および環境ガン防止センター
（Environmental・Cancer・Prevention・Center）が主催した、労働環境における有毒物質
についての会議において提起されたものであるとのことである。州法の動きおよびそ
　こからEPCRA制定に至るまでの過程については、　See　SusAN　G．　HADDEN，　A　CITIzEN’S
RIGHT　To　KNow：RISK　CoMMuNIcATIoN　AND　PuBLIc　PoHcY，19－28（1989）l　MussELMAN，
supra　note　4，　at　1－6．特にニュージャージー州の「労働者及び地域住民の知る権利法
（Worker　and　Community　Right－to－Know　Act）」（1983年8月成立、1984年8月施行）は、
連邦のEPCRA制定にあたり最も大きな影響を与えたと言われている。　HADDEN，　at　45；
see　also　S．　Rep．　No．11，99th　Cong．，1st　Sess．10（1985），　re戸rinted　in　CoMMuNrry　RIGHT－To－
KNOw　DEsKBOOK　39（Environmental　Law　lnstitUte，1988）．
6）Lewisらは次のように述べる。「EPCRAが制定される以前の連邦の環境法規は、い
ずれも、油を含む有害物質の偶発的放出に対し（事後的に一訳者註）対応すること
に主眼が置かれており、緊急事態に係る計画策定に関するわずかな要求事項を置くだ
けであった。例えば、1972年、議会は水質浄化法（Clean　Water　Act）を制定し、これ
に基づき国立対応センター（NRC）が設立されることとされたが、これは、有害物質
の放出が発生した場合に報告を受け、緊急事態の対応を調整する連邦機関に対し通知
　を行うものとして置かれたものであった。また1980年には、議会はスーパーファンド
法（CERCRA）を成立させたが、これは有害物質の放出もしくは放出のおそれによっ
て生ずる危険性に対処するものであった」。CYNTHIA　ANN・LEwls＆JAMEs　MlcHAEL
THuNDER，　FEDERAL　CHEMIcAL　REGuLATIoN：TSCA，　EPCRA　AND　THE　POLLuTION
PREvENTIoN　AcT　254（1997）．
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7）Wolf，　supra　note　2，　at　218．
8）HADDEN，　supra　note　5，　at　19．
9）連邦議会でのEPCRA成立に至るまでの議論については、　See　CoMMuNITY　RIGffr－T（＞
　KNow　DEsKBooK　37－110（reprinting　from　Senate　Environment　and　Public　Works
　Committee　Report　to　House　debate　prior　to　passage　of　Conference　Bill．）．
10）Wolf，　supra　note　2，　at　219（quoting　H．R．　Rep，　No．99－962，99th　Cong．，　2d　Sess．　281
　（1986））．これとほぼ同旨であるが若干異なる説明としてChristiansenらは、（1）地域住民
　に対し、当該地域における有害化学物質に関する情報に対するアクセス権（public
　access）を与えること、および（2）当該情報を、地方緊急事態対応計画の策定、ないし
　有害化学物質の放出が生じた場合における同計画の実施するにあたり活用すること、
　としている。Steven　I．　Christiansen＆Stephen　H．　Urquhart，　The　Emergency　Planning
　and　Community　Right　to　Knotv　Act　of　1986∫　Analysis　and　Upgrade，6B．Y．UJ．　PuB。　L　235，
　235（1992）．
11）MussELMAN，　supra　note　4，　at　25．これと若干関連するが、　Lowryらは、「数多くの化
　学物質に関連する最も深刻なハザードは、有毒性や発ガン性といった健康へのハザー
　ド（health　hazard）よりむしろ、火災や爆発による物理的ハザード（physical　hazard）
　である」と述べている。GEoRGE　G．　LowRY＆ROBERT　C　LowRy，　LowRY’s　HANDBooK
　OF　RIGHT－T（FKNow　AND　EMERGENcY　PLANNING：HANDBoOK　oF　CoMpLIANcE　FoR　WoRKER
　AND　CoMMuNrrY，　OSHA，　EPA，　AND　THE　STATEs　4（1988），なお、－Lowryらが同様の
　意味で用いているのかについては明らかでないが一健康へのハザードと物理的ハザ
　ードの説明については、See　LEwls　ET　AL．，　supra　note　6，　at　260（citing　OSHA　Hazard
　Communication　Standard，29　C．F．R．§1910．1200（c））．
12）織朱實「米国における有害化学物質の排出に関する情報の公開一地域住民の知る権
　利法の内容と機能一」環境法研究22号135頁以下（1995年）。
13）由喜門眞治「有害化学物質に係わる情報収集と情報公開一アメリカにおけるEPCRA
　について一」札幌学院法学12巻1号1頁以下（1995年）。
14）EPCRAの説明にあたっては、以下の各文献を参照した。織朱實、前掲論文註12、由
　喜門眞治、前掲論文註13。MussELMAN，　supra　note　4♪　LEwrs　ET　AL．，　supra　note　6，　pt．恥
　G．LowRY酊AL，　su戸ra　note　11；　Wayne　T．　Halbleib，　Emergency　Planning　and　Community
Right－to－Know　Act，　in　ENvlRoNMENTAL　LAw　HANDB∞K　ch．14（Thomas　E　P．　Sullivan
　ed．，15th　ed．1999）；JuNE　C　BoLsTRIDGE，　EPCRA　DATA　oN　CHEMIcAL　RELEAsEs，
　INvEMoRIEs，　AND　EMERGENcY　PLANNING：AGulDE　TO　THE　INFORMATIoN　oN　INDusTRIAL
　FAcILITIES　AND　CHEMICALs　AvAILABLE　uNDER　THE　EMERGENcY　PLANNING　AND
　CoMMuNffY　RIGHrr－To－KNow　Acr（1992）．
15）既存の行政区画（郡（county）、市など）を緊急事態計画地区として指定すること
　が可能とされており、大抵はそのよう指定されている。EPAの1993年に公表された報
　告書によれば、4，000以上の計画地区が設定され、35州では既存の郡が設定のベースと
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　して用いられたとのことである。LEwls　ET　AL．，　supra　note　6，　at　266（citing　EPA　Office　of
　Solid　Waste　and　Emergency　Response，　SARA　TtrLE皿FAcT　SHEET（1993））．計画地区の
　設定にあたっては、複数の州にまたがる地域を1つの計画地区に設定することも可能で
　ある。この場合対象となる州のSERCの間で合意がなされることが必要である（301条
　（b））。
16）（1）緊急事態計画地区内の規制対象施設の特定、および特別有害物質（extremely
　hazardous　substance．302条（a）参照）の輸送経路の特定、（2）施設の所有者および操業
　者、LEPC職員および医療機関職員が、特別有害物質の放出に対応する際に採られる
　べき手段および手順、（3）地域および施設の緊急事態責任者の指名、（4）特別有害物質の
　放出が生じた際における通知の手順、（5）放出の発生、および当該放出により影響を受
　け得る住民の範囲を決定する方法、（7）避難計画、（8）LEPC職員および医療機関職員の
　教育訓練プログラム、および（9）当該計画の実施方法および実施スケジュール、が含ま
　れている。
　　Lowryらは、国立対応チーム（National　Response　Team．14の連邦機関の職員より
　構成される組織）が策定した「有害物質に係る緊急事態のための計画策定ガイド
　（Hazardous　Materials　Emergency　Planning　Guide）」に依拠しつつ、緊急事態対応計
　画に含まれるべき項目についてコメントしている。例えば（3）の緊急事態調整責任者に
　ついては、有害物質の事故を3つの段階、つまり（ア）対応前段階（pre－response．計画策
　定、防止等）、（イ）対応段階（response．事故発生時の計画の実施）、および（ウ）対応後段
　階（post－response．浄化、原状回復等）に分け、それぞれに別個の人員または組織を
　充てるべきであるとしている。また（5）の発生および影響を受け得る範囲の特定につい
　ては、（a）（有害物質（の放出）の）ハザードの特定（hazard　identification）、（b）人体、
　財産または環境に対する潜在的な危害の分析、（c）（b）において分析された危害が発生す
　る可能性の評価、を行うことを勧告している（（a）、（c）については先に述べたリスク評
　価の考え方に類似している）。さらに（2）の放出時に採られるべき手段・手順に関して
　は、事故のレベルに応じて対応策を検討し（NRTでは、①潜在的な緊急状態
　（potential　emergency　condition）、②限定的な緊急状態（1imited　emergency　condition）、
③完全な緊急状態（full　emergency　condition）とに事故のレベルを段階化し、それぞ
　れについて採られるべき対応策を示している）、これらについて事前に熟知しておくこ
　とが必要であるほか、事故の規模に応じた対応能力、他のLEPCや州との間での協
　力・連絡体制についても計画において明示される必要があるとしている。G．　LOWRY・ET
　AL，　supra　note　11，　at　126－133．
17）本法が制定された時点では1986年10月17日から7箇月以内に通知しなければならな
　いとされていた。この他、施設が最初に本法の通知義務の対象となった日（具体的に
　は、従来は指定対象から外れていた化学物質が新たに特別有害物質として指定された
　日、もしくは報告基準量（threshold　plaming　quantity）を超える特別有害物質をはじ
　めて保有することとなった日）から60日以内にSERCにその旨を通知しなければなら
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　ないとされている（303条（c））。
18）29U．S．C§651　et　seq．ここでは「物理的な、または健康へのハザードを有するあら
　ゆる化学物質」をいうものと定義されている。
19）LEwts　ET　AL．，　supra　note　6，　at　260．
20）このような場合がどの程度あるのかについては、OSHAの対象物質とEHSならびに
　CERCLAの有害物質とを比較検討しなければならないであろう。本稿ではこれ以上の
　検討は行いえなかった。
21）Lewisらは、　EPCRA（および同様の報告義務を課しているCERCLA）では、放出量
　の探知に必要なモニタリングや試験に関する（施設の所有者等に対する）義務が定め
　られていないことを問題点として指摘する。LEwrs・Er・AL．，　supra　note　6，　at・274．
22）EPAは、　LEPCが運営されていない（not　operating）地方自治体については、地方
　自治体の緊急事態対応を担当する職員（appropriate　local　emergency　response
　officials）に通知されると説明しているとのことである。　BoLsTRIDGE，　supra　note　14，　at
　37（citing　EPA，　Office　of　Solid　Wa．ste　and　Emergency　Response，　CHEMIcA［s　IN　YouR
CoMMuNrrY：　A　GulDE　TO　THE　EMERGENcY　PLANMNG　AND　CoMMuNrrY　kGHT－ToKNow
　AcT（1988）（OSWER－88－002））．
23）ただし、輸送中もしくは輸送のための貯蔵の間における放出については、911（911
　のオペレーターが不在の場合には電話交換手）に電話し必要な情報を通知することで、
　義務が履行されたものとみなされる（304条（b）（1））。
24）（日本語文献に限るが）例えば、織朱實、前掲論文註12、149頁以下、由喜門眞治、
　前掲論文註13、24頁以下参照。
25）以下では本法に対する批判として、主に制度の本質に係わる部分に対するものを見
　ていくが、その他制度的な欠陥として、いくつかの指摘がなされている。これらにつ
　いての検討は本稿の意図するところではないので、ここではそのような指摘があるこ
　とを述べるに止めるが、例えば（ア）施設内の人間のみへの曝露を生ぜしめた放出につい
　ては、報告義務は適用されない点（304条（a）（4））である。これはAbramsらが指摘して
　いるが、これにより例えば「化学物質がサイト外に移動するとは考えられなかったか
　ら、報告しなかった」といった言い訳がなされる場合が予想されるから、基準量以上
　の放出についてはすべて報告義務の対象とすべきであるとしている。See　Abrams　et
　al．，　supra　note　3，　at　136－152（1990）．（イ）SERCおよびLEPCが業務を行っていく上で必要
　となる資金が不十分な点である。Wolfは、少なくとも32州がLEPCの活動を支える資
　金を有しておらず、これにより地方消防局等実際に緊急事態の対応にあたる者にとっ
　て必要な設備の拡充や教育訓練が行えない、という問頚がある、としている。ただ、
　資金不足に対し独自に対応している州もあり、例えばウィスコンシン州やミズーリ州
　では、EPCRAの規制対象施設を対象とした独自の手数料制度を設けて、その収入を
　SERCおよびLEPCの資金に充てているという。See　Abrams　et　al．，　at　159；　BoLsTRIDGE，
　supra　note・14，　at　331　Wolf，　supra　note　2，　at　263－366．（ウ）州の強制的実施（enforcement）
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　規定が不十分な点である。本法の違反者に対し州は市民訴訟を提起することができる
　が（326条）、このような訴訟は極めてまれであり、多くの場合はEPAによる強制的実
　施（325条）を待つしかない、とのことである。5ee　Abrams　et　al，，　at　161－163；　Wolf，　at
　277－280．さらに（エ）連邦政府（およびその施設）に対してはEPCRAの適用がないこと
　（329条（7）参照）ことがBurcatおよびHoffmanにより指摘されている。　See　Joel　R．
　Burcat＆Arthur　K．　Hoffrnan，　The　Emergency　Planning　and　Community　Right－to－Know／Act
　of　1986：An　Explanation　of　Title　M　of　SARA，　in　CoMMuNITY　RIGHT－To－KNow　DEsKBoOK　3，
21－22（Environmental　Law　lnstitUte，1988）．
26）以下の説明は次の資料に依拠している。Paulette　L．　Stenzel，　Toxic　Use　Reduction
　Legislation∫An　Jmportant　“Next　Step　”after　Right　to　Know，1991　UTAH　L　REv．707
　（1991）；lemifer　Pick　and　Katherine　Wells，　Toxic　Chemicals　Use　Reduction　Legislation　in
　Victoria，10　ENvTL．＆PLAN，　LJ．171（1993）．
27）　Stenzel，　suprh　note　26，　at　719－720．
28）　Id．　at　723．
29）　See　Pick　et　a1．，　supra　note　26，　at　173－174．
30）化学物質の放出による被害を最小化するためには、結局のところ化学物質を使用し
　ない方向に努力することが一効率的であるかは別問題としても　　最も効果的であ
　ることから、筆者はこのような法制度の方向性、ないしはその実効性に大きな関心を
　抱いている。その他、本稿では説明できなかったが、連邦で定められている汚染防止
　法（Pollution　Prevention　Act）との関係、あるいはイギリスにおいて既に法制化され
　ている、いわゆる「統合的汚染規制（integrated　Pollution　Control）」との関係などに
　ついても興味深いところである。これらについては別の機会に検討したい。
31）両州ともに1989年7月24日に成立された。Id．
32）MussELMAN，　supra　note　4，　at　25．
33）Usha　wright，　New　Jersey　and　Federal　lnitiatives　to　Prevent　Toxic　Catastrophes，41
　RuTG£Rs　L　REv．1435，1444－1449（1989）．
34）Abrams　et　al．，　supra　note　3，136－152．
35）Bradford　C　Mank，　Preventing　Bhopal：‘‘Dead　Zones”and　Toxic　Death　Risk　lndex
　Taxes，530HIo　ST．　LJ．761，763（1992）．
36）IAMES　T．0，REILLY，　EMERGENcY　REsPoNsE　To　CHEMIcAL　AccIDENTs：PLANNING　AND
　C∞RDINATING　SoLuTloNs　124125（1987）．
37）Christiansen　et　al．，　supra　note　lO，　at　236．
38）Iim　Potter，　Comments，　Chemical　Accident　Prevention　Regulation　in　Calヴfornia　and　New
　Jersey，20　EcoL㏄Y　LQ．755，762－768（1993）．
39）これは特に貧困層や（有色による）被差別層が多く居住する地域にみられると
　Potterは指摘する。（わが国における状況については明らかでないが）アメリカにおい
　ては、こういった「環境的正義」あるいは「環境と差別」といった問題が近時意識さ
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　れているようである。5θθ鼠and　accompanying　text．
40）　Id，　at　768．
41）Council　Directive　82／501／EEC　of　241une　19820n　the　major－accident　hazards　of
　certain　industrial　activities，19820J．（L　230）1．
2－2　CAA　112条（r）
　（1）1990年、ブッシュ政権の下、CAA42）を改正する法律（CAA　Amendment
of　1990）43）が成立した。これにより従来のCAAは大きな改正を受け、いくつか
の重要な事項が追加されることとなった。そのうちのひとつがこれから紹介す
る112条（r）“）である45）。
　これは、化学物質の大気中への予期し得ない放出（＝偶発的放出。CAAll2条
（r）（2）（A）では「固定発生源から大気中への、規制対象とされる物質、またはその
他の特別有害物質の予期しない放出」と定義される）を防止すること、および
被害を最小化させることを目的とした、連邦レベルの主要な規定であるといえ
る。
　本来CAAは、主に大気中への化学物質の「通常の」放出を規制することを目
的としており、よって通常の状況において大気中に化学物質を排出することの
ない施設は、従来ではCAAの規制対象とは考えられていなかったが、1990年の
改正により、規制対象となる化学物質の貯蔵ないし取扱のみを行っている施設
についても本法の対象となることとなった。
（2）CAAll2条（r）の主要な点は以下の通りである。すなわち、①同項の目的の
達成に向け施設の所有者等が果たすべき責務を一般的義務（general　duty）とし
て定めていること、②化学物質の偶発的放出に関する専門的な調査・研究機関
として化学物質安全・危険性調査委員会（Chemical　Safety　and　Hazard
lnvestigation　Board．以下CSHIBと略記する）を設置し、いくつかの重要な権限を
与えていること、および③対象物質の偶発的放出を防止するために一定の要件
を充たす施設を対象とした規制プログラム（「リスク管理プログラム（Risk
Management　Program）」）を定めていること、である46）。
　本節では、CAAll2条（r）の内容につき、リスク管理プログラムを中心として考
察を行う。
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2－2－1　一般的義務
　（1）CAAII2条（r）（1）は、特定の化学物質を製造、加工、取扱、貯蔵（以下本
章において「製造等」ということがある）している固定発生源（stationary
source）47）に対する一般的義務（general　duty）を定めている。これによれば、同
項に基づく規制対象物質（後述する）を保有する固定発生源の所有者および操
業者（以下本章において特に指示のない限り「所有者等」とする）は、①適切
なハザードアセスメント技術を用いてこれら物質の放出に係るハザードを特定
し、②放出防止のために必要な措置を講ずることにより安全性を維持し、③偶
発的放出によって生ずる結果を最小限に抑制することが求められている。これ
らが一般的義務の具体的内容である。
　一般的義務は、本法改正の制定日から課せられることとなっており48）、当該
義務の対象となる所有者等は、かかる義務を遵守するために必要な措置を講じ
なければならないものとされている。
　（2）一般的義務の対象となる者は、特定の化学物質の製造等を行う固定発生
源である。このとき、かかる者の範囲を確定するにあたっては、留意すべき2
つの点を指摘することができる49）。つまり（i）本義務の対象となる固定発生源が
製造等を行う物質について、本項による規制対象物質のみならず、その他の
「特別有害物質（extremely　hazardous　substance）」をも対象としていること5°）、（ii）
後に述べるリスク管理プログラムと異なり、固定発生源が製造等を行う物質の
量について何ら定めがないこと（つまり、基準量が存在しないこと）である。
　これらのことから、一般的義務の対象となる固定発生源の範囲は、リスク管
理プログラムのそれよりも広いといえよう。すなわち、（i）からは、当該義務の
対象となる施設が、リスク管理プログラムの対象となる固定発生源のみならず、
例えば特別有害物質の製造等を行うことによりEPCRAの規制対象となっている
施設も含まれることが考えられる51）。また、（ii）に従えば、当該固定発生源の対
象物質の製造量、取扱量が、リスク管理プログラムにおいて定められる基準量
を下回る場合でも、当該物質を製造等さえしていれば、その量がたとえわずか
といえども一般的義務が課されることになるといえる52）。
　（3）ところで、EPAは一般的義務の性質につき、これは規制的なものではな
く、よって例えば（データの提出等により）義務の遵守状況がチェックされる
ものではない、と説明している53）。これより、当該義務の履行は「自主的な実
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施（self－implementing＞」に委ねられていると考えられているsc＞。しかし、一般
的義務への違反に対してはCAA　113条（b）55）の適用があり、1違反あたり1日につ
き25，000ドル以下の民事罰が科されることがある56・5フ）。
　（4）一般的義務が問題となる事例として、EPAは以下のような具体的場面を
示している。ある施設が、水反応性（water－reactive）をもつ化学物質の貯蔵場
所に鎮火用放水システム（water－based　fire　suppression　system）を設置しているよ
うな場合には、明らかに危険な状態が作出されており、一般的義務を根拠に、
水反応性を有する化学物質に適した鎮火システムを設置することが求められる。
これは先述した当該義務の内容のうち、①および②に主に関連するものと考え
られる。この他、近年社会的問題となった、いわゆる「2000年問題」による偶
発的放出の防止をはかるのも一般的義務の対象と説明されていた。これは内容
の②に特に関連があろう58）。
　（5）なお、この一般的義務とほぼ同内容59）のものに、労働安全衛生法5条60）
における一般的義務条項がある。これとCAAII2条（r）（1）にいう一般的義務との
関係については、EPAおよび労働安全衛生局（Occupational　Safety　and　Health
Administration．以下OSHAという）において検討されるとのことであるが、現在
のところこれについては明言されていない6％
2－2－2　対象となる物質
　（1）CAA　112条（r）の規制対象物質は、偶発的放出が発生した場合において、人
の健康または環境に対し何らかの重大な悪影響（「死亡、傷害もしくは深刻な悪
影響」）を引き起こす、またはこれらの悪影響を引き起こすことが合理的に予測
される物質である62）。
　実際には、EPA長官が、　EPCRAに基づいて公表されている特別有害物質リス
ト（the　list　of　extremely　hazardous　substances）を参考にして、100以上の物質を掲
載した最初のリストを公表するものとされており（CAA改正の制定日である
1990年11月15日以降24箇月以内に公表される。112条（r）（3））、このリストに掲載
された物質が規制対象となる。なお、16の物質が、本項において最初のリスト
に含まれるべき物質として特に指定されている。
　（2）規制対象物質リストの変更については、EPA長官にその権限が認められ
ている。この他、申請に基づいて変更が行われる場合もある。当該リストの変
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更には、規制対象物質の当該リストへの追加ないし当該リストからの削除、ま
たは基準量（threshold　quantity）の変更などがあると考えられるが、新たに物質
を当該リストに加える場合、さらに当該物質につき基準量を設定する場合には、
（i）その物質の「有害性、反応性、揮発性、分散性（dispersibility）、可燃性、引
火性（flammability）」、および（ii）偶発的放出により、何らかの重大な悪影響が引
き起こされる（もしくはその合理的可能性がある）当該物質の数量一いわば
閾値である一が考慮されなければならない（同項（4）および（5））。規制対象物
質リストに掲載される全ての物質には、基準量とならんで当該物質をリストに
掲載した根拠が示されることになっている63）。なおEPA長官は、当該リストを
少なくとも5年おきに再検討することが求められている（同項（3））。
　規制対象物質リストは1994年1月に定められ64＞、1996年6月に再指定
（redesignated）された65）。これまでに2回の改正を経て、現在では77種類の有害
物質、63の引火性物質が定められている66）。このうち大きな改正としては1998
年1月に実施されたものが挙げられる。これは、リスト制定時点では規制対象
物質に含まれていた爆発性物質（運輸省において大規模な爆発の危険性がある
物質として指定されたもの67））を、産業界との交渉を経て全て削除したもので
ある68）。
2－2－3　化学物質安全・危険性調査委員会
　（1）CAAIl2条（r）は、化学物質安全・危険性調査委員会（CSHIB）の設置に関
して定めている。CSHIBは、化学物質に関する死亡事故、深刻な被害が発生し
た事故、または重大な財産損害（substantial　property　damage）を生ぜしめた事故
についての調査を実施する機関である（112条（r）（6））。
　これは、国家輸送安全委員会（National　Transportation　Safety　Board．以下NTSB
と表記する）をモデルとして構成されたと言われており69）、独立の連邦機関た
る性質を有する。同委員会を構成する（委員長を含む）5名の委員は、連邦議
会上院の助言と同意を受けた上で大統領により指名され（同号（B））、以下のよ
うな事務を執り行う（同号（C））。
（D　死亡、重傷または財産への重大な損害を引き起こす偶発的放出につき、
　　事実関係、状況、原因等の調査、ならびにこれらに関する決定を行い、そ
　　の結果を一般公衆に報告すること。
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（2）議会、EPA・OSHA等の連邦行政機関、州ならびに地方自治体に対し、化
　　学物質の製造等の安全性に関する情報を定期的に報告すること。
（3）利害関係人に対し、化学物質の偶発的放出の可能性の削減に係る措置に
　　関する勧告、および化学物質の製造等の安全性の維持に係る是正措置につ
　　いての提案を行うこと。
（4）EPA長官および労働大臣に対し、重大な損害を引き起こす化学物質の偶
　　発的放出の防止やそれによる被害の最小化を目的とする、規則案または命
　　令案（proposed　rules　or　orders）について報告を行うこと。
（5）本委員会の調査管轄権（investigatory　jurisdiction）の対象となる、大気中
　　への偶発的放出に関する報告義務を、規則により定めること7°）。
　CSHIBがその職務を遂行するにあたっては、連邦の他の機関との調整を行う
ものとされている（同号（E））。すなわち、連邦の機関のうち、公衆衛生および
公衆安全の保護につき責任を有するものとして既にNTSBおよびOSHAが設置さ
れているが、これらとの間で、個別に管轄事項等の「了解に関する内部文書
（memorandurn　of　understanding＞」を作成し？1）、例えば調査の対象となる事項で重
複が生じたりすることがないようにする、といった調整を、各機関との間で個
別に行うのである72）。
　（2）　ところで、CSHIBは、1990年のCAA改正により設置されることが決定し
て以来、現在までその運営に重大な問題を抱えている、と言われている73）。す
なわち、（本委員会が設置されることとなった）ブッシュ政権の下で正式に指名
されたのは委員会の定員5人のうち3人のみであり、また連邦議会がCSHIBの業
務遂行に必要となる予算を計上しなかったために、本法で規定された権限の行
使や職務の遂行は事実上不可能な状態が続いていたのである（この間、CSHIB
の調査業務はEPAおよびOSHAによって実施されていたようである74））。なお、
1998会計年度の冒頭（1997年11月）になり、ようやく連邦議会が予算の計上を
認め、1998年1月からCSHIBによる調査が開始されている75＞。
2－2－4　リスク管理プログラム
2－2－4－1　概説
（1）CAAII2条（r）の中心となるのが、以下概説する固定発生源のリスク管理プ
ログラムである。これは、「短期的曝露による公衆および環境への深刻な被害を
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生ぜしめるおそれのある物質の偶発的な放出を防止し、および発生した放出に
よる被害の重大性を軽減する」ことを目的として設けられたものである76）。
　本項（7）（A）では、規制対象物質の偶発的放出を防止するための要求事項を公表
する権限が、EPA長官に認められている。さらに同項（7）（B）（i）では、　EPA長官が、
本改正の施行日から3年以内に77）、偶発的放出の防止・検出、およびかかる放
出への対応にっき規定する規則を公表することとされている。以上の規定に基
づいて公表された規則（40C．F．R．　part　68）の中で示される要求事項の総称が
「リスク管理プログラム」である、と解されている78）。リスク管理プログラムの
主要な内容としては、①ハザードアセスメント、②偶発的放出の防止に関する
プログラム、③緊急事態の対応に関するプログラム、の3つが挙げられている。
　当該プログラムの実施義務が課せられる者は、規制対象物質が基準量以上現
存する固定発生源の所有者等である（同項（7）（B）（ii））。これらの者は、自ら所有
ないし操業する固定発生源1つにつき、1つのリスク管理プログラムを作成、実
施し、さらにこのプログラムの概要を示す1つのリスク管理計画（Risk
Management　Plan．以下本節においてRMPとする）79）を策定することが義務づけ
られる80）。
　（2）RMPを策定した所有者等は、これをEPA長官に対し登録し、　CSHIB、当
該固定発生源の所属する州の州緊急事態対応委員会（SERC）、および地方公共
団体の地方緊急事態計画委員会（LEPC）に提出しなければならない（同項
（7）（B）（iii））81・82）。
　RMPはCAA　I　I4条（c）に基づいて一般公衆に開示される（同）。このとき、営業
上の秘密（confidential　business　information）に該当する情報ついては、これを保
護する目的からRMPには記載されないこととなっている83）。
　この他、EPA長官はRMPの監査制度s4｝を設け、定期的な審査を実施し、必要
な場合には修正を義務づける85）ものとされている（同）。
　（3）1996年7月に制定された最終規則s6）では、いわゆる「段階別システム
（tiering　system）」が創設された。これは端的に言えば、リスク管理プログラム
の内容を、対象となる（固定発生源内の）個々の取扱工程（process）87）に付随
する、偶発的放出のリスクによって変化させるシステムである。
　すなわち、この最終規則では、対象となる固定発生源における個々の取扱工
程につき、過去の事故とそれによる被害の発生状況、および市民が通常居住し
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使用する区域と当該取扱工程との距離、あるいは特定の産業分類への該当の有
無といった、いくつかの要素に基づき、適用されるプログラムの段階一「プ
ログラム1」から「プログラム3」まで88）一が決定されることとなっている89）。
プログラム1からプログラム3までで求められる内容には差があり、このうちプ
ログラム3が最も厳しい内容となっている。所有者等は個々の取扱工程の産業
分類等を確認し、どのプログラムの適用があるかを決定しなければならない。
　プログラムの内容の厳格性は、先に示したリスク管理プログラムの主な構成
要素である、ハザードアセスメント、偶発的放出防止プログラム、そして緊急
事態対応プログラムのそれぞれの内容（要求される事項）の差異として現れて
くる。
　また、例えばある固定発生源において、ある1つの工程がプログラム3の適格
要件に該当することになれば、その他の取扱工程は全てプログラム1の適格要
件（eligibility）を充たす場合であっても、当該固定発生源はプログラム3で要
求される事項を充たさなければならないことになる9°）。
2－2－4－2　ハザードアセスメント
　リスク管理プログラムの主な内容をなすものの1つとしてハザードアセスメ
ントがある。これには、①“最悪の放出”91）シナリオの分析（worst－case　release
scenario　analysis）、②過去5年間の事故の経歴（five－year　accident　history）が含ま
れている92）。これによって、対象となる取扱工程および固定発生源において偶
発的放出が発生した場合に影響が及ぶ範囲、ないし過去の経歴に基づいた偶発
的放出の起こりやすさが評価される。
　固定発生源の所有者等は、全ての取扱工程につきこれらを検討しなければな
らないが、取扱工程のうちプログラム2および3に該当するものについては、①
の内容がプログラム1のそれと異なり、分析の対象がより詳細になっている。
　つまり、プログラム1に該当する取扱工程については、各取扱工程毎に1つの
最悪の放出シナリオを分析し報告することとされているが93）、プログラム2お
よび3の適格要件を充たす取扱工程については、（ア）全ての有毒物質に関する最
悪の放出シナリオ、（イ）全ての引火性物質に関する最悪の放出シナリオ、さらに
（ウ）上記のシナリオにおいて対象とされたのとは異なる“public　receptor”（註89
参照）に対して影響を及ぼすおそれのある最悪の放出についての追加的なシナ
一101一
〔論　説〕
リオ、のほかに9‘）、（エ）規制対象となる有毒物質、引火性物質のそれぞれに関す
る代替的な放出シナリオ（alternative　release　scenario）、について分析し、分析結
果をRMPの中で報告することが要求されている95）。
　また、②過去5年間の事故の経歴については、対象となる施設内での死亡や
傷害、もしくは施設外における死亡や傷害、避難、屋内退避（sheltering　in　place）、
財産・環境損害を生ぜしめた偶発的放出について、かかる放出の発生した日時、
放出された化学物質、推定放出量、放出の態様、サイト外への影響等の情報を
RMPにおいて報告することとされている％）。これはプログラム1から3までの全
てに共通するものである。
2－2－4－3　偶発的放出防止プログラム
　偶発的放出防止プログラムは、EPAの規則案では全ての固定発生源に対して
その策定が義務づけらるものとされていたが、「段階別システム」の採用された
最終規則では、プログラム1の対象取扱施設については当該防止プログラムの
策定は免除されることとなった（代わりに「偶発的放出による施設外への影響
を防止するための追加的な措置は必要ない」ことをRMPにおいて証明すること
が求められている）97）。
　プログラム2および3の対象となる取扱施設には、それぞれ異なった防止プロ
グラムが用意されている。その内容については、最終規則である40C．F．R．　part
68のsubpart　C（プログラム2の防止プログラム）、およびsubpart　D（プログラム
3の防止プログラム）において詳細が規定されている。これらの説明について
は、以下において、プログラム2および3の偶発的放出防止プログラムに含まれ
る項目を提示するに止めることにする。
●プログラム2の偶発的放出防止プログラムgs）
　・規制対象物質、取扱工程および設備の安全性についての、最新の情報の収
　　集と保管。「一般的に容認された良い技術的通例」（recognized　and　generally
　　accepted　goOd　engineering　practice）の遵守の保証。
　・規制対象物質、取扱工程および手続に付随するハザードの審査（少なくと
　　も5年ごとに行うこととされている）。
　・（取扱工程の安全性に関する情報に沿った）取扱工程の安全な活動の実施に
　　係る操業手続の策定。
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　・被雇用者の教育訓練の実施。
　・維持管理手続（maintenance　procedure）の策定および実施。取扱工程で使用
　　される設備の検査・試験の実施。
　・遵守に係る監査の実施（少なくとも3年ごとに実施される）。
　・災害的放出（catastrophic　release）を引き起こした（あるいは引き起こす合
　理的なおそれのあった）事故の調査の実施（当該事故の発生から48時間以
　　内に実施され、摘要は5年間保存されるものとする）。
●プログラム3の偶発的放出防止プログラムの内容99）
　・取扱工程において使用されまたは製造される規制対象物質、取扱工程にお
　　いて用いられる技術および設備に関する安全性についての情報の収集（被
　雇用者がハザードを特定し理解する際に利用が可能なものとする）。「一般
　　的に容認された良い技術的通例」の遵守の文書による証明。
　・取扱工程のハザードの分析（ハザード評価）。
　・（取扱工程の安全性に関する情報に沿った）取扱工程の安全な活動の実施に
　係る操業手続の策定（被雇用者が利用可能なものとする）。ハザード管理の
　　ための安全労働慣行（safe　work　practice）の策定および実施。
　・被雇用者の教育訓練の実施。
　・取扱工程で使用される特定の設備の維持管理手続の策定および実施、なら
　　びにこれら設備の検査・試験の実施。維持管理行為に関する教育訓練の実
　　施。
　・取扱工程において使用される化学物質や設備等の変更の管理。
　・新規の、および修理された固定発生源に対する運転開始前安全性審査（pre－
　　startup　safety　review）の実施。
　・遵守に係る監査の実施（少なくとも3年ごとに実施される）。
　・災害的放出（catastrophic　release）を引き起こした（あるいは引き起こす合
　　理的なおそれのあった）事故の調査の実施・（当該事故の発生から48時間以
　　内に実施され、摘要は5年間保存されるものとする）。
　・取扱工程のハザード分析や安全性管理の実施への、被雇用者の参加に関す
　　る計画の策定、およびこれらの者との協議の実施、情報の提供。
　・熱間加工（hot　work）（火気を使用する、もしくは火花を発生させるような
　　操業）に係る許可の付与。
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　以上が防止プログラムに含まれるべき項目である。施設に付随する化学物質
放出のリスクが大きいと判断されるからか、プログラム3に該当する取扱工程
では、プログラム2に該当するそれよりも多くの事項が実施されなければなら
ないものとされている。
　なお、EPAは、この偶発的放出防止プログラムに関し、　OSHAの取扱工程安全
性管理基準をはじめとする、他の連邦の規制や州法、業界内の基準等をクリア
していれば、プログラムの内容の大部分が達成されたこととなる、と説明して
いる100）。
2－2－4－4　緊急事態対応プログラム
　（1）緊急事態対応プログラムは、放出防止プログラムと同様、プログラム2
および3の対象となる取扱工程のみにその適用がある1°1）。プログラム1の適用
を受ける取扱工程については、ここで要求される対応プログラムを策定するか
わりに、緊急事態における対応活動につき地方の緊急事態計画・対応機関と既
に調整を行っていることを保証する必要があるlo2）。
　緊急事態対応プログラムに含まれるべき項目としては以下のものがある。
（1）緊急事態対応計画。これには①一般公衆、および緊急事態対応を所轄す
　　る地方行政機関への通知手続、②（高濃度の有毒物質や放射熱、超過気圧
　　等への）人体の偶発的な曝露が生じた場合に採られるべき応急措置ならび
　　に医療行為につき文書にて示すこと、および③規制対象物質の偶発的放出
　　の発生後に採られる緊急事態対応手順・措置、が含まれる。
（2）緊急事態対応用設備の使用、検査、試験および維持管理に関する手順。
（3）被雇用者の教育訓練。
（4）設備等の変更があった場合における、計画の見直しおよび更新、および
　被雇用者に対するこれら変更についての周知の徹底。
　なお、固定発生源の所有者等に雇用されている者が偶発的放出に対応するこ
とがない場合一これが具体的にどのような場合であるかは明らかにされてい
ないが一で、以下の3つの条件、すなわち、
（1）規制対象となる有毒物質を基準量以上保有する固定発生源については、
　　当該固定発生源がEPCRA303条に基づく地方緊急事態対応計画の対象とな
　　っていること
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（2）規制対象となる引火性物質のみを基準量以上保有する固定発生源につい
　　ては、当該固定発生源の所有者等が地方自治体の消防署との間で対応措置
　　についての調整を行っていること
（3）対応の必要性が生じた場合に、地方緊急事態計画委員会の職員等
　　（emergency　responder）1°3）に対して通知するための適切な手段が存在するこ
　　と
を全て充たす場合には、上に述べた緊急事態対応プログラムの策定義務が免除
される1°U）。この適用除外規定は、発生源が小規模であって緊急事態に対応する
ことができない場合を考慮して定めたものである、とEPAにより説明されてい
るlo5）。
　（2）緊急事態対応プログラムについても、先に説明した偶発的放出防止プロ
グラムと同じく、OSHAの取扱工程安全性管理基準とほぼ同様の内容を含むも
のであると言われており106）、OSHAの基準を充たせば、緊急事態対応プログラ
ムの要求事項もほぼ充たしたことになるものと考えられている。
　この他、緊急事態対応プログラムの策定義務と他法との関係につきEPAは、①
他のEPAの緊急事態対策計画（contingency　planning）に従い策定された計画一
これが具体的に何を指すかについては明らかにされていない一、および②労
働安全衛生法の下で定められる「有害廃棄物および緊急事態の操業に関する規
則（Hazardous　Waste　and　Emergency　Operations　Rule）」’ωに従い策定された計画、
によって、本項に基づく義務のほとんどが履行されることとなる、と説明して
いる1°8）。特に①について、最終規則では、固定発生源の所有者等が、連邦レベ
ルの緊急時対策に関する規則に従い計画（で上記に掲げた項目を含んでいるも
の）を策定しており、それがEPCRA303条の地方緊急事態対応計画と矛盾する
ものでない場合には、新たに同様の計画を策定する必要はないと規定されてい
る109）。
　以上、リスク管理プログラムの中心となる3つの項目の内容について概観し
た。
　EPAは、当該プログラムの対象となる施設は約66，000に上り、その中には本
来的に対象となるものと想定される業種、例えば化学工業、石油化学工業、石
油精製業に加えて、製造業以外の業種が広範囲にわたって含まれると予測して
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いる110＞。つまり、本プログラムは化学物質の「使用」についてもターゲットと
しているため一「取扱工程」の定義では、化学物質の「あらゆる使用」がそ
の中に含まれるものとされている111）　一、CAAの他の条文では対象外とされる
ような施設についても同項の義務が課せられるのである。
　具体例を挙げれば112）、アンモニア113）を冷媒（refrigerant）として（基準量以
上）使用しているような穀物加工業者（grain　processor）、市町村の下水処理施
設（municipal　sewage　treatment　plant）、食品加工業者ならびに販売業者について
も、本項に基づき、リスク管理プログラムの策定・実施義務、RMPのEPAへの
登録義務ないしCSHIB等への提出義務等を負うこととなる。
　これらの施設は、規則公表後3年以内に同規則の遵守を達成しなければなら
ない（CAAI12条（r）（7）（B）（i）。最終規則により1999年6月21日とされている114））。
2・2－5　その他の規定
　（1）公衆衛生や公共の福祉、もしくは環境に対する急迫かつ重大な危険が存
在する（あるいはそのおそれがある）とEPA長官が決定した場合、同長官は当
該危険を取り除くために必要な救済措置を確保することができるものと規定さ
れている。これについては、EPA長官がかかる危険を防止するための命令を発
することを認める規定である、とする説明がある115）。この救済措置は連邦地方
裁判所により、それを認める（grant）か否かが判断される。この他にも、同長
官は人の健康の保護を図るのに必要な命令の公表を行うことができるとされて
いる（以上につきll2条（r）（9）（A））。
　（2）本条（ならびに最終規則）の違反に対しては、CAA113条の適用がある。
　EPA長官が、ある者の違反事実を知ったときには、①行政罰に関する命令、
②遵守命令、③民事訴訟の提起、④刑事訴訟の開始に係る司法長官（Attorney
General）への要請、のいずれかを行うことができる（同条（a）（3）（A）ないし（D））。
　①行政罰に関する命令は同条（d）に規定されており、聴聞手続の実施後（同条
（d）（2）（A））、EPA長官は違反者に対し25，000ドルを超えない額の民事行政罰
（civil　administrative　penalty）を科すことができる、とされている（同項（1））116＞。
かかる命令に従わない者に対して、EPA長官は、司法長官に対して、連邦地方
裁判所に民事訴訟を提起することを要請するものとされている（同項（5））。
　②遵守命令についてはこれ以上の規定は置かれていない。この点、当該命令
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に従わない者に対して、EPA長官は、①の行政罰に関する命令を出すか、ある
いは連邦地方裁判所に民事訴訟を提起するものと推測される。
　③民事訴訟は、特に①の命令を経由することなく、違反事実を知ったら直ち
に提起することも可能なものと解される。民事訴訟により、（i）本案的差止また
は暫定的差止、（ii）違反1日につき25，000ドルを超えない民事罰、もしくは（iii）そ
の両方、を求めることができる（同条（b））。かかる訴訟は連邦地方裁判所に提
起されることとされており、訴訟の開始にあたっては、州の大気管理部局に対
する通知が行われることとされている。
　④刑事罰に関しては、同条（c）で定められている。これによれば、故意に本条
一最終規則も含まれるものと考えられる117）一に違反した場合には、有罪判
決に基づき、罰金が科されるか、5年以下の禁銅、あるいはそれらの併科に処
せられる、と定められている（同項（1））。具体的な適用場面としては、RMPを
作成しない場合、またはこれを適切な行政機関に提出しない場合が考えられる。
さらに、作成した書類に虚偽があった場合は同項（2）（A）に該当するものと考えら
れるが、この場合は有罪判決に基づき、罰金か2年以下の禁鋼、もしくはこれ
らの併科に処せられる。
　過失により規制対象物質を大気中に放出させ》これにより他の者を死亡させ
または重傷（および重症）（serious　bodily　injury．同項（5）（F）に定義がある）を負
わせるような、急迫な危険に晒した者は、有罪判決に基づき、罰金または1年
以下の禁鋼、もしくはその併科に処せられる（同項（4））。以前に同様の有罪判
決を受けた者が再度行った場合には、これらの2倍の罰が科せられることとな
る。また、同様の行為を故意により行った者には、罰金または15年以下の禁鋼、
もしくはその併科が科せられる（同項（5）（A））。
2－2－6　CAAt12条（r）の最近の動向一「化学物質の安全性に関する情報、
サイトの安全、および燃料の規制の免除に関する法律」の制定について一
　（1）これまでに説明してきた通り、CAAI12条（r）は、規制対象物質を基準量以
上保有する施設に対し、適切なリスク管理プログラムの実施、およびRMPの策
定を義務づけている。
　RMPの中には施設の化学物質に付随するリスクに関するさまざまな情報が盛
り込まれているが、この中にはサイト外の影響に関する分析（Off－site　Con一
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sequence　Analysis．以下OCAとする）である、“最悪の放出”シナリオの分析の結
果に関する情報も含まれている。
　このような情報を含むRMPは、　EPAに提出されるほか、一般公衆にも利用可
能なものとされることとなっている。これは行政の化学物質管理行政の推進に
あたり活用されるほか、一般公衆が当該施設の安全性についての見識を深めた
り、化学物質の安全性について企業との対話を促進したりすることに役立って
いる。
　（2）一般公衆がRMPに関する情報を入手できることにはかかるプラスの面が
ある一方で、例えばOCAに関する情報がインターネットにより広く配信され、
その中でテロ活動等をはじめとする犯罪活動に当該情報が悪用される、といっ
た危険性も同時に併せ持っていることが、テロ活動等の凶悪犯罪が絶えること
のないアメリカ国内において、近時大きな問題とされてきた。
（3）かかる危険性に対応するため、1999年8月5日、クリントン政権において、
「化学物質の安全性に関する情報、サイトの安全、および燃料の規制の免除に関
する法律」（Chemical　Safety　lnformation，　Site　Security　and　Fuels　Regulatory　Relief
Act）が制定された118）。ここでは詳述を避け、本法の内容についてごく簡単に述
べておく］19）。このうち、OCAに関する情報の犯罪行為への利用といった危険性
については、主に（2）において対処されていると考えられる。
（1）引火性燃料（flammable　fuels）の小売業者に対するRMP策定等に関する義
　　務を免除する。
（2）OCAに関する項目（以下単にOCA項目という）へのアクセスを制限する。
　　すなわち、政府職員がRMP内のOCA項目を公衆に公開することは2000年8
　　月5日まで禁止される。この間に連邦政府は当該項目の公開に関するリス
　　クとベネフィットを評価し、これに基づいて、OCA項目の一般公衆の利用
　　可能性に関する規則の制定を完了させる。情報公開法（Freedom　of
　　Information　Act）12°）に基づきEPA長官に提出されたOCA項目に関する情報を
　　利用することもできない。本法の趣旨に反する州法ならびに地方自治体の
　　条例は無効とする。
（3）OCAへのアクセスが制限される代わりとして、プログラム2および3に係
　　るRMPの提出を義務づけられている施設の所有者等は、　OCA項目を含む
　　RMPに関して、2000年2月1日までに公聴会を開催し、2000年6月5日まで
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に連邦捜査局（Federal　Bureau　of　lnvestigation）に対し公聴会を開催した旨の
証明を行わなければならない。
42）42U．S．C§7401　et　seq．
43）Pub．　L。　No．101－549，10S　Stat．2399．
44）42U．S．C．§7412（r）．
45）1990年大気浄化法改正301条によって改正された。なお、改正後の112条（r）について
　の解説としては、See　generaJly，　David　P．　Novello，　The　Section　112（r）／Accidental　Release
　Program，　in　THE　CLEAN　AIR　Acr　HANDBooK§9（Robert　J．　Martineau，　Jr．＆David　P．
　Novello，　eds．，1997）．また、同改正についての日本語による解説として、山口光恒
　「1990年米国大気浄化法」国際比較環境法センター編「世界の環境法」（商事法務研究
　会、1996年）19頁以下がある。
46）　See　Potter，　supra　note　38，　at　770．
47）同語の定義につ』いては112条（r）（2）（C）を参照。そこでは、（1）同一の産業グループ
　（same　industrial　group）に属し、（2）1つあるいは複数の隣接した不動産上に位置し、
　（3）同一人の管理下にあり、および（4）偶発的放出が発生する可能性のある（an
　accidental　release　may　occur）、あらゆる建造物、構造物、設備（equipment）、装置
　（installations）または物質を排出させる固定の活動（substance　emitting　stationary
　activities）をいうものとされている。
　　なお、当該固定発生源には規制対象となる物質の輸送、および輸送に付随する貯蔵
　は含まれない。ただし、輸送コンテナーのうち、（a）輸送に付随しない貯蔵のために使
　用されるもの、および（b）固定発生源の設備に接続され、対象物質の積み降ろしに使用
　されるものは含まれる、と定められている（これは連邦運輸省の所轄事項との関係に
　よるものと思われる）。See　also　40　C．F．R．§68．3。
48）U．S．　EPA，　THE　GENERAL　DuTY　CLAusE：CLEAN　AIR　Acr　SEcTloN　l　12（r）（1）1（1999）
　（EPA　550－F－99－010）．
49）See　Novello，　supra　note　45，　at　246－247；　F．　WILLIAM　BROwNELL　ET　AL．，　CLEAN　AIR
　HANDB∞K　209－210（F．　William　Brownell　ed．，3rd　ed．，1998）．
50）特別有害物質については、112条（r）（3）においてEPCRAによるものと同じ物質を指す
　ことが説明されている。
51）　See　BRowNELL　ET　AL，　supra　note　49，　at　209／n。356．
52）See　Novello，　supra　note　45，　at　247，　n．10（citing　60　Fed．　Reg．　at　13，529）．
53）See　U．S．　EPA，　supra　note　48，　at　2．
54）　BRowNELL　Er　AL，　supra　note　49，　at　209．
55）42U．S．C．§7413（b）．
56）U．S．　EPA，　supra　note　48，　at　2では「27，500ドル以下」と説明されている。
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57）ただし、当該義務違反を根拠として、市民訴訟ないし身体的・財産的損害に係る損
　害賠償請求訴訟を提起することはできないものとされている（112条（r）（1））。
58）以上の具体例について、5ee・id．
59）本項では、労働安全衛生法において規定される義務と同様かつ同程度の一般的義務
　が所有者等に課されると記されている。
60）29U．S．C．§654．
61）本稿執筆時において、EPAが何らかの説明を加えているのかについては判明しなか
　った。
62）ただし、（1）初期の（primary）国家大気質基準（National　Ambient　Air　Quality
　Standard）において対象とされている物質、および（2）CAA第6節に基づいて規制の対
　象とされる物質（オゾン層破壊物質）については、本項の規制対象には含まれない
　（CAAll2条（r）（3））。
63）Id．　See　also　40　C．F．R．§68．130（b）．
64）59Fed．　Reg．4493．
65）61Fed．　Reg．31717．
66）40CF．R§68．130（b）．
67）See　49　C．F．R．§172．101．
68）Novello，　supra　note　45，　at　250；　63　Fed．　Reg．640，
69）Mank，　supra　note　35，　at　T4．
70）ただし、当該委員会に直接報告しなくとも、国立対応センターに対し報告を行えば、
　ここで定められる報告義務は履行されたものとみなされる。同センターが、当該委員
　会に調査管轄権のある放出について報告を受けた場合には、すみやかに当該委員会に
　通告するものとされている（CAAI12条（r）（6）（iii））。
71）本稿執筆時、CSHIBとOSHAとの間での「了解に関する内部文書」については確認
　できたが、NTSBとの間のそれについては存在について確認できなかった。　See
　MEMoRANDuM　oF　UNDERsTANDING　BEI’wEEN　THE　UNITED　STATEs　DEpARTMENT　oF　LABoR
　OccupATIoNAL　SAFETY　AND　HEALTH　ADMIMsTRATIoN　AND　THE　UNITED　STATEs　CHEMIcAL
　SAFETy　AND　HAzARD　INvESTIGATION　BOARD　oN　CHEMICAL　INCIDENT　INvEsrlGATIoNs．また
　EPAとCSHIBとでの「了解に関する内部文書」も作成されているb　See　MEMORANDuM
　oF　UNDERsTANDING　BETwEEN　THE　UNrrED　STATES　ENvlRoNMENTAL　PRoTEcrloN　AGENcy
　AND　THE　UNITED　STATEs　CHEMIcAL　SAFETY　AND　HAzARD　INvESTIGATIoN　BoARD　oN
　CHEMIcAL　INcIDENTs．
72）同号（E）では両者との関係につき以下のように書かれている。CSHIBとNSTBとの関
　係については、両者間の職務の調整を図り、化学物質の輸送に関連する放出に関する
　調査についてはNSTBが主務機関として指定されていることに鑑み、両者の活動の重
　複を制限する（limit）ことを目的として「了解に関する内部文書」が作成されるべき
　である。またNSTBが調査権限を有する海洋への油の放出については、　CSHIBは調査
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　権限を有しないものとされている。他方CSHIBとOSHAとの関係については、単に両
　者の活動の重複を制限するために「了解に関する内部文書」を作成するとだけ規定さ
　れている。
73）以下の記述は次の資料に基づく。Arnold　W．　Reitze，　Jr．＆Steven　D．　Schell，　Self－
　Monitoring　and　SelfLReporting（）f　Routine　Air　Pollution　Releases，63　CoLuM．1．　ENvrL　L
　112，n．357（1999）二Novello，　su戸ra　note　45，　at　248；BRowNELL　ET　AL・，　supra　note　49，　at　217・
74）例えば、1997年8月　　この時点においては未だCSHIBの予算が計上されていなか
　った一、アーカンソー州ウェストヘレナ（West　Helena）において、殺虫剤アジンボ
　スメチルに関連した爆発火災事故が発生した際、当該事故に関し作成された調査報告
　書（これ自体は1999年4月に公表された）の中でも、CSHIBに対し予算が計上される
　以前にEPA、　OSHAの両機関によって開始された調査については、これらが最後まで
　実施すると述べられている。U．S。　EPA＆US．　OSHA，　EPA／OSHA　JolNT　CHEMIcAL
　AcclDENT　INvEsTIGATIoN　REpoRT；　BPS，　INc．，　WEsT　HELENA，　ARKANsAs（April　1999）（EPA
　550。R－99－003）．なお、1997年5月には、　EPAとOSHAとの間で共同の事故調査プログラ
　ムが公表され、また両者の問で事故調査に関する「了解に関する内部文書」が交わさ
　れた。See　U．S．　EPA，　EPA／OSHA　JolNT　AcclDENT　INvEsTIGATIoN　PRoGRAM：PREvENTIoN
　oF　CHEMIcAL　Acc1DENTs（May　1997）（EPA　550－F－97－006）；MEMoRANDuM　oF
　UNDERSTANDING　BETwEEN　THE　UNITED　STATEs　ENv1RoNMENTAL　PRoTEcTloN　AGENcY
　（OFFIcE　oF　SoLID　WAsTE　AND　EMERGENcY　REspoNsE∫　OFFIcE　oF　ENFoRcEMENT　AND
　CoMPLIANcE　ASsuRANcE）AND　THE　UNrTED　STATEs　DEPARTMENT　oF　LABoR
　（OccuPATIoNAL　SAFETY　AND　HEALTH　ADMINISTRAT【oN）oN　CHEMIcAL　AcCIDENT
　INvESTIGATION（1996）．
75）なお、筆者の調べたところによると、1999年12月時点で大統領に指名され実際に活
　動している委員は4人であったが、2001年1月現在では再び3人となっている。また、
　後者の時点では、委員の他に28人の職員が働いている。
76）U．S．　EPA，　GENERAL　GuIDANcE　FOR　RIsK　MANAGEMENT　PR㏄RAMs（40　CFR　PART　68）
　at　iσuly　l998）（EPA　550－B－98－003）．
77）しかし、実際に最終規則（final　rule）が公表されたのは1996年7月になってからで
　あった。Novello，　supra　note　45，　at　250（citing　61　Fed．　Reg，31，668（1996））；see　also　40
　CFR．　part　68．
78）See　U．S．　EPA，　supra　note　76，　at　i．
79）See　id，　CAAならびに最終規則の条文において、厳密に使い分けがなされているか
　どうかは疑問である。CAA112条（r）（7）（B）（ii）では、「リスク管理計画を策定し実施」す
　ると規定されているが、ここではむしろリスク管理「プログラム」と規定する方が
　（本文で掲げた）EPAの説明にもより適合するのではないかと思われる。
80）EPA長官は、　RMP策定義務の対象者に向けて、　RMP策定にあたってのガイドライン
　を公表し、モデルとなるRMPを提示するものとされている（同項（7）（B）（ii））。おそらく
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　は、註76に掲げた文書がこれに該当するものと推測される。
81）その他112条（r）（7）に規定されている事項としては、主に次のものがある。つまり、
　（ア）本項に基づいて公表される規則は、可能な限りにおいて、アメリカ機械学会
　（American　Society　of　Mechanical　Engineers（ASME））、アメリカ規格協会（American
　National　Standards　Institute（ANSI））およびアメリカ材料試験協会（American
　Society　of　Testing　Materials（ASTM））によって公表された勧告および基準と合致させ
　るものとすること、（イ）本項に基づき規則を公表する際、EPA長官は中小企業に対し配
　慮するものとすること、（ウ）本項に規定される権限を行使する際、EPA長官は労働大臣
　および運輸大臣と協議し、OHSAおよび運輸省が定める義務と本項において定められ
　る義務との調整を行うこと、などである。
82）ただし最終規則においては「EPAにより指定された」もの（条文では“central
　point”という語が用いられている）に提出するものとされている。40　C．F．R．§
　68．150（a）．
83）40CER．§68．150（d）．営業上の秘密に関する申立、営業上の秘密とすることができ
　ない情報、および営業上の秘密であることの証明等については、See　40　C．F．R．§§
　68．151and　68．152．
84）監査制度については、See　40　C．F．R．§68．220．
85）監査に基づくRMPの修正については、　See・40・C．F．R．§68．220（e）一（h）．
86）61Fed．　Reg．31668．
87）「規制対象物質のあらゆる使用、貯蔵、製造、取扱もしくはサイト内の移動、また
　はこれらの組合せを含む、あらゆる当該物質に関する行動をいう」ものと定義されて
　いる。40CER．§68．3．
88）本来ここでは「段階（tier）」の語が用いられるべきであったが、これについては、
　“tier”という語がEPCRAに基づく提出書式の名称（“Tier　H”および“Tier皿”）に用
　いられたことから、混乱を避けるために「プログラム」とされた、とのことである。
　61Fed．　Reg．31670。
89）プログラム1の適格要件（eligibility　requirement）は以下の通りである。つまり、
　（1）RMPの提出より過去5年間に、（ア）規制対象物質もしくは反応生成物（reaction
　product）への曝露、（イ）当該物質を伴う爆発によって発生した超過気圧、（ウ）当該物質
　を伴う火災によって発生した放射熱（radiant　heat）のいずれかにより、当該固定発生
　源の外において（i）死亡、（ii）傷害、または（iii）“environmental　receptor”（後述する）
　の曝露に係る対応（response）・復旧（restoration）活動といった事象を生ぜしめる
　ような、当該物質の偶発的放出が取扱工程において発生しなかったこと、（2）最悪の放
　出（worst－case　release）アセスメント（40　CER．§68．25）における有毒物質もしくは
　引火性物質の“endpoint”（後述する）の距離内に、“public　receptor”（後述する）が
　存在しないこと、および（3）緊急事態対応手続（emergency　response　procedure）につ
　き地方の緊急事態計画・対応機関との調整を行っていること、である。40C．ER§
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　68．10（b）．
　　また、プログラム3は、特定の標準産業分類（Standard　lndustrial　Code）に該当す
　る取扱工程に適用があり、またOSHAの取扱工程安全性管理基準（process　safety
　management（PSM）standard，29　CER§1910．119）の対象となる全ての取扱工程も対
　象とされている。ここでいう「特定の標準産業分類」としては、パルプ（pulp　mill＞、
　産業用無機化学製品（industrial　inorganics）、プラスチック・樹脂、窒素肥料、農業
　用化学品、石油精製など9分類が掲げられている。40C．F．R．§68．10（d）；　Novello，　supra
　note　45，　at　250（Citing　61　Fed．　Reg．　at　31，670）．
　　以上の2つのプログラムに該当しない取扱工程はプログラム2の適用対象となる。
　40CF．R§68．10（c）．
　　なお、ここで出てきた用語の定義であるが、まず“enviro㎜ental　receptor”とは、
　国立・州立公園、国や州により管理される森林・景勝地、野生生物保護地域（wildlife
　sanctuaries）、野生生物保護地区（wildlife　preserves）、鳥獣保護地区（wildlife
　refuges）、あるいは連邦自然保護区域（federal　wilderness　areas）等で、偶発的放出に
　より、“endpoint”以上の高濃度の有毒物質（toxic・concentration）、放射熱もしくは超
　過気圧に曝露されるおそれのあるものをいい、連邦内務省地質調査部により作成され
　た地図により特定されることがある。
　　また、“endpoint”については、本規則においてこの用語自体の明確な定義は存在
　しないが、おそらくは「これ以下では影響が生じていないものとみなされる基準」を
　意味するものであると推i測される。なお、有毒物質については個別に“endpoint”が
　定められ、引火性物質については分析対象となるシナリオにより変化するものとされ
　ているほか、爆発については1平方インチ当り1ポンド以上の超過気圧（1psi（＝
　pounds　per　square　inch））、放射熱については40秒間で1平方メートル当り5キロワッ
　トである、とされている。
　　さらに“public　receptor”とは、「施設外にある住宅、（学校、病院等の）施設、工
　業・商業・事務施設、公園またはレクリエーション地域であって、固定発生源によっ
　て設けられる制限なしに（without　restriction　by　the　stationary　source．具体的意味に
　ついては不明であるが、施設所有者によって所有される土地等を指すものと推測され
　る）居住もしくは使用されるものであり、これらの居住者もしくは使用者が、偶発的
　放出によって発生する高濃度の有毒物質、放射熱および超過気圧の曝露を受けるおそ
　れのあるもの」をいう。以上の定義につき、See　40　C．F．R§683．
90）つまり、例えば取扱工程ごとにRMPを策定する等といった意味ではない、というこ
　とである。5ε840CER．§§68．12（a），68．150（a）．
91）定義については、See　40　C．F．R．§68．3．「船舶（vessel）または取扱工程のラインの
　故障（1ine　failure）による、規制対象物質の最大量の放出であって、6822条（a）で定義
　される“endpoint”までの距離が最大となるようなもの」をいう。なお、規則案から
　最終規則への当該用語の定義の変遷について、See　Novello，　supra　note　45，　at・252．
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92）40CF．R．§68．20．
93）40C．RR．§68．25（a）．
94）Id．
95）40C．F．R．§68．28；Compare　40　C．FR．§68．12（b）（1）with　40　C．F．R．§68．12（c）（2）or
　（d）（2）．
96）40　C．F．R。§68．42。
97）40CER．§68。12（b）（4）；See　also　Novello，　supra　note　45，　at　252，
98）40・C．F．R．§§68．48－68．60．
99）4〕C．F．R．§§68．65－68．87．
100）　See　supra　note　76，　at　6－27　and　7－1・
101）40CER．§68．90（a）．
102）40CF．R．§68．12（b）（3）．
103）条文においては“emergency　responder”とのみ記されているが、これは当該説明
　の通りである旨示されている。See　61　Fed．　Reg．　31712．
104）40CER．§68．90（b）．
105）　See　supra　note　103．
106）See　ReitZe，　Jr．　et　al．，　supra　note　73，　at　l　13．
107）29CF．R．§1910ユ20．
108）See　Reitze，　Jr．　et　al．；　supra　note　73，　at　ll3．（citing　61　Fed．　Reg．　at　31，668）
109）40CER．§§68。95（b），（c）．
110）See　Novello，　supra　note　45，　at　246（citing　61　Fed．　Reg．　at　31，715）；　see　also　U．S．　EPA，
　CHEMIcAL　AccID酬T　PREvENTIoN　AND　THE　CLEAN　AIR　AcT　AMENDMENTs　oF　19905
　（1996）（550－F－96－004）．
111）See　supra　n・te　87．
112）See　U．S．　EPA，　supra　note　110，　at　5．
113）See・40　C．ER．§68．130，　Table　1．
114）40CER．§68ユ50（a）．
115）See　Novello，　supra　note　45，　at　248．
ll6）当該命令に関し、被命令者は、連邦地方裁判所に対して審査を求めることができ
　る（同条（d）（4））。
117）See　U．S．　EPA，　supra　note　76，　at　10－4．
118）Pub。　L．　No．　106－40，§§1－4，　113　Stat．207，214（1999）．
119）以下の記述は、本法の条文、ならびに以下の資料に基づく。U．S。　EPA＆US。　FBI，
　CHEMIcAL　SAFETY　INFORMATIoN，　SITE　SEcuRITY　AND　FuELs　REGuLAToRY　RELIEF　AcT：
　PuBLIc　MEETINGs　AND　OTHER　NoTIFIcATIoNs（October　1999）；U．S．　EPA，　CHEMIcAL
　SAFETY　INFoRMATIoN，　SITE　SEcuRITY　AND　FuELs　REGuLAToRY　RELIEF　AcT　FREQuENTLY
　AsKED　QuEsTIoNs（November　1999）。
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120）5U．S．C．§552．
2－3　ニュージャージー州
　ニュージャージー州では、連邦のEPCRAと同様、インドのボパールにおける
工場爆発事故を契機として121）、1986年1月に「有毒物質による災害の防止に関
する法律（TCPA）」が制定された122）。
　本法の目的は、有害物質の予期しない偶発的放出に起因する環境被害ならび
に人身被害を防止することであり123）、この目的を達成するため、本法は、対象
施設に対して①担当行政機関に登録すること、②リスク管理プログラムを策定
すること、および③当該施設およびその操業に関する一定の情報を行政機関へ
公開することを要求している。
　TCPAは、化学物質事故の効果的な防止という観点’24）から、対象となる企業
におけるリスク管理について取扱うものである。この種類の法律としてはアメ
リカ国内で最初のものであり、なおかつ国内で最も厳しい規定を置く法律であ
るといわれている。すなわち本法は、それまで連邦法では見られなかった、事
故防止に向けた計画の策定（accident　prevention　planning）について規定する法律
として注目されており、また企業に対しリスクアセスメントの実施を求める点125）、
州の担当行政機関に受容可能なリスクレベルを決定する権限を認める点で特徴
的であるとされている126）。さらに本法の実施による化学物質事故発生の削減効
果についても肯定的な評価がされている127）。
　以下、TCPAの概要について説明することとする128）。
2．3－1　規制対象施設の登録義務
　（1＞州内に存在し、特別有害物質リスト（extraordinarily　hazardous　substance
list）129）に掲載されている特別有害物質を発生させ、貯蔵し、もしくは取扱う施
設互3°）の所有者または操業者（以下本節において特に指示のない限り「所有者等」
とする）は、本法の施行日より120日以内に州の環境保護局（Department　of
Environmenta1　Protection）に対して登録を行わなければならない（4条（b）。なお、
以下本節で掲げる条文は特に言及しない限りTCPAのものである）’3’）。すなわち、
ある施設が、①特別有害物質を（各特別有害物質ごとに定められている）登録
量（registration　quantity）以上取扱等している場合、または②特別有害物質を1
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時間以内に登録量以上発生する能力が施設に備わっている場合には、環境保護
局に対する登録が義務づけられることになる132）。
　（2）当該登録に際し、対象施設の所有者等は少なくとも以下の5つの項目に
関する情報を環境保護局に提供することが本法において明記されている（4条
（b））。
（1）施設において発生され、貯蔵され、あるいは取扱われる特別有害物質の
　　種類および量について記載した目録（inventory）。当該物質が最終製品、中
　　間生産物、副産物、廃棄物のいずれかであるかについて当該目録において
　　特定されるものとする。
（2）当該物質の発生・取扱工程、および当該物質の管理において用いられる
　　主要な設備についての一般的な説明。
（3）施設が位置する地域の概要。住民の居住地域（population）や水道水源へ
　　の近接性についての情報も含む。
（4）発生・取扱工程、施設、操業におけるリスクとハザードの、特定、評価
　　（evaluated）および削減された程度に関する情報。評価担当者の専門的技術
　　と所属（affiliation）、評価担当者と当該施設の所有者等との直接的または間
　　接的な関係についての説明。
（5）当該施設の環境責任（environmenta1　liability）および労災補償に関する保
　　険契約（insurance　policies）および当該保険契約の範囲。あらゆる制限およ
　　び免責規定を含む。
　この登録一書式の提出一により、施設における特別有害物質の種類や数
量に関する情報、ならびに対象施設自体の概要に関する情報等が環境保護局へ
提示されることになる（特に（1）については、特別有害物質を対象としたPRTR
制度（EPCRAに基づくTRI）に類似するものと言えるだろう）133＞。（5）は一見特
異な内容であるが、対象となる施設において実際に事故一とそれによる被害
一が生じた場面を想定したとき、当該施設にどの程度の損害填補能力が備わ
っているかといった問題は極めて重要性を帯びてくることになることを考える
と、かかる情報を行政が把握しておくことについても首肯しうる。
2－3－2　施設によるリスクアセスメントおよび削減計画の策定義務
（1）（ア）上記に従って登録を行った施設の所有者等は、特別有害物質の偶発的
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放出の防止または削減のため、リスク管理プログラム（Risk　Management
Program）を策定し、環境保護局に提出することとなる134）。
　リスク管理プログラムは、危険性の非常に高い事故のリスクを最小化するた
めのものであって、その内容は以下の通りであり、少なくともこれらに関する
情報は含まれるものとされている（3条（i））135）。
（1）新規および既存の設備の設計（design）についての年次安全審査（annual
　　safety　review）
（2）標準的な操作手順（standard　operating　procedures）
（3）防止機能維持プログラム（preventive　maintenance　program）
（4）　（特別有害物質取扱者の）教育訓練プログラム
（5）特別有害物質に関連する事故の調査手順
（6）特別有害物質設備もしくは代替設備についてのリスクアセスメント（少
　　なくとも3年に1回実施されるものとされている）
（7）緊急事態対応計画
（8）当該施設のリスク管理プログラムの、本法への遵守状況に関する（内部
　　もしくは外部）年次監査
（イ）Potterは、本法に基づくリスク管理プログラムを、安全性向上のための3
段階のアプローチ（a　three－tiered　approach　to　promoting　safety）として捉え、上記
の8つの事項を以下の3つの段階に区分している136）。
　すなわち、まず第1段階では、登録施設の所有者等は当該施設のハザードを
徹底的に把握・理解することを要求しており（上記（1）（5）（6））、第2段階では当
該施設の操業の安全性を保証するために、一連の安全プログラム（safety
program）を実施することを義務づけている（同（2）（3）（4））。そして第3段階では
本法の遵守状況についての監視を求めている（同（8））。そしてこの3段階からな
るリスク管理プログラムの策定および（以下において説明する）環境保護局に
よるリスク管理プログラムの一連の処理が本法の中心的部分を構成していると
言える137）。
　（2）リスク管理プログラムが登録施設より提出されると、環境保護局はその
内容について審査し、それが容認される（acceptable）ものであるかどうかを判
断することになる（5条（a））。本法においては、何が“容認される”プログラム
か、すなわち容認、非容認の判定基準についての明確な定めはなく、基準の明
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確性および客観性といった点で若干問題を残している。これについては、おそ
らくは環境保護局の裁量に委ねられるのであろうと指摘するものがある138）。
（ア）環境保護局は、提出されたリスク管理プログラムが容認されないと判断し
た場合、当該プログラムの変更ないし追加を、当該プログラムに係る施設の所
有者等に対して勧告する（5条（a））。かかる勧告が行われるのは、リスク管理プ
ログラムにその効果を弱めるような本質的な欠陥ないしは脱漏があると環境保
護局が判断した場合である、と規定されているが（同項）、これについて明確な
客観的基準は置かれておらず、先の指摘に従えばここでの判断において裁量が
働くこととなる139）。
　この勧告から60日以内に140）、当該施設の所有者等は、同局によって示された
勧告を受け容れる修正案の提示、もしくは自身により策定された代替案の提示
を行うものとされている。欠陥ないし脱漏の訂正に必要な措置について登録施
設の所有者等ならびに環境保護局が同意した場合には、両当事者は同意協定
（consent　agreement）を締結することができる（5条（b））。
　（イ）もし両当事者が同意協定の締結に至らない場合には、環境保護局長
（commissioner）は問題となる欠陥を訂正する変更ないし追加を求める行政命令
を発することができるものとされている（5条（c））。当該行政命令を発するにあ
たり141）、環境保護局および同局長は、同局もしくは登録施設の所有者等が提示
する、リスク管理プログラムの変更・追加についての費用効率性、特別有害物
質による事故リスクの削減効果および技術的可能性に関する、入手可能な情報
を考慮するものとされている。この行政命令については行政聴聞手続に従うも
のとされ（よって告知ならびに聴聞の機会が保障される）142）、当該手続の遵守
は、それが司法審査の対象となっていることにより保障されている。
（ウ）登録施設のうち、当初よりリスク管理プログラムを持っていないものにつ
いては、同局が特別有害物質リスク削減作業計画（extraordinarily　hazardous
substance　risk　reduction　work　plan）を策定することとなる（6条）143・1“）。この作業
計画を策定するにあたり、同局は登録施設の所有者等と協議することと定めら
れている。当該作業計画は以下に関し報告する義務を定めている。
（1）①（当該施設において）発生され、貯蔵され、貯蔵される特別有害物質、
　　または②設備の破損、人為的ミス、設計上の欠陥もしくは手続上の欠陥、
　　または外部的影響（外部から力の作用）といった事態において偶然に発生
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　　しうる特別有害物質について、その全ての特性（identity）および数量。
（2）当該施設において特別有害物質の取扱および管理に用いられる、全ての
　　設備および機器の特質、使用年数および状態、ならびに試験および整備の
　　日程。
（3）外部的影響から保護するため、または施設内における放出を管理および
　抑制するために策定された措置または予防措置。
（4）特別有害物質の放出といった結果を生ぜしめる状況、およびそのような
　事態を未然に防止する目的で実施される活動、策定される手続および設置
　　される設備。
（5）同様または同等の効果を持つ、特別有害物質の放出によるリスクの削減
　　に関する代替的な工程、手続または設備。およびこれらを採用しない具体
　　的理由。
（6）特別有害物質の放出により生ずる危険性に関し、当該施設において実施
　　されている教育訓練活動および管理活動。
（7）その他の防止機能維持措置（preventive　maintenance　measure）、サイト内の
　　緊急事態への対応能力、特別有害物質の偶発的な放出の発生を防ぐために
　　策定されたその他の内部的機構、または環境保護局が関連するものとみな
　　した施設のその他の特徴もしくは構成要素。
　環境保護局は、規則によりまたは個別的事案ごとに、特別有害物質リスク削
減作業計画の範囲および項目等について定めることができる。ただしこの定め
により公共の利益が損なわれることがあってはならないとされている（同条）。
（エ）リスク削減作業計画の策定後、6条に従い、特別有害物質リスクアセスメ
ント（Extraordinarily　Hazardous　Substances　Accident　Risk　Assessment．以下
EHSARAとする）が同計画に沿って実施される145）。　EHSARAは、①対象施設の
所有者によって提示された3人の候補から同局により選択された独立のコンサ
ルタント146）、②環境保護局、または③同局と直接に契約を締結している独立の
コンサルタントによって実施される。上記②または③の場合、登録施設の所有
者は、リスクアセスメントの実施にかかった全費用に相当する料金を支払うも
のとされている（7条）。
（オ）環境保護局は、適切な場合に、EHSARAの審査結果を受けて、登録施設の
所有者等に対して特別有害物質リスク削減計画（extraordinarily　hazardous
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substance　risk　reduction　plan）を実施する旨の命令を発するものとされている（8
条（a））。当該命令においては、実施可能でありかつ実現可能な程度で削減される
べきリスクが特定され、同時に当該計画の実施期日が提示される147）。
　同局は、規則によって、リスクを決定する際に用いられるクライテリアまた
は数量基準を策定するものとされているが、これらの策定にあたっては、潜在
的に曝露を受ける可能性のある住民の居住地域の規模および結果の重大性が考
慮されることとなっている。
　環境保護局長は、特定されたリスクが本命令において提示された実施期日ま
でに削減されなかった場合に、当該リスク削減計画が完全に実施されるまで、
対象施設の操業を停止するよう命令を下す権限を有している（同項）。
　本法は、登録施設の所有者に対し、上記の環境保護局長の命令に異議を唱え
る機会を与えている。これには、（i）環境保護局長に対する審査請求、（ii）（i）に基
づく審査を不服とする場合の、行政法局（Office　of　Administrative　Law）に対す
る聴聞会の開催請求がある（8条（b））。（ii）に進んだ場合、同局長は行政法審判
官（administrative　law　judge）からの勧告を受けた上で、先に発した命令を維持
するか、または修正することとなる。ここでの同局長の決定は行政庁の終局的
行為とされ、これに対してさらに不服とする場合には、裁判所において争われ
ることになる。
2－3－3　情報の公開
　（1）TCPAの施行により、環境保護局は登録施設およびそれに付随するリスク
に関する情報を、いくつかの形を通じて入手することになる。すなわち、登録
書式の提出によって施設内に存在する特別有害物質の目録や施設・設備の概要
に関する情報が提供され、同様に同局に提出されるリスク管理プログラムには、
当該施設のハザードやリスクに関する情報、施設において実施される安全性に
関するプログラムの概要、および緊急事態への対応のあり方等が記されている。
これにより環境保護局は、当該施設における有害物質の偶発的放出のリスクを
相当程度把握することができる。
　（2）ただ、本法においては、対象施設におけるこれらのリスク管理に係る諸
情報について、これを一般公衆に公開する旨の規定は置かれてはいないことに
注意する必要があろう。すなわち、情報公開に関する規定としては10条がある
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が、ここでは、同条（a）に従って、環境保護局が保険業者（当該施設について保
険（環境責任保険または労災補償保険）契約を締結した保険業者）から得た、
当該施設の特別有害物質の管理に係るリスクについての情報を、環境保護局職
員もしくは同局の代理人（representative）に対してのみ公開することができると
だけ規定されているのであって（同条（c））、さらに一般公衆までを公開の対象と
する規定は置かれていないのである。
　なおこの点については、一般公衆は同局により収集された全ての情報（保護
すべき情報を除く）を利用できるものと説明するものがある148＞。そして保護す
べき情報とは、秘密情報、開示拒否可能な（privileged）営業上の秘密、もしく
は警備上の情報（security　information）であるとしている149）。
　これらの公開を求められた施設の所有者は、環境保護局長に審査を請求する
ことができ、当該審査結果を不服とする場合には行政法局に聴聞会の開催を求
めることができる（11条（b））。
2－3－4　その他の規定
　以上、TCPAの骨格をなす諸規定につき概観したが、その他にも本法の実施を
効果的に進めていくにあたって必要となるいくつかの規定が置かれている。以
下これらについてごく簡単に触れておくことにする。
（1）本法の遵守状況を確認するための立入権限が環境保護局に認められてい
　　る（9条（a））。
（2）環境保護局は、記録管理制度を策定ないし実施し、これに基づいて、同
　　局に登録した施設の所有者等に対しリスクアセスメントやリスクの削減に
　　ついての報告を求めるものとされる（9条（b））。
（3）本条4条から8条までの規定に違反した者は、（1）環境保護局に、差止命令
　　による救済（injunctive　relief）を含む違反の禁止および防止を目的とする救
　　済を求める民事訴訟を提起され、（2）民事行政罰（civil　administrative　penalty）
　　として罰金を科されることとなる（12条（a）および（b））15°）。
（4）環境保護局は、個々の施設の審査にかかる費用に応じて、登録済みの施
　　設の所有者から手数料を徴収することができる（13条）。
（5）　州内の地方自治体は、本法と一致しない、あるいはより制限的な
　　（restrictive）条例を設ける場合には、採択前に環境保護局による承認を受け
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なければならない（14条）。
121）ニュージャージー州では、特に1984年後半から1985年前半にかけて、州北部のア
　ーサーキル（Arthur　Kil1）地区における事故をはじめとして化学物質事故が多発した。
　これらの事故によって（ボパールでの事故以前から）化学物質事故による健康影響は
　市民の大きな関心事となっていた。Potter，　supra　note　38，　at　779．その他同法の制定過程
　の概要について、5ee　id．　at　778－782．
122）NJ．　STAT。　ANN．§13；IK－19　et　seq．同法について紹介するものとして、　See　Wright，
　supra　note　33．この法律は法案が議会に提出されてから約10ヶ月間というスピードで成
　立したという。ld．・at・1436．
123）See　NEw　JERsEY　ENvlRoNMENTAL　LAw　HANDBooK　107（M．　L．　Rodburg　et　al．　eds．　2d．
　ed．1990）［hereinafter　N．J－Handbook】．
124）本法2条の「議会の議決と宣言（Legislative　findings　and　declaration）」によれば、
　総合的な地域住民の保護プログラムにおいては、発生した放出を最小化させる等とい
　った事故への対応能力の強化、および効率的な住民避難計画が必須の要素であるが、
　「最も効果的なのは、放出発生により生じるうる状況を予測し、必要とされる予防的行
　動（precautionary　and　preemptive　actions）をとることによってこれらの事故を防止
　することである」としている。
125）EPCRAには詳細なリスクアセスメントの実施義務に関する規定は含まれていない。
　この点についてWrightは、「しかしながら、　EPCRAは化学物質の管理に関する情報を
　公衆へ公開することによって、同様の結果を達成しようとしている」と説明している。
　Wright，　supra　note　33，　at　1436．ただし、　EPCRAが本当に企業自身によって実施される
　リスクアセスメントと同様の結果を達成することを意図したものであるのか、あるい
　は現行のEPCRAの規定の実施により、企業、地域住民あるいは行政庁に対して、実際
　にリスクアセスメントを実施したのと同様の何らかの影響を与えるものであるのかに
　ついてはなお検討が必要であると思われる。
126）Id．　at　1436；　see　also　Mank，　supra　note　35，　at　770．
127）EPAの報告によれば、ニュージャージー州では化学物質の偶発的放出が27％削減
　されたという。Potter，　supra　note　38，　at　791（citing　58　Fed．　Reg．　at　54，211）．しかしながら、
　産業界の一部は、いわゆる「ボパール型」の事故を防止するのに本法のプログラムが
　機能するのかについて懐疑的であって、よって本法によりよって義務を課せられるこ
　とに否定的であったとのことである。Id．
128）本法の内容は、New　Jersey　Administrative　Codeにおいて細部にわたり規定されて
　いる。よってその該当条項を検討対象に含めることは必須である。だが、本稿執筆時
　点では同法典を入手できなかったため、本稿における検討は、TCPAの条文を中心に
　進めざるを得なかった。ただ、本法は先に述べた通り、その先進的内容からアメリカ
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　国内においても注目されるものであって、わが国における偶発的放出の防止に係る法
　制度のあり方について議論する上でも参考するに値すると考えられる。
　Administrative　Codeを対象に含めた検討については今後の課題としたい。なお、　N．J．
　Handbook，　supra　note　l22では同法典に拠りつつ本法の紹介が行われているが、同書が
　公表されたのが1990年とやや古いことから、同書における同法典を引用した上での記
　述を、ここでさらに引用することは最小限に止めたことを付言しておく。これは1993
　年に公表されたPotter．5upra　note　38についても同様である。
129）2条（a）によって、ボパールの事故において問題となったイソシアン酸メチルをはじ
　めとする11物質が「初期特別有害物質リスト（initial　extraordinarily　hazardous
　substance　list）」に（登録量と共に）掲載された。なお、正式なリストは同条（c）によ
　り、本法の施行日以降18ヶ月以内に、保健局（Department　of　Health）と協議し公聴
　会を開催した上で、規則の形で策定されることとされている。Potter，　supra　note　38，　at
　790，n．199．環境保護局は特別有害物質リストを改正する権限を有しているが、同リス
　トの改正は行政手続法の規定に沿って行われ、リストへの新規物質の追加の際には化
　学企業が意見を述べる機会が与えられると説明するものがある。See　Wright，　supra
　note　33，　at　1437。
130）「施設」については、3条（h）において、「建造物、設備、および近接地域」をいうも
　のとされており、調査開発のために使用される研究施設は対象外とされている。
131）本法の施行日より60日以内に、当該施設登録に関して用いられる登録書式（regis－
tration　form）が環境保護局によって作成され公表されるものとされている（4条（b））。
　同条（c）に基づくリストの改正により、新たに本法の対象となった施設一でなおかつ
　それまでに同局に登録していないもの一は、新規のリストが同局に採用されてから
　90日以内に登録書式を提出しなければならない（同条（d））。
　なお、本法に基づく施設の登録状況（本法制定時から1993年中間時点まで）について
　は、See　Potter，　supra　note　38，　at　790．
132）　Potter，　supra　note　38，　at　790．
133）See　Wright，　supra　note　33，　at　1437．
134）N．1．　Handbook，　supra　note　122，　at　109．ここでは「TCPAおよびその規則に基づいて」
　リスク管理プログラムの策定が義務づけられる、としている。ただしTCPAの条文で
　は、「第4条に従って登録書式を提出した施設の所有者または操業者が、リスク管理プ
　ログラムを策定した場合には」、環境保護局はそれを受領し審査するものとする、と規
　定されており、特に施設の所有者等にリスク管理プログラムの策定を義務づけていな
　いようにも解釈できる（5条（a））。
135）　See　N．J．　Handbook，　supra　note　122，　at　109－110．
136）Potte「，　suP「a　note　38，　at　782－785．ここで同氏は、“emergency　response　planning・
　（本文（7））について「防止それ自体の構成要素ではない」ことから対象の除外として
　いる。Id．　at　782，　n．154．
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137）See　id．
138）See　Wright，　supra　note　33，　at　1438．　Wrightは、リスク管理プログラムの容認ならび
　に、（後に説明する）事故リスクアセスメント（accident　risk　assessments）およびリ
　スク削減作業計画（risk　reduction　work　plan）の妥当性に関するクライテリアの策定
　について、環境保護局が行政手続法（NJ．　STAT．　ANN．§52：14B－1　et　seq．）の規則制定手
　続に従うべきとする法的義務は同法では課されていない、と説明している。Id．　at
　l441．
139）多少異なるが、この点についてWrightは、当該施設の「既存のリスクが容認され
　ないとされたレベルにある場合」（強調は引用者による）には施設の所有者等が勧告を
　受け容れるか代替案を提示する、と説明している。Wright，　supra　note　33，　at・1438．これ
　は、環境保護局によって一定のリスクレベルの境が定められ、これと比較した場合の
　（当該施設に存する）リスクの大小によってリスク管理プログラムの容認・非容認が決
　定される、と言い換えて差し支えないであろう。しかし条文ないし他の文献にはその
　ような説明は見当たらなかった。そのため同氏の説明が事実であるのか、つまり（1）先
　に述べたNew　Jersey　Administrative　Codeにおいてそのような定め方がされているの
　か、もしくは（2）環境保護局の裁量判断において施設のリスクレベルが勘案されている
　のか、については、現時点では不明である（さらにはここでいう「リスクレベル」は
　対象施設ごとに設定されるものなのか、それとも何らかの一例えば施設規模、施設
　が属する業種等に沿った一カテゴリーが置かれておりそれ毎に設定されるものなの
　か、という問題もある）。
140）条文では“no　later　than　60　days　after　the　recommendation”とあり、これは勧告が
　施設の所有者等に受領された時点ではなく、勧告が環境保護局により発せられた時点
　であるとも考えられるが、この点につき勧告が施設（の所有者等）により受領された
　時点であると説明するものがある。N．J．　Handbook，　supra　note　122，110．
141）See　Mank，　supra　note　35，　at・nl．なお条文には、環境保護局および同局長が考慮す
　るのは「あらゆる決定をなす際」とのみ記されている。
142）この行政聴聞手続は、実施可能であり実現可能である（practicable　and　feasible）
　限り最大限に優先されるものとされている。
143）条文では、「施設所有者および環境保護局によって同意された」リスク管理プログ
　ラム、または「同意協定または行政命令の対象となる」リスク管理プログラムがない
　場合、と規定されているが、環境保護局はこれを、（1）リスク管理プログラム自体がそ
　もそも存在しない場合、（2）リスク管理プログラムは存在するが、同局により承認がさ
　れなかった場合、をいうものと解釈している。See　Potter，　supra　note　38，　at　789．
144）環境保護局は、当該作業計画（およびそれに続く一連のプロセス）の目標は、（実
　質的に）リスク管理プログラムーと同様の効果を持つプログラムーを策定するこ
　とであるとしているという。See　ld，　at　787　n．190．
145）先述した通り、特別有害物質リスク削減作業計画は、当初よりリスク管理プログ
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　ラムを持っていない登録施設につき策定されるものであって、これは同計画に基づい
　て実施されるEHSARAについても同様である。
146）当初対象施設の所有者が提示した3人の候補者が不適切であると環境保護局が判断
　した場合には、再度当該所有者に対し候補者の再提示を要求することができる（7条〉。
147）特別有害物質リスク削減計画のこれ以上の内容については確認し得なかった。
148）See　N．J．　Handbook，　supra　note　ln，　at　112．当該説明の根拠は明らかではないが、州の
　情報公開法に基づき、環境保護局に情報を開示するよう求め得ることを示しているも
　のと推測される（なお、ニュージャージー州において情報公開制度は既に法制化され
　ている（NJ．　STAT．　ANN．§47：1A－1　et　seq．）
149）　5ee　N．J．　Handbook，　su戸ra　note　122，　at　112．
150）12条（b）において、罰金額は、（ア）初回の違反については1万ドルを超えない額、（イ）
　2回目の違反については2万ドルを超えない額、（ウ）3回目以降の違反については5万ド
　ルまでの額、とされている。また継続的違反については1日が1個の違反として数え
　られる。
2・4　デラウェア州
　（1）ニュージャージー州、カリフォルニア州に次いで、アメリカ国内で3番
目にリスク管理プログラムに関する法律を制定したのがデラウェア州である。
1988年、デラウェア州議会は「特別有害物質のリスクの管理に関する法律
（Extremely　Hazardous　Substances　Risk　Management　Act）」（以下本節において「デ
ラウェア州法」ないし「州法」と表記する）切を成立させ、州内に存在し、担
当行政機関が指定した化学物質を一定量以上保有する施設152）に対して、リスク
管理プログラムの策定および実施を義務づけた。そしてこれにより、有害性や
引火性、爆発性といったハザードを持つ化学物質が偶発的に放出した場合のリ
スクの管理を推進させ、もってこのような化学物質を有する施設に近隣…して居
住ないし勤務する州市民の生命および健康を保護する（7703条（a））ものとした
のである153）。
　本法は、1990年に連邦議会において制定されたリスク管理プログラム（前記
2－2－4参照）のモデルとなった法律であると言われており、有害物質のほか、引
火性物質、そして（連邦法において後に規制対象から除外された）爆発性物質
についても規制の対象としている。後二者を規制の対象に含めたのはアメリカ
国内でもデラウェア州が最初である。
　（2）1998年、デラウェア州法は、CAA　I　l　2条（r）に基づくEPAの規制権限等につ
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き、州の自然資源・環境管理局（Department　of　Natural　Resources　and　Envi－
ronmenta1　Contro1．以下単に「環境管理局」という）が同法112条（1）（1）にしたがっ
て委任を受けることIM）を目的とした改正を受けた。またこれを受けて、同法制
定時に環境管理局によって定められた特別有害物質の管理に関する規則も改正
され、新たに「偶発的放出の防止に関する規則（Accidental　Release　Prevention
Regulation）」（以下単に「州規則」と表記する）が制定された155）一州法7702
条（e）においても、1990年CAA改正は「偶発的放出に関する義務を定めた規則に
関する連邦EPAの権限を州の実施機関に委任することを認めている」、と明記し
ている。また州規則5条は連邦規則を引用する形で規定されている一。
　（3）現行の州法、州規則の規定は、このような背景に基づいて置かれたもの
であるが、これらを連邦法との関係においてみると、以下の3つに区分するこ
とができる。すなわち、①CAA　l　l2条（r）（およびこれに基づく40　C．F．R．　part　68
（以下本節において「連邦規則」と称する）を含む。以下同じ）とほぼ同様、あ
るいは相当に類似している部分、②CAA　112条（r）の上乗せ・横出し的な規定を設
けている部分、および③CAAll2条（r）にはない、デラウェア州独自の規定を置い
ている部分、である。
　本節はこのような観点から、デラウェア州においてどのような規定が置かれ
ているのか、その内容について紹介し、若干の解説を加えることを目的として
進めていくこととする。
2－4－1　CAA　112条（r）と類似、ないしは上乗せ・横出し的規定を置く部分
　（1）（ア）先に紹介したCAAI12条（r）（以下本節において特に指示のない限り単
にCAAと表記する〉では、その主要な点として①その量に関係なく規制対象物
質を保有する者全てに対して課せられる一般的義務、②化学物質安全・危険性
調査委員会（CSHIB）の設置、および③リスク管理プログラム、があった。そ
して同項に基づく規制の前提になる事項として④規制対象物質の選定について
触れた（以上につき2－2を参照）。このうち②についてはリスク管理（ここでは
事故の調査、所轄官庁への勧告等）の実施にあたる組織について述べたもので
あり、規制のプログラムの内容それ自体とは一大きな影響をもつものの一一直
接的には関係を有しないことから、検討の対象から除くどととする（なお、筆
者の調べたところによると、デラウェア州ではこれと同様の機関は置かれてい
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ないようである）。
（イ）①の一般的義務については、7704条（a）でCAAのそれとほぼ同様の規定が
置かれており、ハザードの特定、安全性の維持、放出による影響の最小化につ
いて記されている。ただ当該義務の対象となる者に関して同項では、「特別有害
物質の管理、または当該物質に関連する（associated）作業を行う者」と定めて
おり、「固定発生源の所有者および操業者」とするCAAよりもやや広く解釈する
こともできよう。よって一仮にそのようである場合には一当該義務違反の
効果が固定発生源の所有者等以外にも及ぶ可能性がある。
（ウ）（順序は異なるが）次に④の規制対象物質についてみる。デラウェア州法
ではこれを「特別有害物質（Extremely　Hazardous　Substance）」（以下「EHS」と
する）としているが、定義規定である7705条（6）では、これを「気体、液体、固
体、蒸気、粉末および煙霧質、ならびにこれらの混合状態にある物質で7707条
に従って列挙されているもの」としている。
　連邦法との関係で規制対象物質についてみるときには、（i）対象となる物質の
種類、および（ii）物質毎に定められる一定の数量的な基準、に着目することが必
要となると思われる。以下これらにつき簡単に検討する。
　まず（1）について、本法においては、CAAでも対象とされている有害物質、引
火性物質のほか、爆発性物質についても規制対象としていることは先にも述べ
た。実際には、これら3つの特性毎に3つのリスト（デラウェア州法における規
制対象物質のリスト）が定められており、CAAでは規制から除かれている95物
質156＞を含む計155物質157）が列挙されている。
　ここで特徴的なのは、州による物質の分類が、CAAにおける物質の区分にと
らわれていないという点、すなわち例えばEPAによれば有害物質とされている
ものが引火性物質もしくは爆発性物質とされていたり158）、同じく引火性物質に
区分されている化学物質が、それが併せ持つ有害性ないしは爆発性に注目され
て各々の区分にカテゴライズされていることである159）。よって、後に説明する
リスク管理プログラムにおいては、ある取扱工程（定義は連邦法におけるそれ
と同じである。州規則4条、本稿2－2－4－1（3）および註87参照）における規制対
象物質の取扱量により一それが連邦で定められた基準量よりも上か下かによ
り一、当該取扱工程が引火性物質のプログラムの対象となったり、あるいは
爆発性物質のプログラムが適用されたりする場合が生ずることになる。
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　（ii）の物質毎の基準量について、デラウェア州は、　CAAにおいて定められてい
る基準量とは別に独自の値を定めている。
　すなわち、まず州規則6．10条（a）では、連邦法ならびに連邦規則の規制対象基
準を充たす取扱工程については、州独自の規制は適用されないとしている。そ
の上で、「潜在的放出量（potential　release　quantity）が十分量（sufficient　quantity）
以上の規制対象物質を取扱う取扱工程」につき、州独自のリスク管理プログラ
ムの実施を求めているのである。ここで「十分量」とは「災害的事態を生ぜし
めるに十分な規制対象物質の量」（州規則4条）であって、各物質毎に、特性別
の規制対象物質リスト’6°）に記載されている。そして④十分量以上の規制対象物
質が現存するような取扱工程の所有者等は、規則650条（b）（8）に従い「潜在的放
出量」を算出し、⑤これが十分量以上となる場合には、州規則に基づく規制対
象となることとされている（有害物質については規則6．20条（c）（d）、引火性物質
については規則6．30条（e）（f）、爆発性物質については規則6．40条（b）（c））。
（エ）③のリスク管理プログラムにつき、デラウェア州法では「リスクの削減を
意図した全ての活動をいい、例えば技術、職員、施設につき検討すること」（州
法7705条（14））と定義している。規制対象物質に関する説明の部分でもやや触
れたが、デラウェア州では、連邦のものとは別に、独自のリスク管理プログラ
ムに関する制度を置いている。つまり、7709条は、環境管理局がリスク管理プ
ログラムに関する規則を制定するものとし（同条（a））（これが「偶発的放出の防
止に関する規則」（州規則）であると考えられる161））、基準量以上一実際には
先述した通り、取扱工程につき算出された潜在的放出量が十分量以上であるこ
とをいうものと考えられる一の規制対象物質を実際に保有している全ての者
に対しリスク管理プログラムの実施を義務づけている（同条（b））。
　デラウェア州独自の基準に適合する取扱施設をもつ固定発生源では、以下の
事項を実施しなければならない（州規則6．10条（b））。
（1）州規則5条（＝連邦規則と同じ内容が定められている）における、適切な
　　レベルのリスク管理プログラム。
（2）デラウェア州が定める“最悪の条件”下における、ハザードアセスメン
　　ト（650条）。
（3）環境管理局へのリスク管理計画（RMP）の提出（6．60条）。
（4）州規則5条における緊急事態対応プログラム。
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（5）州規則5．200条の記録保管。
（6）州規則5．15条の管理（management）162＞。
　CAAおよび連邦規則の規定と比較した場合、（1）（4）（5）（6）については（州規則5
条は連邦規則をそのまま引用していることから）連邦規則と同内容のものであ
ることがわかる（EPAの理解では、連邦規則（つまり州規則5条）で定められる
内容の全てをもってリスク管理プログラムとされており、そこには上記（4）（5）（6）
も含まれるものと考えられるが、これらが特に別に規定されている理由は明ら
かではない）。（2）のハザードアセスメントについても、一一ヨ列えばサイト外の影
響の分析（OCA）において用いられるパラメータが1項目追加されている等と
いった一技術的事項での差異はあるものの、管理プログラムの枠組み自体に
大きな差は見られない。
　（3）については、同州における提出先機関が指定されている（州法7708条（b）に
よる。実際には「偶発的放出防止プログラム（Accidental　Release　Prevention
Program）」（機関名）が指定されている）ほかは、　RMPに含まれるべき項目（州
規則6．60条（b）ないしG）。連邦規則68．155条ないし68．190条参照）、RMPの登録
（州規則6．60条（c）。連邦規則68．160条参照）、秘密情報の保護（州法7710条（b）お
よび州規則14条（a）。連邦規則68．150条ないし68．152条参照。これについては連邦
においてより詳細に規定されている）等、連邦規則とほぼ同様の規定が置かれ
ている。
（オ）この他、提出されたRMPの実施機関による監査（州規則8条。連邦規則
68．220条参照）、違反に対する罰則（10，000ドル以下の行政罰が課せられる。連
邦法にっいては113条（d）を参照）、行政庁による操業停止命令（「現実かつ急迫
なハザードのある操業」の停止を命令することができる（州法7714条（b）（1））。
連邦法についてはll2条（r）（9）に同内容と思われる規定があるが、州法のように
明確な規定は置かれていない）に関しても、連邦規則にほぼ準ずる形の規定が
置かれていることが分かる。
　RMPの一般公衆への公開（連邦法112条（r）（7）（B）（iii）および114条（c）を参照）に
関しては、デラウェア州法においては直接に規定されていないが163）、州規則に
おいて、環境保護局に提出されたRMPについては、秘密情報に該当する部分を
除きデラウェア州の情報公開法（Freedorn　of　lnformation　Act）1ωの対象となるこ
とが規定されている（州規則14条（a））。
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2－4・・2　州独自の規定を置く部分
　CAAと比較した場合の、デラウェア州独自の規定と考えられるものとしては、
①検査（inspection＞、②手数料に関するものがある。以下これらについてその概
要をみることにする。
　（1）（ア）まず①検査についてであるが、これは連邦レベルでも定めがないわけ
ではない。つまり、連邦規則でも、監査に関する規定（68．220条）において、
「実施機関は、（RMPの一引用者註）文書につき確証を得る目的で（supporting
documentation）、固定発生源にアクセスする権利を有するものとする」と定めら
れているのである。ただ、法律および規則ではこれ以上規定されておらず、
EPAが公表するガイダンスにおいて、検査とは、実施機関がサイトを視察し
（site　visits）、　RMPのデータの正確性やリスク管理プログラムの実施に関するチ
ェックを、文書の点検によって行うことである、と説明されている［65）。
　これに対してデラウェア州では、州法7710条、および州規則7条で、同州で
実施される検査につき明示的に規定している。
（イ）検査の実施主体は州（正確には州職員および州の代表者で、専門の教育訓
練ならびに試験を受けた者とされている（州法7710条（d））。実際には環境管理
局職員が実施する場合が多いと考えられる）である。
　検査の目的としては、（i）リスク管理プログラムの法規適合性の確認、（ii）実際
の事業活動のリスク管理プログラムへの適合性の確認、さらには（iii）実際の事業
活動の法規適合性の確認、といったものが考えられる（ただし、（i）および（ii）が
確認されれば（iii）についてさらに確認する必要性は低まるであろう）。これにつ
いて州法ならびに州規則では明示されていないが、以下において説明する検査
の内容を鑑みるに、デラウェア州における検査は主に（i）の目的を持つ制度であ
ると解される。
　州には施設への立入権が認められており、これに基づいて対象施設が州法な
いし州規則を遵守しているかどうかを実際に確認することができる（州法同条
（f）、州規則7条（c））。実際の検査では、（1）リスク管理プログラムの文書の審査
（この点CAAに基づく検査と同内容である）、（2）規制対象物質に関連する設備
（equipment）のサイト内での検査（physical　onsite　inspection）、（3）規制対象物質
に関連した作業を行う従業員に対する面接が、最低限行われることとされてい
る（州法7710条（a）、州規則7条（a））166）。
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　なお、検査結果は、秘密情報に該当するものを除いて、州の情輯公開法の対
象となる（州法同条（b））。
　（ウ）検査実施後、同局は検査報告を作成し固定発生源に送付する（州法7710条
（g）、州規則7条（d））167）。そこでは、検査した施設がリスク管理プログラムの要
求事項を遵守していたか否かに関する所見（findings）が述べられる。ここで不
遵守ありとされた場合一リスク管理プログラムにおいて欠陥ないし脱漏があ
った場合一には、不遵守通知書（written　notice　of　noncompliance）が同局から
交付され、さらにプログラムの改善が勧告される。固定発生源の所有者等は当
該勧告を受領してから60日以内に、リスク管理プログラムを改善したことを通
知するか、修復計画（remediation　plan）を提出し後に環境管理局の承認を得な
ければならない（州法同条（h）、州規則同項）。
（エ）これらのリスク管理プログラムの是正について所有者等と同局との間で合
意が得られた場合は、両者の間で合意文書が作成される（州法7710条（i）、州規
則7条（e）（1））。これに対し合意が得られない場合には、環境管理局によるプログ
ラムの是正に向けた強制的措置が採られることになる。すなわち同局は、同局
が示した所見に関し行政聴聞（administrative　hearing）を実施した上で、是正を
命ずる旨の行政命令を発する（州法同条①、州規則同項（2））のである。
　さらに、実際に機能するリスク管理プログラムが存在せず、かつ固定発生源
の周囲において人の生命および健康に対する現実かつ急迫の危険がある場合に
は、同局は直ちに衡平法裁判所（Chancery　Court）に対し差止命令による救済を
求めることができるものとされている（州法同条（k）、州規則同項（3））。
　（2）（ア）もう1つのデラゥェア州独自の制度且68）が、②年間手数料（annual　fee）
の徴収制度である。これは環境管理局がEHSを保有する者一実際には取扱工
程の所有者等一に対して賦課し徴収するものであり、保有される特別有害物
質の種類および数量に従って金額が決定される。算定単位となるのは各物質毎
の基準量であり（州法7705条（18））、例えばAという特別有害物質（基準量1，000
ポンド）を3，000ポンド有していた場合には3単位分の手数料が課せられること
になる。金額は、最初の1単位については500ドル、それ以降300単位までは1単
位につき25ドルが追加される（州法7713条（a）。よって前記の例では合計で550ド
ルの手数料が課せられることになる）。
（イ）これとは別に環境管理局が手数料を徴収できる場合が州法7713条（b）にお
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いて定められている。これは、同局が、RMPの審査またはリスク管理プログラ
ムの実施状況の検査を実施したときに、施設の所有者等の落ち度により一
「RMPまたはリスク管理プログラムに係る記録が不適切あるいは不完全」なこと
により一追加的な審査ないし検査が必要となった場合、この追加の部分にか
かった実際の費用を手数料として徴収することができる、という制度である。
　なお、ここで徴収された手数料は、環境管理局に充当される（7713条（c））。
2－4。3　その他の規定
　これまで説明した以外の、デラウェア州法の主な規定について簡単に触れて
おく。
（1）規制対象となる施設の責任者（responsible　person）は、当該施設において
　　リスク管理プログラムが実施されている場合において、本法の目的を達成
　　するにあたり費用効果的な方法を選択することができる（7703条（c））。
（2）小売販売専用のEHSの個別容器（individual　containers　of　EHS）は本法の対
　　象とならない（同条同項）。ただしこれがどのようなものを指すのかについ
　　ては明らかではない。
（3）環境管理局は、保健・社会事業局公衆衛生部（Division　of　Public　Health　of
　　the　Department　of　Health　and　Social　Services）、公衆安全局（Department　of
　　Public　Safety）、および経済開発局（Delaware　Economic　Development　Office）
　　の支援を受け、一般公衆、地方公共団体職員（local　public　officials）および
　　企業に対し、以下に関する情報を提供する情報プログラム（information
　　program）を作成し実施するものとする（7712条（a））。
　　①州法および州規則に基づく義務の内容。
　　②特別有害物質の偶発的放出による健康へのリスク。
　　③かかる物質の偶発的（災害的）放出のおそれを最小化させるための手段。
　　④州内における企業の現行のリスク管理プログラム、緊急事態への対応に
　　　関する計画。
（4）いかなる者も、環境管理局長の行為により実質的な不利益を被った場合
　　には、（デラウェア州法典第7編6008条に従い）環境上訴委員会（Envi－
　　ronmenta1　Appeal　Board）に上訴することができる（7716条（a））。環境上訴委
　　員会の決定を不服とする者は、（デラウェア州法典第7編6008条に従い）上
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　位裁判所（Superior　Court）に上訴することができる（同条（b））。
（5）本法と一致しない、全ての法律もしくは規則は、かかる不一致が生ずる
　範囲において無効とされる（7717条）。
151）DEL．　CoDE　ANN．　tit．　7，§TOI　et　seq．
152）本法において「施設」とは、「EHSの現存する、所有権の境界線（property　line）
　に　よって範囲を定められた区域、またはこのような区域のうち、隣接する区域との
　距離が100メートル以内であって、それらが共通の管理支配（common　management
　control）下にある場合には、これら区域の全体（sum）をいう」と定義されている
　（7705条（7））’。
153）条文に則して本法の趣旨と目的を説明すれば以下の通りとなる。つまり、特別有
　害物質の不意の放出（sudden　releases）、放出が生じた施設の外における圧力波
　（pressure　waves）や熱への曝露、さらに偶発的放出への短期間の曝露による健康への
　悪影響（catastrophic　health　consequences）の防止を目的として（7703条（b）〉、特別有
　害物質を保有する施設の責任者に対し、災害的事態の発生のおそれを最小化させるに
　あたり必要となる、あらゆる実現可能な措置を講ずることを求めるものである（同条
　同項）。
154）EPAによれば、ジョージア州がすでに権限の委任の承認を受けており、デラウェ
　ア州やニュージャージー州、カリフォルニア州をはじめ計13州が委任を求めていると
　いう。U．S．　EPA，　supra　note　76，　at・10。2．なお、　EPAにより権限の委任が認められた場合、
　当該州が多くの場面においてプログラムの実施および執行（enforcement）において
　主導権をもつことができるなどといったメリットがある（ただこの場合でも、EPAは
　当該州において連邦規則を執行する権能を依然として有している）。Id．　at　10－1．
155）従来の「特別有害物質の管理に関する規則（Regulation　for　the　Management　of
　Extremely　Hazardous　Substances）」は1989年9月25日に施行されたが、改正された州
　規則が施行される1999年6月22日に失効した。See・DEL．　CoDE　ANN，　tit．7，§7702（f）．
156）内訳は、有害物質43物質、引火性物質4物質、爆発性物質48物質である。See
　AccIDENTAL　RELEAsE　PREvENTION　REGuLATIoN§§6．20　Table　4（for　toxic　substances），
　6．30Table　5（for　flammable　substances）and　6．40　Table　6（for　explosive　substances）
　【hereinafter　DEL　REGuLATIoN】，
157）内訳は、有害物質83物質、引火性物質21物質、爆発性物質51物質である。See・ld，
158）州法にいう引火性物質、爆発性物質の中に、それぞれ1種類の（CAAでいう）有害
　物質が含まれている。See・DEL．・REGuLATIoN§§6．30　Table　5　and　6．40　Table　6．
159）このような引火性物質は、有害物質の中に3物質、爆発性物質の中に2物質存在す
　る。Sεe　DEL．　REGuLATIoN§§6．20　Table　4　and　6。40　Table　6．
160）　See　supra　note　156．
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161）州規則6条以下では同州の施設を対象とする規定が定められている。
162）ここ（なお、連邦規則の40CER．§68．15を参照）では、プログラム2および3の
　対象となる取扱工程を有する固定発生源の所有者等に対し、リスク管理プログラムの
　実施を監督する管理システムを設け、監督につき責任を持つ職員を置くこと等が求め
　られている。
163）なお、同法の下では、EHSの偶発的放出による健康リスクや、そのような放出のお
　それを最小化するために採り得る手段に関する情報を広く一般に知らしめるための
　「情報プログラム」が環境保護局によって作成されることとなっているが（州法7712条
（a））、この中で、「企業（industrial　companies　and　business　establishnents）の現行の
　リスク管理プログラム」に関する情報が含まれるとされていることに注意が必要であ
　る（同条（b）。なお「情報プログラム」についてはこれ以上の内容は確認できなかっ
　た）。
164）DEL．　CoDE　ANN．　tit．　29，§10001　et　seq．
165）See　U．S．　EPA，　supra　note　154，　at　10－3．
166）なお検査の実施順序は、施設に保有される特別有害物質のリスクの高低により決
　定され、リスクの高い特別有害物質を有する施設から先に検査が実施される（州法
　7710条（c））。検査実施の回数（頻度）は、過去における法規の遵守状況、最近の（特
　別有害物質に関連する）事故の発生状況を考慮した上で、環境管理局が決定すること
　ができる（同条同項）。
167）検査完了から45日以内に送付されるものとされている。DEL．　REGuLATION§7（d）．
168）なお、ニュージャージー州法13条においても、施設の審査に係る費用として施設
　所有者から手数料を徴収することができる旨が定められている。
2－5　小括
　（1）以上、偶発的放出の防止に係る、アメリカの連邦法ないし州法における
法律の概要をみてきた。これらの制度に共通する特徴として以下の点を挙げて
おきたい。
　（2）まず、最も重要と思われるのが、①法規制の対象となる施設（企業）に
対し、その施設における偶発的放出に係るリスクを認識させるための施策を講
じていること、である。
　例えば、CAA　112条（r）（以下本節において単にCAAとする）では、一般的義
務の内容として「適切なハザードアセスメント技術を用いることで、特別有害
物質の偶発的放出のハザードを特定する」とされているほか、リスク管理プロ
グラムの策定が義務づけられる施設では、一リスク管理プログラムの一環と
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して一ハザードアセスメントが実施されるものとされており、これによって
施設における偶発的放出のリスクを評価する上でのハザード情報が、施設の所
有者等によって認識されることとなる。これはCAAの規制対象を拡大強化する
趣旨であるデラウェア州法においてもほぼ同様である（一般的義務およびリス
ク管理プログラム策定義務の対象となる施設の範囲は、CAAにおけるそれより
も広い）。
　さらにCAAでは、対象となる施設に付随する偶発的放出のリスク（客観的基
準に従い判断される）に応じて、策定・実施が義務づけられるリスク管理プロ
グラムの内容に差異が設けられており、かかるリスクがより高い施設について
は、より詳細なプログラムを実施しなければならないこととしているのが特徴
的である。
　また、ニュージャージー州では、同法の対象となる施設は、州の担当行政機
関への登録を行うものとされているが、登録の際に提出される書類において、
「発生・取扱工程、施設、操業におけるリスクとハザードの、特定、評価および
削減された程度に関する情報」が（把握された上で）記載され、またリスク管
理プログラムの策定にあたり、対象施設の所有者等によって設備に付随するハ
ザードないしリスクが評価されることで、かかる施設のハザードが徹底的に把
握・理解されることとなる。
　（3）続いて重要であるのが、②①において事業者一規制対象施設の所有者
等一により認識された施設のリスクに関する情報が、行政に提供される仕組
みが置かれていることである。これにより、行政は、自らが管轄する地域にあ
る規制対象施設に係る偶発的放出のリスクを、相当程度把握することが可能と
なる。
　すなわち、CAAに基づいて策定・実施されるリスク管理プログラムについて
は、この概要を示すリスク管理計画（RMP）が施設の所有者等により作成され、
CSHIB、　SERCおよびLEPCに提出されるのと同時に、　EPAにも登録されること
となっている（デラウェア州の規定もほぼ同内容である）。このとき、①をうけ
て、偶発的放出のリスクがより高いとされる施設については、より詳細な情報
が提出されることとなる。ニュージャージー州では、先の担当行政機関への施
設登録の際に一定の情報が提供されるほか、事業者にリスク管理プログラムの
提出義務が課せられている。これまでに説明した通り、CAAに基づくRMPない
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しニュージャージー州法に基づくリスク管理プログラムでは、対象施設におけ
るリスクの管理状況ないし現状が詳細にわたり記されることとなっていること
から、これらの提出を受け、担当行政機関は細部にわたって対象施設に係る偶
発的放出のリスクを把握することが可能となっている。
　（4）③行政により対象施設のリスクをコントロールするシステムが備わって
いる点がさらに指摘できよう。行政が、一②のリスク関連情報の提出等とい
った方法によって把握した一施設に付随するリスクの規模が不適切（に大き
い）であると判断した場合、行政はそれを是正（削減）するよう事業者に命ず
ることとするものである。
　この点につき特徴ある規定を置くのがニュージャージー州である。事業者に
より提出されたリスク管理プログラムの内容が不十分であると担当行政機関が
判断した場合、リスク管理プログラムの是正勧告が事業者に対しなされ、さら
に事業者がこれに従わない場合には行政命令が出されることとなっている。十
分な内容のリスク管理プログラムがない事業者に対しては、担当行政機関がこ
れに代わってリスク削減に関する計画を策定し、これを事業者に対し実施させ
るものとされている。
　デラウェア州においてもこれと類似した規定が置かれていることが注目され
る。ただ同州においては、実際に実施されているリスク管理プログラムの法規
適合性などが、施設への立入検査等によって検証されるといった点で、ニュー
ジャージー州の制度とは若干異なっている。不遵守があった場合には担当行政
機関からプログラムの改善を勧告されるが、この改善にあたっては、施設の所
有者等が改善の通知を行うか、または所有者等が修復計画を提出し担当行政機
関による承認を受け、合意文書を作成することとされている。他方で合意が得
られない場合には、リスク管理プログラムの是正に係る行政命令が出されるこ
ととなっている。
　（5）②と並んで重要であるのが、④一般公衆が、①のリスク関連情報を入手
することができるという点である。ニュージャージー州法ではこの点確認でき
なかった一かかる情報の開示に関する規定が法律の中に直接には置かれてい
ない一が、CAAでは、114条（c）に基づいて一般公衆に開示されることとなって
いる。またデラウェア州法では、担当行政機関に提出されたRMPが、州の情報
公開法に基づいて公開されることが定められているほか、担当行政機関が対象
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施設に対し行う検査の結果についても、同様に情報公開法の対象とされている。
　（6）その他、⑤偶発的放出の防止策について、事業者に対し検討・準備を求
めていることが挙げられる。CAAに基づくリスク管理プログラムの中では、偶
発的放出防止プログラムが含まれることとされており、施設に付随するリスク
に応じて、程度の異なるプログラムが準備されている。またニュージャージー
州法のリスク管理プログラムに含まれるべき項目の中には、偶発的放出の防止
機能を維持するためのプログラムが挙げられている。
3　わが国の現状
3－1　「化学物質の総合的管理」
　（1）近年、わが国において、化学物質による悪影響が環境問題のひとつとし
て大きな関心を集めている。例えば、揮発性有機塩素化合物による地下水汚染、
ダイオキシン類による健康影響、あるいはいわゆる「環境ホルモン」（外因性内
分泌撹乱化学物質）による人体ないし野生動植物への影響等が、社会全体に大
きな波紋を投じている169）。ここで問題とされる化学物質の多くは、従来人間の
経済活動にとって有益とされ、膨大な種類および量にわたり使用されてきたも
の一あるいは使用の過程で発生したもの一のうち、その影響が一場合によ
っては現時点からみて必ずしも十分とは言えない科学的根拠から一ほとんど
無視されてきたものであったが、近年の研究の進展により、これらの化学物質
の「負の側面」、つまり人体や環境に対し何らかの悪影響を及ぼしうるといった
点が次第に解明されてきたことで、問題が徐々に浮かび上がってきたものであ
るといえるであろう。
　（2）このような状況の中で、化学物質に係る諸問題への社会的な対策として
の、化学物質の総合的管理（包括的管理）170）の必要性が一論者によって内容
に若干の差異があるものの一叫ばれるようになった。
（ア）例えば、通商産業省（当時）化学品審議会安全対策部会の報告書（「化学
物質総合安全管理の推進の在り方」）によれば、従来の化学物質の安全管理にお
いては、法規制等をもって、個々の問題や事故に対応してきたのが通例であっ
たが、今後は、化学物質の多様な危険有害性（ハザード）に由来するリスク171）
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について、新たな未然防止の観点も含めつつ、ライフサイクルにわたって総体
として低減していくことが必要であり、このため、国際的整合性を確保しつつ、
個々の化学物質の有する多様な特性を十分に把握し適切に対応できる「化学物
質総合安全管理」の推進が必要である、とされている172＞。
（イ）また、環境庁（当時）の包括的化学物質対策検討会の報告書では、「環境
リスクが高い物質については個別に規制措置を講じていくとともに、さらに、
多種多様な潜在的に有害な化学物質の全体を視野に入れ、環境リスクを総体と
して低減させていく」ための化学物質の包括的管理システムの構築を、化学物
質による環境汚染問題の解決にあたっての課題として挙げている173）。
（ウ）市川類氏（通商産業省（当時））は、危険有害性の高い化学物質について
は、政府の規制的手段による管理が必要であるが、これを全ての化学物質につ
いて実施することは不可能である。むしろ「その扱う化学物質及び使用工程・
過程について最も熟知している当該化学物質の取扱事業者が、自らの費用便益
分析に基づいて判断し、適切な方法によって総合的に管理を行うことが最も効
率的であ」り、国はこのような事業者による自主管理と規制との適切な組合せ
によって、化学物質の適正管理を図ることが必要としている174）。
（エ）これらの説明を併せた上で、化学物質の総合的管理の具体的内容について
示すならば、リスク管理の有効性（実効性）と効率性といった観点から、リス
クが大きい化学物質については既存の法的規制による管理を充実させ、リスク
が小さいあるいは不明の化学物質については、自主的取組等の非規制的手法を
進めると同時に新たな管理手法を開発する一さらにはそのためのハザード／
リスク評価を推進する一ことによって、化学物質のライフサイクル全般にわ
たりそのリスクを管理すること、とすることができる。その特徴としては、従
来的な規制を中心とした管理手法に比べて、（1）考慮すべき化学物質の範囲を大
幅に拡大させること、（2）ライフサイクル全体を視野に入れた管理を目指すこと、
が挙げられるほか、さらに重要な点として（3）行政による規制的手法のみならず、
事業者による自主的取組をも取り込んだ管理システムの枠組みを構築すること、
が指摘できよう17s・176）。
　（3）このうち自主的取組としては、化学工業系の企業を中心として行われて
いる「レスポンシブル・ケア（responsible　care）」1η）がある。また、最近では、
企業による化学物質の自主的管理を促進するための新たな手法として、「環境汚
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染物質排出・移動登録制度（Pollutant　Release　and　Transfer　Register（PRTR））」178）
に注目が集められ、わが国においても1997年7月に法制化がなされたところであ
る179》。これらの取組みないし制度は、一特にリスクの存否ないし程度が現在
のところ不明確である一化学物質（例えば環境ホルモンなど）のリスク管理
のための有力な手法として期待が寄せられている。
　（4）わが国の近時の状況としては、化学物質の総合的管理の内容の中でも、
特に自主的取組（ないし自主管理）の推進に関する議論に大きな比重が置かれ
ていることが指摘できる。そもそも総合的管理の提唱のきっかけが、ダイオキ
シン類あるいはいわゆる環境ホルモンといった、微量であっても何らかの影響
を及ぼし得る、さらに現在に至るまでそのリスクがほとんど明らかにされてい
ない（従来の規制対象物質以外の）化学物質による環境影響の社会問題化であ
ったことに鑑みれば、むしろ必然的であるとも考えられよう。
169）包括的化学物質対策検討会（環境庁（当時）に置かれた研究会）は、その報告書
　の中で、現在の化学物質による環境問題の特徴として、（1）長期にわたる低濃度汚染に
　より健康等に影響を与えること、（2）多種多様な化学物質により重大な影響（発がん性、
　催奇形性、生殖毒性など）を生ぜしめるおそれがあること、（3）複数の環境媒体を汚染
　し、かつ媒体間での移動があること、の3点を特に指摘している。包括的化学物質対策
　検討会「包括的化学物質対策検討会とりまとめ（上）」資源環境対策32巻11号77頁
　（1996年）。なお中杉修身氏（国立環境研究所（当時））は、さらに（4）多様な汚染経路
　から化学物質が環境中へ侵入していくことを挙げ、それぞれの経路につき対策が必要
　としている。中杉修身「化学物質汚染のリスク管理」ジュリスト1015号135頁（1993
　年）。
170）浦野教授は、同様のことを「「トータルセイフティ」を考えた化学物質対策」と説
　明される。従来行われてきたのは「社会問題化したり、毒性や残留性が著しく高いご
　く少数の物質」に対する規制や管理であり、これのみでは「化学物質の環境リスクを
　十分に管理できないことは明らかである」とした上で、今後は潜在的に有害な物質や
　有害性が未知の物質につき「トータルセイフティを考えた環境リスク対策を進める必
　要がある」と述べられる。浦野紘平「トータルセイフティを考えた化学物質の環境リ
　スク対策」資源環境対策34巻1号6頁以下（1998年）。
171）化学物質による「リスク」あるいは「環境リスク」（ここでは「リスク」という用
　語に統一する）とは、一般的には、「化学物質が環境汚染を経由して人等へ有害な影響
　を及ぼすおそれ」をいうものと説明される。包括的化学物質対策検討会、前掲註169、
　78頁（なお、この「おそれ」という言葉の意味内容について、日本リスク研究学会で
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　は「ある技術の採用とそれに付随する人間の行為や活動によって、人の生命の安全や
　健康、資産ならびにその環境に望ましくない結果をもたらす可能性」と定義している。
　池田三郎「化学物質のリスク管理と事前対応型アプローチの課題」用水と廃水41巻1
　号21頁（1999年））。これをもう少し詳しく説明すれば、化学物質固有のハザードの評
　価、および人ならびに環境中の客体の化学物質への曝露量についての評価にもとつい
　た、人または環境が当該化学物質から影響を受ける程度の可能性が「リスク」である、
　ということになる。奥村浩信「化学物質総合安全管理の現状と動向」産業と環境27巻
　3号19頁（1998年）。
　　また、中西準子教授は、「環境への危険性の定量的な表現で、「どうしても避けたい
　環境影響」の起きる確率で表現される」と「環境リスク」を定義されている。中西準
　子「環境リスク論一技術論からみた政策提言」4頁（岩波書店、1995年）。
　　さらに、高橋滋教授は、最近公表された論文において、規制対象としての環境リス
　クの特徴、およびその規制手法について解説されている。高橋滋「環境リスクと規制」
　「環境問題の行方」（ジュリスト増刊、新世紀の展望2）171頁以下（1999年）。この他環
　境リスクに関する法学者による論文のうち示唆的なものとして、「人体に影響する環境
　リスクの社会的評価」（文部省重点領域研究「人間環境系」研究報告集GO27　N2601、
　1990年）に所収の以下の論文、すなわち、森際康友「人体環境リスクの社会的配分原
　理に関する諸問題一環境リスク制御問題の特質とそれへの制度的対応一」（同書5頁以
　下）、畠山武道「法学における議論の現段階」（同書21頁以下）、同「リスク管理の法的
　システム」（同書56頁以下）が挙げられる。
172）通商産業省基礎産業局化学品安全課「化学物質総合安全管理の推進の在り方につ
　いて一化学品審議会安全対策部会中間報告より一」環境管理32巻6号4頁（1996年）
　参照。
173）包括的化学物質対策検討会、前掲註169、78頁。
174）市川類「化学物質総合管理とPRTR」環境管理34巻3号2頁（1998年）。前二者の説
　明と比較して、市川氏の説明は化学物質の管理手法に焦点を当てたものとなっている
　（「総合的な管理」という言葉も用いられているが、その具体的内容についての説示は
　見当たらない）。
175）有害化学物質汚染への対策として、ここで述べたのと同様の対策が必要であると
　するものとして、中杉修身「有害化学物質汚染の特性とその対策」化学と教育45巻9号
　500頁以下（1997年）。また、奥村氏は、化学物質の総合管理施策について、「化学物質
　のリスクを適切に管理していくための規制措置の不断の見直しと併せて、事業者の自
　主的な取り組みによる化学物質の適正管理の促進を図ることが重要である」として、
　以下の施策を実施することが重要とされている。すなわち、（1）知的基盤の整備、（2）ハ
　ザード・データの流通の徹底、（3）事業者による自主的リスク管理の促進、（4）国際的な
　有害化学物質規制への対応、の4点である。奥村、前掲論文註171、21頁以下。
176）近年、大気汚染防止法平成8年改正（平成9年4月施行）により、事業者の自主管
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　理を求める「有害大気汚染物質」（2条9号、18条の21参照）、が新たに置かれ、234の
　物質が指定された。さらにこのうち対策度の高いものとして22の「優先取組物質」が
　中央環境審議会により示され、優先的な取り組みが求められているとのことである。
　　また、水環境の保全に関しては、従来の環境基準項目、要監視項目に加えて、新た
　に「要調査項目」として300物質が指定され、要監視項目と並んで事業者の自主管理を
　求めている、とのことである。中杉修身「PRTRの本格的実施に向けて」環境科学会
　誌12巻1号107頁（1999年）、（有害大気汚染物質対策につき）環境庁（編）r平成11年度
　版環境白書（各論）」379頁以下（1999年）参照。
177）1985年にカナダ化学品生産者協会によって初めて提唱された概念であり、「化学物
　質を製造または取扱う事業者が、自己責任の原則に基づいて化学物質の研究開発、製
　造、流通、使用、最終消費を経て廃棄に至る全ライフサイクルにわたってr環境・安
　全」を確保することを経営方針で公約し、環境・安全・健康面の対策を実行し、改善
　を図っていく自主管理活動」と定義されている。川又元夫「レスポンシブル・ケアと
　環境リスク削減」資源環境対策34巻1号38頁（1998年）。
　　従来の法規制によれば、実際に規制されるに至るまで長い期間が必要となり、また
　規制にあたっては何らかの科学的根拠の提示が必要であるが、このレスポンシブル・
　ケアは「化学物質の総合安全管理において、法により強制的に対応するのではなく、
　企業が自らの判断で対応を決め、その結果に対して責任を持つとするものであ」り、
　「化学物質による環境影響が懸念された段階で、事前に対応が取れるメリットを」持つ
　ものとしてわが国においても注目が集まっている。大歳幸男「化学業界のPRTRへの
　取り組みと日本の制度導入上の課題」産業と環境27巻3号30頁（1998年）。
　　現在に至るまで化学産業界を中心として導入が進んでおり、1995年にはレスポンシ
　ブル・ケアの推進・普及活動を行う団体（日本レスポンシブル・ケア協議会（IRCC））
　が設立され、1999年3月現在で、106社がこれに参加するに至っている（なお、化学工
　業関係の業界団体である日本化学工業協会では、次に説明するPRTRをこのレスポン
　シプル・ケアの一環と位置づけ、同団体に加盟する企業を対象として1992年より
　PRTRへの取組みを行ってきた。同協会によるPRTRへの取組みの成果につき、日本化
　学工業協会「（社）日本化学工業協会のレスポンシブル・ケアによるPRTRの実施につい
　て一97年度化学物質排出量調査結果一」（1999年4月）が公表されている）。レスポン
　シブル・ケアについては、この他、星川欣孝「化学業界における化学物質総合安全管
　理への取り組み」環境管理32巻6号15頁以下（1996年）参照。
178）「様々な排出源から排出又は移動される潜在的に有害な化学物質の目録又は登録簿」
　と定義されており、具体的内容としては、「人の健康や生態系に有害なおそれのある化
　学物質について、その環境中への排出量や廃棄物に含まれて事業所の外に移動する量
　を事業者が自ら把握し、行政に報告すること等により行政も把握し、それを集計して、
　公表する仕組みである」と説明される。環境庁環境保健部環境安全課「平成10年度
　PRTRパイロット事業報告書」（1999年8月）。
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　　PRTRは、1992年のいわゆる地球サミット（国連開発環境会議）において採択され
　たアジェンダ21の第19章「有害化学物質の環境上適正な管理」に基づき、1996年2月、
　OECD理事会が加盟国にその導入を勧告した。　OECDのPRTRに関するガイダンスマニ
　ュアルを日本語訳したものとして、OECD（環境情報化学センター訳）「環境汚染物質
　排出・移動登録一環境政策および持続可能な開発のための手法」（化学工業日報社、
　1996年）がある。
　　PRTRの導入により予想される影響や効果はさまざまに説明されるが、大きくは、
　①行政庁が環境保全施策を進めるにあたっての基礎的なデータが得られること、②事
　業者による化学物質の自主的な管理が促進されること、③国民への情報提供を通じて、
　化学物質の排出状況や管理状況に係る理解の増進が図られること、④化学物質に係る
　環境保全対策の効果ないし進捗状況の把握が可能となること、が挙げられよう。環境
　庁環境保健部環境安全課、前掲書。
　　PRTR制度を紹介する文献は数多いが、ここでは以下を挙げておくに止める。　r化学
　物質管理の新しい手法「PRTR」とは何か」（化学工業日報社、1997年）、「特集　化学
　物質とPRTR一環境汚染物質排出・移動登録」環境管理34巻3号1頁以下（1998年）所
　収の各論文、「特集　PRTRのゆくえ」地球環境29巻1号83頁以下（1998年）所収の各
　論文、「特集　PRTRと環境保全の方向」地球環境29巻9号8頁以下（1998年）所収の
　各論文、中杉修身「わが国における汚染物質排出・移動登録（PRTR）の取組と課題」
　環境研究106号36頁以下（1997年）。
179）OECDの勧告を受け、環境庁および通商産業省を中心として法制化の輩備が進めら
　れた結果、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法
　律」（PRTR法）が成立・公布された（平成11年法律86号。同年7月7日に成立、7月13
　日に公布された）。同法の概要につき紹介するものとして、環境庁環境保健部環境安全
　課「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律につ
　いて」ジュリスト1163号112頁以下（1999年）。同法の問題点や課題を指摘するものし
　て、大塚直「PRTR法の法的評価」ジュリスト1163号115頁以下（1999年）が、また同
　法と地方自治体の情報公開制度、ならびにいくつかの地方自治体で設けられている化
　学物質管理指針との関係を検討するものとして、小幡雅男「自治体の化学物質管理指
針・情報公開制度とPRTR法」判例タイムズ1013号76頁以下（1999年）がある。
3・2　総合的管理における法的規制
　（1）他方で、従来化学物質の主要な管理手法と考えられてきた法的規制につ
いても、その内容のさらなる充実を図ることが、総合的管理推進の見地より期
待されている。
　（2）従来より、化学物質管理に係る法律は多岐にわたって制定され、それぞ
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れが、化学物質のライフサイクルのうち特定の局面一製造、貯蔵、使用、廃
棄など一、あるいは人体への曝露態様（あるいは曝露可能性）一大気・
水・土壌といった環境媒体を経由する曝露、食品・飲料水等人間が直接口にす
ることによる曝露、（食品以外の）製品を経由する曝露、など一といった視点
から、規制を講じてきた。
　化学物質の規制に係る法律といっても、その目的、対象とする化学物質のリ
スク、リスク管理の方法などによってさまざまな法律が存在する。論者によっ
てその類型の仕方はさまざまであるが18°）、化学物質のライフサイクルにおける
特定の局面に対する規制、あるいは特定の曝露態様に対する規制という観点か
ら従来の法制度を整理すれば、①特定の化学物質の製造を規制することにより、
これらの化学物質の人為的な発生自体を管理するもの、②特定の化学物質につ
き、特定用途以外の使用を禁止することにより、かかる物質の人体への曝露や
環境中への放出を最小限に抑制するもの、③人が直接に使用する物体に含有さ
れる化学物質による、人体への悪影響の発生を防止するもの、④化学物質の環
境中への排出を規制することにより、当該化学物質が環境中に放出されること
による影響を抑制するもの、があるといえよう。以下においてこれらの類型に
該当する諸法律につき簡単に説明を加える。
　（3）（ア）まずは、①特定の化学物質の製造を規制することにより、これらの化
学物質の人為的な発生自体を管理するものである。労働安全衛生法では、黄燐
マッチ等の「労働者に重度の健康障害を生ずる物」を政令で指定し181）、その製
造を禁止している（55条）。
　この他、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（以下単に「化審
法」という）がここに含まれると考えられる。化審法では、「化学物質」を「元
素又は化合物に化学反応を起こさせることにより得られる化合物」と定義して
いる（2条1項）。その上で、難分解性、蓄積性および長期毒性を有する化学物
質として「第一種特定化学物質」が指定されており（2条2項、化審法施行令1
条）182）、かかる化学物質を許可を得ずに製造・輸入することが禁じられている
（7条）。また火薬類取締法においても、同法に基づき「火薬類」に指定された
物質（2条1項参照）の製造につき許可制が採られており（3条）、許可を受け
た「製造業者」以外の者による製造が禁止されている（4条）。
　さらに「毒物及び劇物取締法」では、毒物ないし劇物183｝に指定された物質の
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（販売または授与目的の）製造につき登録制を採用し（3条1項）、登録を受けた
者以外の者による製造を禁止している。
（イ）次に、②特定の化学物質につき、特定用途以外の使用を禁止することによ
り、かかる物質の人体への曝露や環境中への放出を最小限に抑制するもの、が
考えられよう。先に説明した化審法では、第一種特定化学物質を政令で定める
以外の用途に使用することを原則的に禁じている（14条）。
　また、農薬取締法においては、作物残留性農薬18‘）および土壌残留性農薬185）
の使用基準186）に違反する使用を禁止しているほか（12条の2第2項、12条の3
第2項）、水質汚濁性農薬187）に指定された農薬についても、（指定された地域に
おいて使用の許可制が採られた場合には）許可を受けない使用が禁じられるこ
ととなる（12条の4第2項）。
（ウ）③人が直接に使用する物体に含有される化学物質による、人体への悪影響
の発生を防止するもの、につき、例えば水道法では、水道により供給される水
に含まれる有害な化学物質等の上限について定めている（4条。厚生労働省令18s）
により30以上の化学物質が指定されている）。また食品衛生法では、（厚生労働
大臣が定めたものを除き）添加物として使用される化学的合成品を、販売する
目的で製造・使用してはならないと定められている（6条）。「有害物質を含有
する家庭用品の規制に関する法律」189）は、一般消費者の生活の用に供される
「家庭用品」に含まれる「有害物質」につき、その含有量、溶出量等の基準を定
めている（4条1項）。
（エ）そして、④化学物質の環境中への排出を規制することにより、当該化学物
質が環境中に放出されることによって生じる影響を抑制するものとして、水質
汚濁防止法（以下「水濁法」という）、大気汚染防止法（以下「大防法」という）
など、環境媒体ごとの規制法では、環境中への放出により人の健康等に悪影響
を及ぼす化学物質19°）につき排出基準（水濁法3条1項、2項およびこれに基づ
く「排水基準を定める総理府令」1条、別表第1および別表第2、また大防法3
条1項、2項およびこれに基づく大防法施行規則3条1項、4条および5条、別表
第1から第3まで参照）を定め、対象となる工場・事業場にこれらの遵守を求め
ている。いわゆる出口規制と呼ばれる手法である。
　（4）以上の①から④までの類型（およびそこに掲げた諸法律）のほかに、⑤
既に環境中に放出された化学物質による、人体・環境への影響を抑制するもの
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一環境中に放出された化学物質（による汚染）の処理を実施するもの一、
⑥化学物質が事故等により偶発的に放出されることを防止し、あるいは放出さ
れた場合への対策を講じるもの、については、これまでの化学物質管理に係る
法制度の議論の中で十分に扱われてこなかったものと思われる。その理由は定
かではないが一潜在的な問題（ないしその発生可能性）は既に指摘されてい
た（場合によっては法的措置が講じられている191））ものの、化学物質の管理の
ための制度として注目されることは稀であった一、かかる場面において、人
体への曝露による被害、あるいは動植物に対する悪影響が生ずる可能性は容易
に肯定されるであろうし、またわが国ないし諸外国において実際に現実の問題
となり多くの被害が生じていることに照らせば、⑤および⑥に対する法規制に
ついて考慮する必要性は否定できない。総合的管理の観点一その中でも特に
法的規制の充実といった点一からも期待されるところであろう。
　本稿の目的より、特に⑥に分類される法律につき、節を改めてその内容を検討
することとするが、⑤については以下につき指摘するに止める。（i）農用地の土壌
の汚染防止等に関する法律（註191参照）では、「特定有害物質」として指定され
た化学物質（2条3項、農用地の土壌汚染防止等に関する法律施行令1条）192）に
より汚染された土壌による、人の健康または農畜産物への悪影響を防止するた
め、かかる汚染土壌を含む農用地につき「農用地土壌汚染対策計画」が策定さ
れ、これに従って「汚染を除去するための客土その他の事業」が実施される（5
条）。（ii）地下水汚染の浄化については水質汚濁防止法14条の3で規定されている。
これによれば、同法にいう「有害物質」（註190参照）を含む水が地下に浸透し
たことにより地下水汚染が生じた場合には、汚染の原因となった工場もしくは
事業場の設置者に浄化措置命令が出されることとされている。
180）中央環境審議会の報告書においては、「①大気汚染防止法や水質汚濁防止法等の環
　境への排出を抑制するもの、②化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律や農薬
取締法等のように化学品の製造・輸入の制限や使用・管理方法等を規定するもの、③
　食品衛生法等のように化学物質の人への摂取を抑制するもの」と大別して理解されて
　いる。中央環境審議会「今後の化学物質による環境リスク対策の在り方について（中
　間答申）一我が国におけるPRTR（環境汚染物質排出移動登録）制度の導入一」3頁
　（1998年11月）。
　　また吉田徳久氏（環境庁（当時））は、「我が国における化学物質対策に関連する法
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令の仕組みを単純化して」以下のように分類している。これによれば、「①環境媒体別
　に個別の物質の環境への排出を出口で規制する（大防法、水濁法など）、②化学品の有
　害性と環境汚染性を審査し、看過できない有害な物質については製造・使用および輸
入を禁止する（化学物質審査規制法〉、③有害性以上に利用価値の高い化学品について
　は、使用方法を厳格に制限・管理する（農薬取締法）、④有害な化学物質の人の体内へ
　の取り込みをブロックすることによって安全を確保する（水道法、食品衛生法）」とさ
　れている。吉田徳久「「環境リスク評価」で中環審に諮問一行政からみた化学物質対策」
　地球環境29巻9号8頁以下（1998年）。
　　さらに、奥村氏は、④労働安全衛生法、火薬類取締法など、労働者への直接影響
　（安全・健康へのリスク）を管理するもの、⑤毒物劇物取締法、食品衛生法など消費者
　への直接影響を管理するもの、◎化学物質審査規制法、有害物質を含有する家庭用品
　の規制に関する法律など、製品を経由した国民への間接的な影響を管理するもの、④
　廃棄物処理法、大気汚染防止法、水質汚濁防止法など、環境を経由した国民への間接
　的影響を管理するもの、◎農薬取締法など、生態系への直接・間接の影響を管理する
　もの、㊦オゾン層保護法など、地球環境への間接的な影響を管理するもの、と分類し、
　化学物質のリスク管理に係る法制度を整理している。奥村、前掲論文註171、19頁。
181）労働安全衛生法施行令16条1項により、10の物質等が指定されている。
182）PCB（ポリ塩化ビフェニル）等9物質が指定されている。
183）毒物としては同法2条1項および別表第1、毒物及び劇物指定令1条に、また劇物と
　しては同法2条2項および別表第2、毒物及び劇物指定令2条において指定されている。
184）農薬のもつ農作物への残留性から「その使用に係る農作物等の汚染が生じ、かつ、
　その汚染に係る農作物等の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれがある種類
　の農薬」として政令で指定されたもの。12条の2第1項。現在、農薬取締法施行令2条
　で2種類の薬剤が指定されている。
185）農薬のもつ土壌への残留性から「その使用に係る農地等の土壌の汚染が生じ、か
　つ、その汚染により汚染される農作物等の利用が原因となって人畜に被害を生ずるお
　それがある種類の農薬」として政令により指定されたもの。12条の3第1項。農薬取
　締法施行令3条において、現在2種類の薬剤が指定されている。
186）「作物残留性農薬又は土壌残留性農薬に該当する農薬を使用する場合における適用
　病害虫の範囲及びその使用方法に関しその使用者が遵守すべき基準を定める省令」（昭
　和46年農林水産省令24号）。
187）農薬のうち、「相当広範な地域においてまとまって使用されている」もしくはその
　見込みがあり、さらに一定の自然的条件の下で、当該農薬の使用による水産動植物へ
　の著しい被害が生じるおそれがあるか、または公共用水域の水質汚濁を引き起しこれ
　により人畜に被害を生じるおそれがあるものをいい、農薬取締法施行令により6種類
　の薬剤が指定されている。農薬取締法12条の4第1項および農薬取締法施行令4条参
　照。
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188）「水質基準に関する省令」（平成4年厚生省令69号）。
189）昭和48年10月12日法律第112号。
190）水濁法では「有害物質」（カドミウム等の「人の健康に係る被害を生ずるおそれが
　ある物質」（水濁法2条2項1号））として23物質が指定されている（水濁法施行令2条）。
　また大防法では、「ばい煙」（物の燃焼に伴い発生するもの）として、硫黄酸化物が同
　法2条1号で指定されているほか、大防法施行令1条において「有害物質」として5物
　質（およびその化合物等）が指定されている。
191）特に⑤については、農用地の化学物質汚染につき、農用地の土壌の汚染防止等に
　関する法律が昭和45年に制定されている（法律第139号）。
192）3物質（およびそれらの化合物）が指定されている。
3－3　化学物質の偶発的放出に係るわが国の法制度の現状と問題点一その防
　止を中心とした検討一
3－3－1　偶発的放出に係る法制度の検討の必要性
　（1）わが国における、上記⑥に該当する法律の具体的内容の検討に入る前に、
化学物質が事故等により偶発的に放出されることを防止し、あるいは放出が生
じた場合への対策を講じる法制度の必要性につき、まずここで若干指摘してお
きたい。
　（2）化学物質への曝露の態様としては、上記①から⑤までで示された以外に
も、化学物質を取扱う施設、あるいはこれを運搬する輸送機関において発生し
た事故を原因とするものも十分に考えられ、またかかる事故の規模によっては、
広い範囲にわたって人の生命・健康および自然環境に甚大な被害を及ぼすこと
もありうる。
　このような事故としては、1984年にボパール（インド）の化学工場で発生し
た、有害物質の大規模放出事故があまりにも有名である（註2参照）。その他の
海外の事例としては、1974年にフィリックスボロ（イギリス）の石油精製施設
で起きた爆発事故一死者28人、避難者約3000人を生ぜしめた一、1976年に
セベソ（イタリア）の化学工場で発生した事故一ダイオキシンを含む反応生
成物が放出された。被災者は約22万人に上り、事故発生後セベソ地区では奇形
児の発生が相次いだ一、さらに1986年バーゼル（スイス）の化学工場倉庫で
発生した大火災事故’93）一消火用の水とともに倉庫に貯蔵されていた大量（数
百トン）の有害物質（水銀化合物などを含む）がライン川に流出して、深刻な
汚染が生じ、沿岸国が甚大な被害を受けた一が挙げられるIN）。
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　化学物質の放出事故は、海外においてのみならずわが国においも生じている。
その中でも著名なものとしては、大東鉄線工場塩素ガス噴出事件195）、ならびに
日本アエロジル塩素ガス流出事件1％）が挙げられよう。これらはいずれも化学物
質を施設内に搬入する際に従業員の不注意によって発生した事故で、従業員な
いし施設付近の住民に健康被害を与えたものであった197）。
　さらに近年でも、群馬県尾島町の化学薬品工場で、ヒドロキシルアミンー
目や皮膚を刺激し、毒性がある一の放出を伴う爆発事故が生じ、従業員4人
が死亡、住民含めた28人が負傷し一ただし負傷とヒドロキシルアミンとの直
接の関係がどの程度あったかについては明らかではない一、爆発の影響で238
戸が全半壊含め被害を受けた（全壊2戸含む）。この事故では、爆発の衝撃で近
くの硫酸ナトリウムのタンクも破損し、硫酸ナトリウムも流出した。事故後、
工場排水が流れ込む利根川支流の石田川で強い酸性を示し、魚が大量に死に川
面に浮いたほか、18キロ下流の利根川での取水を約15時間中断するなどの影響
が出た198）。
　このほか、近年に発生した化学物質の放出を伴う事故としては、少なくとも
以下のものがある。
　・1986年9月11日、千葉県千葉市にある化学工場の貯蔵タンクで発生した、
　　臭素ガスー強い刺激臭を放ち、猛毒性がある一の漏出事故。従業員2人
　　が病院で手当てを受けた。千葉市消防局は付近の半径2キロにわたって住
　　民らに避難勧告を出し、付近の道路が一時通行止とされた199）。
　・1989年7月11日、和歌山県和歌山市にある石油工場で発生した、アクリル
　　酸エチルエステルー強い刺激臭があり、触れると炎症を起こすことがあ
　　る。燃えると刺激性、有毒性のガスを発生することがある一の入ったタ
　　ンク（直径5メートル、高さ10メートル）の爆発事故。この事故により火
　　災が発生し、12時間以上にわたって燃え続けた。事故現場から東約5キロ
　　にあるJR和歌山駅付近まで異臭が漂い、和歌山市消防局には約350件の問
　　い合わせや「喉や目が痛い」などの訴えが相次いだ2°°）。
　・1990年5月26日、東京都板橋区にある化学工場で発生した爆発事故。作業員
　　6人が死亡、工場9棟が炎上し、22人がやけどなどのけがをした。爆発と同
　　時に、付近には、過酸化ベンゾイルー着火点の低い爆発性の物質一に
　　よって発生した有毒な煙によるものと思われる刺激臭が立ち込めた2°1）。
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　・1990年7月23日、山口県小野田市にあるメッキ工場内のタンクで発生した、
　　塩酸（約5立方メートル）の流出事故。現場にいたタンクローリー運転手1
　　人が病院に運ばれた。付近には強い刺激臭が漂い、隣接の会社の従業員55
　　人が一時近くの公民館に避難した202）。
　・1994年5月16日、福岡県久留米市の廃棄物処理業者の敷地内において発生し
　　た、フッ化水素酸一極めて毒性が強く、皮膚や粘膜を強く侵して激しく
　　痛む一溶液の入ったドラム缶の爆発事故。フッ化水素酸を身体に浴びる
　　などして1人が重傷、4人が軽傷を負ったほか、近くの別の工場の従業員1
　　人が喉などに異常を訴え病院に運ばれた。現場周辺には事故直後から強い
　　刺激臭が立ち込め、他の従業員にも気分が悪くなる人が出た2°3）。
　・1997年11月28日、埼玉県上福岡市にある医薬品製造会社の工場で発生した、
　　硫化水素ガスの漏出事故。社員の1人が重体、3人が重軽症を負って病院に
　　運ばれた。周辺住民への被害はなかったが、付近の住宅街にも異臭が漂い、
　　住民から上福岡市への問い合わせが相次いだ204＞。
　・2000年6月23日、和歌山県和歌山市にある肥料製造工場での、硫化水素の
　　発生事故。3人が重体、3人が軽症を負ったほか、付近住民8人が気分が悪
　　くなり病院で手当てを受けた205）。
　・2000年7月5日、京都府長岡京市にある化学会社でのガス発生事故。周辺住
　　民ら13人が目や喉の痛みを訴え病院に運ばれた206｝。
　これらの事故による被害の規模や程度は、海外の事例として紹介したものと
比較すれば小さいものであるが、アメリカ、イギリス、イタリアといった先進
諸国においても、先に述べたような大規模な災害とそれに伴う被害が発生して
いるという事実に鑑みれば、化学工場での大規模事故がわが国において発生す
る可能性を否定することはできない。これらの事故は、いずれも大規模事故に
発展する潜在的可能性を持つものであるともいえよう。よって、かかる事故を
未然に防止するため、あるいはかかる事故による被害を最小化するための法的
措置につき検討することが不可欠と考える「D7）。
3，3．2　偶発的放出への対応に係る法制度
　（1）以上の理由から、化学物質の偶発的放出に係るわが国の法制度の現状に
つき、特にその未然防止を図るものを中心として考察することとする「°8）。
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　（2）まず、事故による化学物質の偶発的な放出が発生した場合の対応策につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tき、その概略を述べておくことにする。かかる場合の対応につき規定するもの
には、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、悪臭防止法といった、いわゆる典型
公害のうちのいくつかを規制する法律がある。また、毒物及び劇物取締法の
「事故の際の措置」（16条の2）、火薬類取締法（46条）および高圧ガス保安法2°9）
（63条）の「事故届」に係る規定、といったものもここに含まれよう。ここでは、
前者の公害規制に係る3法律における規定を検討対象とする。
（ア）大気汚染防止法17条では、ばい煙発生施設の設置者、または「特定物質」
として定められた化学物質の発生施設（「特定施設」）の設置者は、かかる施設
に故障、破損等の事故が発生し、これによってばい煙または特定物質が大気中
に多量に排出された場合には、直ちに事故の状況を都道府県知事に通報しなけ
ればならないとされている（2項）。これと同時に、応急の措置を講じ、かつ、
その事故を速やかに復旧するように努めるものとされている（1項）。都道府県
知事は、事故発生により周辺区域の人に対する健康影響が発生する（またはそ
のおそれがある）と認めるときは、施設の設置者に対し、事故の拡大または再
発の防止のため必要な措置をとることを命ずることができる（3項）。なお、同
法26条ならびに同法施行令12条では、ばい煙発生施設および特定施設において
発生した事故の状況および事故時の措置について、都道府県知事がかかる施設
の設置者に対し報告を求めること、ならびに職員の立入検査を行わせることが
できるものとされている。
（イ）水質汚濁防止法14条の2においては、有害化学物質を含む汚水または廃液
を排出する「特定施設」（水濁法施行令1条、別表第1参照）の設置者は、かか
る施設に破損等の事故が発生し、これによって有害物質または油を含む水が
「特定事業場」（当該特定施設を設置する工場または事業場。水濁法2条5項）か
ら公共用水域に排出され、または地下に浸透したことで、人の健康または生活
環境に係る被害が生ずるおそれがある場合には、直ちに、（引き続く有害物質ま
たは油を含む水の排出または地下への浸透防止のための）応急の措置2「°）を講ず
るとともに、速やかに事故の状況および講じた措置の概要を都道府県知事に届
け出なければならない（1項）。ここで都道府県知事が、当該設置者による応急
措置が不十分であると認めるときには、応急の措置の実施を命ずることができ
る（3項）。なお、特定事業場以外の工場で貯油施設等を設置するもの（「貯油
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事業場等」）の設置者に対する、事故発生時の義務もほぼ同様である（ただし
「人の健康」が生ずるおそれ、という文言が抜けている点が異なっている。これ
は「油の流出については、人の健康に係る被害の発生は想定」されていないこ
とによるものと説明されている2ω）（2項）。
（ウ）悪臭防止法10条では、都道府県知事によって指定された一定の地域（「規
制地域」。3条参照）の中に事業場を設置している者が、事故の発生により規制
基準（規制地域につき都道府県知事によって定められる。4条）以上の悪臭原
因物（「特定悪臭物質を含む気体又は水その他の悪臭の原因となる気体又は水」。
3条）が排出された場合またはそのおそれがある場合には、直ちに応急措置を
講じ、かつ事故の復旧に努めるものとされている。
　（3）引き続き、右に説明した3つの法律に基づく、化学物質の偶発的放出へ
の対応策の問題点を指摘しておく。
　これらは、事故時の対策として、大きく分けて①事業者による応急措置の実
施（大防法、水濁法、悪臭防止法）、②行政庁への通報（大防法、水濁法。ただ
し通報すべき事項は両者で異なる）③事故の復旧（大防法、悪臭防止法）、④行
政庁による措置命令（大防法、水濁法）等について定めている。
　しかしながら、これらの規定のみでは決して十分とは言えないのは明らかで
ある。例えば①について、「ばい煙又は特定物質が大気中に多量に排出されたと
き」（大防法）、有害物質の排出により「人の健康又は生活環境に係る被害を生
ずるおそれがあるとき」（水濁法）に応急措置が取られるべきとされているが、
具体的にどの程度の量が排出された場合にかかる措置を講ずればよいのかが不
明である一悪臭防止法はこの点規定しているが一。これに従えば、応急措
置の実施は事業者の主観に委ねられることとなるため、措置が必要と判断され
る場合であっても常に実行に移されるとは限らないこととなり適当でないと思
われる。④によって強制的に実施させることも可能であるが、この場合、放出
が発生してから措置命令が行政庁により下されるまでに、時間的なロスが生ず
ることは避けがたく、この間に被害が拡大することは十分に予想され得る。
　また②についても、大防法、水濁法では都道府県知事に通報することとされ
ているが、第一次的には事故が発生した施設および近隣地域を管轄する市町村、
地方の消防署ならびに警察署に対し通報することが、例えば火災等が発生した
場合の二次的災害の防止、地域住民の避難、交通の安全の確保等に鑑みた場合、
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より重要性が高いのではないだろうか。
　その他、対象となる化学物質の範囲が非常に限定されていることや、施設と
行政庁との間での連絡体制、緊急事態に対応するための計画や組織の整備、避
難や屋内退避等といった地域住民の保護に係る手段などが見当たらないことを
指摘できる。よって、事故により化学物質が偶発的に放出された場合における
人体や環境へのリスクの最小化をはかるための制度としては、不十分な点が多
いものと結論づけられよう212）。
3－3－3　偶発的放出の防止に係る法制度
　（1）続いて、本稿の主題たる、化学物質を放出させるような事故そのものの
防止に関する法制度につき、わが国の現状を検討したい。かかる制度を置く法
律としては、火薬類取締法、高圧ガス保安法、毒物及び劇物取締法、石油コン
ビナート等災害防止法213）、鉱山保安法214）、「液化石油ガスの保安の確保及び取
引の適正化に関する法律」21S》等が挙げられる216）。本来ならこれら全ての規定を
取扱う必要があろうが、筆者の能力的限界から、ここでは、火薬類取締法、お
よび石油コンビナート等災害防止法に検討の対象を限定することとする2’7＞。
（ア）火薬類取締法218）　　火薬類（火薬、爆薬および火工品の総称。2条1項）
の製造を営もうとする者は、本法に基づき経済産業大臣の許可を受けなければ
ならない（3条）。この際、製造施設の構造、位置および設備、製造方法が（経
済産業省令で定める）「技術上の基準」2’9）に適合すること、業を適確に遂行する
技術的能力22°）があることを証明することとなる（7条1号ないし3号）。製造業
者（3条の許可を受けた者。4条）は、かかる基準の適合性を維持することが要
求される（9条1項および2項）が、経済産業大臣により基準適合性が認められ
ないと判断された場合には、これを充たすよう修理・改善等の命令が出される
ことがある（同条3項）。また、製造業者は、経済産業大臣の許可を得なければ
製造施設の位置、構造もしくは設備の変更、製造する火薬類の種類や製造方法
を変更することができない（10条1項）。
　このようなシステムは、火薬類の貯蔵に必要とされる火薬庫についても同様
である（10条1項の変更に係る許可を除く）。ただし許可ないし命令を下す行政
庁が都道府県知事となっている点が異なる（12条および14条参照）。
　製造業者が製造施設や火薬庫の設置または変更の工事を実施した際は、経済
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産業大臣による完成検査が実施され、先に述べた技術上の基準の適合性が判定
される（15条）22且）。かかる検査が終了し、基準適合性が認められた後でなけれ
ば、設置・変更された施設や火薬庫を使用することができないものとされてい
る。
　この他製造業者は、①災害発生の防止を目的とする「危害予防規程」222）を策
定し、経済産業大臣の認可を受けなければならない（28条1項）。認可にあたっ
ては、かかる規程が7条1項、2項の技術上の基準に適合していることのほか、
災害の発生の防止に適当なものであることが必要である（28条2項）。経済産業
大臣は、必要な場合には危害予防規程の変更を命ずることができるものとされ
ている（同条3項）。②従業員に対し保安教育を実施する。これは、製造業者等
が策定し、経済産業大臣または都道府県知事の認可を受けた「保安教育計画」223）
に従って実施される（29条1項および3項）。③経済産業大臣が毎年実施する
「保安検査」を受けなければならない（35条1項）。保安検査の対象となるのは、
「火薬類の爆発又は発火の危険がある製造施設であって経済産業省令で定めるも
の又は火薬庫」とされており（同項）、それぞれについて、技術上の基準に適合
しているかにつき検査される224）。④「定期自主検査」を実施する（35条の2第1
項）。その際、当該検査に関する計画225）を策定し、経済産業大臣または都道府
県知事に届け出る（同条第2項）。経済産業大臣または都道府県知事は、その職
員に、当該検査に立ち合わせることができるものとされている（同条第4項）226＞。
⑤火薬類の製造、販売等に関する事項を記載した帳簿を作成し、保存すること
が求められている（41条）。
　経済産業大臣227）は、災害防止または公共の安全維持のために必要と認める場
合に、製造業者や火薬庫の所有者、占有者等に対し、事業に関する報告または
火薬類の貯蔵等に関する報告を求めることができる（42条）。また、経済産業大
臣または都道府県知事は、その職員に対し立入検査を実施させることも可能で
ある（43条1項）（立入検査は都道府県公安委員会によって警察職員に、また海
上保安庁長官によって海上保安官に、それぞれ実施させることができるとも規
定されている。ただし経済産業大臣または都道府県知事が行わせるものと異な
り、火薬類の収去権限は認められていない（同条2項および3項））。さらに災害
防止または公共の安全維持のために緊急の必要があると認める場合228＞には、製
造施設または火薬庫の使用の一時停止命令、製造・貯蔵等の一時禁止といった
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緊急措置が経済産業大臣等によって実施される（45条）。
　本法に違反した場合で44条各号に列挙されている事項に該当するとき（例え
ば、経済産業大臣の許可を得ずに製造施設の構造や施設を変更した場合（10条
1項、44条3号）、あるいは経済産業大臣による危害予防規程の変更命令に従わ
ない場合（28条3項、44条6号）など）には、製造業の許可が取消され、または
事業停止命令が下される（44条）。
　（イ）石油コンビナート等災害防止法　　　「石油コンビナート等特別防災区域」
（2条2号）として定められた区域において、石油貯蔵所等を設置する事業所
（「第一種事業所」。定義の詳細については2条4号および5条を参照されたい）
を新設する場合には、設置場所や事業所内の施設の配置に関して記載される計
画を策定して主務大臣（以下特に指示のない限り総務大臣および経済産業大臣
をいう。46条1項1号）に届け出ることとされている（5条）。主務大臣は、「災
害の発生の場合の拡大防止」のために必要とされる範囲において当該計画の変
更を指示することができ（8条1項）、場合によっては（「前項の規定による指示
によっては災害の発生の拡大防止についての支障を除去することが困難である」
と認められるとき）計画の廃止について指示することも可能である（同条2項）。
新設工事が終了した際、届出者は主務大臣にその旨を届け出て、先の計画に適
合しているかにつき主務大臣の確認を受けることとなっている（11条1項）。
　また主務大臣には、例えば当該計画に適合しないで設置された第一種事業所
につき、適合させるための必要な措置が講じられるまでの間、施設の使用停止
を命ずるといった権限も認められている（12条）。
　事故防止のために各施設において実施される事項についてみるに、まず、特
定事業者（所在する事業所で、石油の貯蔵量・取扱量等に従い「第一種事業所」
（2条4号）もしくは「第二種事業所」（同条5号）一これら2つを「特定事業
所」としている。同条6号一とされたものの設置者。同条9号）は、「特定防
災施設等」（「流出油等防止提、消火又は延焼の防止のための施設又は設備その
他の災害の拡大の防止のために土地又は工作物に定着して設けられる施設又は
設備」であって主務省令で定められるもの。2条10号）を設置、維持すること
が義務づけられる（15条1項）。なお、特定防災施設等を設置したときにはこれ
を市町村長等に届け出て、その検査を受ける（同条2項）ほか、定期的な点検
の実施および点検記録の作成と保存が求められている（同条3項）。
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　特定事業者は、「特定事業所における災害の発生又は拡大を防止するために必
要な業務を行う」組織として、特定事業所ごとに「自衛防災組織」を設置しな
ければならない（16条1項および2項）。自衛防災組織には、防災要員（同条3
項）および防災組織の業務実施に必要な機材・設備（同条4項）、これらを統括
する防災管理者（特定事業者により選任される。17条1項）、防災規程（自衛防
災組織が行うべき業務に関する事項を定めるもの。18条1項）が備えられる。
市町村長等は、特定事業者からの届出によって、自衛防衛組織に関するこれら
の事項につき把握することとなっている（16条5項、17条5項および18条1項）。
なお、ある特定防災区域に所在する特定事業所の事業者が共同して、「共同防災
組織」を設置することが可能とされている（19条1項）。
　これら一特定防災施設等の設置から防災規程の制定まで一を実施しない
特定事業者に対しては、市町村長等によって、措置命令、さらに措置命令に違
反する者に対し使用停止命令が出されることがある（21条）。
　さらに、事故の防止に係る計画策定についてみると、特別防災区域のある都
道府県には「石油コンビナート等防災本部」（以下「防災本部」という）が設置
され（27条1項）、これにより「石油コンビナート等防災計画」（以下「防災計
画」という）が作成される（31条1項）229＞。防災計画は毎年検討が施され、必要
のある場合には修正される（同項）。防災計画には災害予防、災害応急対策およ
び災害復旧に関する事項が規定されている（同条2項）。防災本部が防災計画を
作成ないし修正した場合には主務大臣に提出するとともに、その要旨を公表し
なければならない（同条3項）。
　主務大臣、都道府県知事または市町村長は、必要と認める場合に、特定事業
者に対し業務に関する報告を行わせ（39条）、あるいは職員に立入検査を実施さ
せる（40条）ことができる。
　この他同法は「緑地等の設置」に関し1章を設け（第6章）、地方公共団体が、
「特別防災区域における災害がその周辺の地域に及ぶことを防止するための緩衝
地帯として」緑地その他同類の施設を設置することができると規定している
（33条1項）。なおこの場合、地方公共団体の長は、関係地方公共団体の長の意
見を聴いて、緑地等の設置に関する計画を作成し、また事前に主務大臣（この
場合は国土交通大臣。46条1項2号）と協議を行うものとされている（同条1項
および2項）。さらに地方公共団体は、緑地の設置に係る費用の3分の1を、特
一155一
〔論　説〕
別防災区域に所在する第一種事業所の事業者に負担させることができることに
なっている（34条1項）230・231）。
　（2）以上説明した2つの法律における、化学物質を放出させる事故の防止に
関する制度について、以下の点が指摘できよう。
　（ア）火薬類取締法は、事故防止を図る制度としては比較的整ったものであると
評価できよう。すなわち、同法では、事業者の自主的な検査によるリスクの把
握、危害予防規程の策定や従業員の教育といったリスクの削減に向けた努力、
行政機関による検査の実施、事業者に対する報告の徴収ないし立入検査といっ
たリスク情報の収集、一定の基準に適合しない事業者に対する改善（修理、改
造）命令等の行政機関によるリスク削減に向けた措置などが規定されている。
　また、石油コンビナート等災害防止法は、災害拡大防止のための施設の設置、
防災のための機関の設置とこれによる防災計画の策定について定めている。同
法における緩衝地帯の設置およびその費用負担方法に関する制度は注目に値す
る。同法で対象とされていない施設を対象とする、他の法制度を再整備する際
に参考となるだろう232）。
　（イ）しかしながら、（火薬類取締法に基づく）定期自主検査が自主的なリスク
把握につきどれほど機能するかは一同法ないし施行規則を見る限りでは一
明らかでないほか、これにより把握されたリスクに関する情報、ないしは行政
機関によるリスク情報収集活動の結果得られた情報が、一般市民一少なくと
も周辺地域住民一に公開・提供されているのかは明らかではない（そのよう
な趣旨の規定は見当たらなかった）。石油コンビナート等災害防止法では、かろ
うじて「石油コンビナート等防災計画」の要旨が公表されることとされている
が、対象施設における偶発的放出に係るリスクに関する情報の公表といった点
からすれば、決して十分とは言えないだろう。かかる情報が、対象施設の所在
する市町村により把握されることは、市町村が地域住民の安全の確保につき第
一義的な責務を負うものであることからすれば重要であると考えられるが、こ
れについても明らかではない一この点、石油コンビナート等災害防止法では、
市町村による積極的な関与が認められている一。
　以上のような個別法における問題点とは別に、わが国においては、事故の防
止に関して、上記のような個別の化学物質ないしはそれを取扱う事業者・施設
を対象としている法律によって個別に対処している状況でしかなく、これらを
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一括的に対象とする、さらにはそれ以外の有害な化学物質をも対象とした、総
合的な化学物質事故防止法制が存在しないことを、問題点として指摘できよう。
すなわち、火薬類取締法では火薬類といった爆発性物質のみが、また石油コン
ビナート等災害防止法では石油ないし高圧ガスのみが規制の対象となる物質と
して指定されているのである一毒物及び劇物取締法では、有毒性をもつもの
として比較的多くの化学物質が（毒物ないし劇物として）指定されているが、規
定の内容の充実さという点では火薬類取締法よりもやや劣るという感がある233）
一。確かに、爆発性、引火性、有毒性などといった化学物質の性質ごとに必
要な規制を施すことは便宜上望ましいと言えようが、その（偶発的放出に係る
リスクの）管理についてみれば、性質を越え共通して守られるべき最低限の部
分が存在するものと思われる。この点で、総合的な化学物質事故防止法制につ
き検討する必要性は維持されるものと考える。
193）この事故について詳細に紹介する日本語文献として、石黒一憲r国境を越える環
　境汚染一シュヴァイツァーハレ事件とライン川」（木鐸社、1991年）がある。
194）以上の記述は、Abrams　et　a1，　supra　note　3，139－144（1990）ヌ藤原肇「有害物質による
　環境汚染一対策の遅れが被害を拡大させてきた」化学53巻11号46頁以下（1998年）に
　負うところが大きい。
195）1980年3月6日、被告人となった化学工場内において、希硫酸をタンクローリーか
　ら施設内タンクに搬入する際、誤ってこれを次亜塩素酸ソーダの入ったタンクに注入
　したことにより2つの物質（硫酸および次亜塩素酸ソーダ）が反応して大量の塩素ガ
　スが発生し、これにより付近住民119人に（塩素ガス吸入による急性上気道炎等の）傷
　害を負わせた事件である。本件に係る裁判では「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関
　する法律」（以下「公害罪法」とする）3条1項にいう「工場または事業場における事
　業活動に伴って人の健康を害する物質を排出し」という文言のうち、特に「排出」の
　意義につき問題となったが、最高裁はこれを「事業活動の一貫として行われる廃棄物
　その他の物質の排出の過程」における事故による放出をいうものと判示し、これ以外
　の事業活動中の事故については公害罪法の適用の対象外とした（最高裁昭和62年9月
　22日判決〉。本件および本判決の詳細については、立石雅彦、公害・環境判例百選228
　頁以下（1994年）およびそこに掲げられた参考文献を参照。
196）1974年4月30日、被告人となった化学工場内で、液体塩素をタンクローリーから施
　設内タンクに搬入する際、誤って貯蔵タンクの別のバルブを開いたことにより大量の
　塩素ガスが大気中の放出し、これによってタンクローリー運転手2人と付近住民44人
　に（塩素ガス吸入による）傷害を負わせた事件である。本件最高裁判決（最高裁昭和
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　63年10月27日判決）より以前に先の大東鉄線事件の最高裁判決が示されていたが、本
　件判決ではそれが確認された格好となった。本件および本判決の詳細については、山
　中敬一、公害・環境判例百選234頁以下（1994年）およびそこで示された参考文献を参
　照。
197）さらに最近では、茨城県東海村で発生した放射線漏れ事故（による放射能汚染）
　が社会的にも大きく騒がれ、原子力関連施設における放射性物質の安全管理（および
　それによる事故の未然防止）、さらには付近住民の安全確保のための体制の整備が大き
　な問題として挙げられた。
　　この事故は、1999年9月30日午前10時半ごろ、茨城県東海村の核燃料製造会社にあ
　るウラン加工施設で、施設から放射能が漏出した、というものである。これにより従
　業員3人が被曝、そのうち1人が事故発生から約3ヶ月後に、もう1人が約7ヶ月後に
　死亡した。また事故直後、同棟の南西にある敷地境界で放射線レベルが通常の約4，200
　倍に達したほか、現場から南東約2キロの測定局で同約10倍、さらに隣接する那珂町
　の測定局では同7倍に上昇した。なおこの事故により、現場半径350メートル内の約50
　世帯に対し避難要請が出されたほか、IRが一部区間で運転を見合わせ、また高速道路、
　県道等の道路の一部で通行止めになるなどの措置が採られるなど、付近住民の生活を
　はじめ、経済活動にも大きな影響を与えた。
　　このとき、ここで問題となったのは放射性物質であり、他の化学物質とはその性状、
　あるいはそれによる被害の程度や種類が大きく異なるために、化学物質の偶発的放出
　事故と同一に扱うことはできないことに留意する必要がある。しかしながら、有毒の
　高い化学物質の取扱施設の事故リスクは、（取扱施設に付随するハザードの内容が大き
　く異なるにせよ）今回の事故で問題となった放射性物質取扱施設におけるそれに匹敵
　する場合もありうることに鑑みれば（先に挙げた2件の塩素ガス放出事故につき、放
　出量がその数倍であった場合、あるいは問題となった物質が塩素よりも数倍の有毒性
　を持つものであった場合を想像されたい）、本件事故を契機として、他の化学物質を取
　扱う施設における事故リスクの管理について問題とすることにも、それなりの意義が
　あるだろうと思われる。
198）以上につき、「化学工場爆発で4人死亡住民含む27人けが群馬・尾島町」朝日新聞
　2000年6月11日〈東京本社版〉朝刊1面、「ドーン火柱、ガラス雨群馬・尾島町の化学
　工場爆発」朝日新聞2000年6月11日〈東京本社版〉朝刊39面、「再蒸留工程で爆発？
　化学工場事故98年にも小爆発」朝日新聞2000年6月12日く東京本社版〉夕刊18面、
　「群馬の化学工場、薬品が爆発の可能性一98年にも小爆発起こす」日本経済新聞2000年
　6月12日夕刊19面などを参照。
199）「半径2キロ臭素責め　千葉の化学工場から漏れる」朝日新聞1986年9月11日〈東
　京本社版〉夕刊17面。
200）「和歌山のタンク爆発炎上で、一時火柱数十メートル」1989年7月11日朝日新聞
　く大阪本社版〉朝刊27面。．
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201）「化学工場爆発、6人死ぬ　9棟炎上22人けが　東京・板橋の密集地」朝日新聞1990
　年5月26日〈東京本社版〉夕刊1面、「rドーン」赤い火柱　　「水を……」救い求め　東
　京・板橋の工場爆発」同19面。
202）「メッキ工場で塩酸流れ出す　従業員ら非難　小野田」朝日新聞1990年7月23日
　〈西部本社版〉夕刊9面。
203）「廃液タンクが爆発　産廃処理場5人重軽傷　久留米」朝日新聞1994年5月16日〈西
　部本社版〉夕刊7面。
204）「上福岡の工場で硫化水素ガス漏れる社員が重体、住宅街も異臭」朝日新聞1997年
　11月29日〈東京本社版〉朝刊埼玉面。
205）「肥料工場で3人重体和歌山」朝日新聞2000年6月23日〈東京本社版〉朝刊38面、
　「刺激臭、3人重体硫化水素発生か　和歌山の肥料工場」毎日新聞2000年6月23日く東
　京本社版〉朝刊31面。
206）「京都・長岡京市、化学工場で異臭、周辺住民ら軽傷」日本経済新聞2000年7月5
　日〈西部支社版〉夕刊20面、「頭痛や涙、次々避難　異臭騒ぎ、過去にも　化学会社ガ
　ス発生」朝日新聞2000年7月6日〈大阪本社版〉朝刊27面。
207）中杉修身氏は、以下のように述べて、筆者とほぼ同様の主張をされている。「化学
　物質の汚染経路としては、これらの経路（排ガス、排水及び廃棄物の排出など一引用
　者註）に加えて事故や開放的な使用に伴う侵入を防止することも重要である。多様な
　性状を有する化学物質の使用は事故が発生する可能性を高めているが、事故は大規模
　な環境汚染を引き起こす恐れがある」。「事故が重要な汚染源となることを考えると、
　事後の環境監視を制度化するとともに、極力事故を起こさない措置を講じた上で、万
　が一事故が発生した時の緊急対応措置を講じておく必要がある。とかく、事故は起こ
　らないとして、事故時の措置を行わない例も見られるが、広がってしまった化学物質
　汚染の浄化は容易ではなく、事故の早期発見と緊急措置は欠かすことはできない」。中
　杉修身、前掲論文註169、136頁、139頁。
208）なお、現在、事故等の危機を管理するための仕組み（危機管理システム）の規格
　化についての検討が国際標準化機構（ISO）において進められているということであ
　る。また、わが国においては、1996年8月に日本規格協会によって、危機管理に関す
　るテクニカルレポート（「危機管理システム」、IIS／TRZOOO1）が公表された。この危
　機管理システムは、「危機管理を組織の中で有効に回していくための仕組み」と捉えら
　れている。そして「災害や組織内の不祥事など、組織活動の停滞を招くようなマイナ
　ス側面は、危機として捉えられ、このような危機による被害を最小化するため、危機
　を予め想定して管理計画を整備しておくことが危機管理システムの目的とされてい
　る」。以上につき、小杉昌幸「危機管理システムの規格化について」資源と環境7巻3
　号137頁以下（1998年）参照。
209）昭和26年6月7日法律第204号。
210）「具体的には、破損した特定施設への有害物質又は油の供給の停止、土のうの積み
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　上げ、吸着マットの設置、汚染表土の除去等があげられる」。水質法令研究会（編）
　「逐条解説水質汚濁防止法」291頁（中央法規出版、1996年）。
211）水質法令研究会、前掲書290頁参照。
212）この点、先に触れた石油コンビナート等災害防止法では、「災害に関する応急措置」
　につき1章を設け（第4章）、これに必要な組織や手順、計画などにつき定めを置いて
　いることは注目に値する。すなわち、特定事業所において出火・石油等の漏洩などの
　「異常現象」が発生した場合、「特定事業所においてその事業の実施を統括管理する者」
　は、消防署または市町村長へ通報する義務を負う　（23条1項）。そして特定事業者は、
　かかる異常現象の発生時に、自衛防災組織・共同防災組織に対し、災害の発生又は拡
　大の防止措置を行わせなければならない（24条1項）。この場合、市町村長は自衛防災
　組織等に対し必要な指示を行うことができるとされている（25条1項）。
　　発生した災害の状況、および実施した応急措置等の概要は、特定事業者や市町村長
　等によって石油コンビナート等防災本部に報告されることとなっている（26条）。石油
　コンビナート等防災本部は、災害が発生した場合に、関係する行政庁・機関が実施す
　る災害応急対策および災害復旧に係る連絡調整を行うほか（27条3項4号）、事故が発
　生した場合に設置される現地防災本部（29条1項参照）に対し必要な指示を行い（27
　条3項5号）、また国の行政機関、他の都道府県との連絡を行う（同項6号）ものとさ
　れている（なお、石油コンビナート等防災本部の組織については28条参照）。
　　以上のように、石油コンビナート等災害防止法においては、消防署または市町村長
　への通報、自衛防災組織といった災害への対応を専門とする組織の整備、施設と行政
　機関との間での連絡体制が規定され、その他避難、交通規制、警戒区域設定などに関
　しては防災計画に定められることとなっている（31条2項参照）。これは、ここで掲げ
　た諸規定に比べ遥かに充実した内容となっているが、未だ、例えば「異常現象」の具
　体的基準が不明確であること、施設内における災害対応のための計画策定に関する規
　定が置かれていないこと、といった点が課題として挙げられよう。
213）昭和50年12月17日法律第84号。
214）昭和24年5月16日法律第70号。
215）昭和42年12月28日法律第149号。
216）浅野直人ほかr環境・防災法」〈現代行政法学全集19＞438頁（細野光弘）（ぎょう
　せい、1986年）では、「災害予防関係法」の中の「危険対象物の規制に関する法律」と
　して、これらのほか、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」（昭
　和32年6月10日法律第167号）を挙げている。
217）それ以外の規定を含めた総合的な検討については他日を期すこととしたい。
218）本法に関する記述については、日本火薬工業会資料編集部（編）「火薬類取締法令
　の解説」〈平成八年改訂版〉（日本火薬工業会、1996年）に負うところが大きい。
219）火薬類取締法7条1号による、製造施設の構造、位置および設備の技術上の基準は、
　火薬類取締法施行規則4条に、同じく7条2号による、製造方法の技術上の基準は、同
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　施行規則5条に、それぞれ定められている。
220）これは、「具体的には、作業態様および危険度に応じて、これを安全に操作しうる
　知識、経験および能力を有する従業者が適切に配置されることによって具備される一
　つの事業所全体としての技術的能力であ」り、必要とされる技術的能力の種類および
　程度は、例えば「製造業と販売業の別、事業計画書に記載される事業規模の程度、販
　売に付随する貯蔵、運搬等の取り扱い作業の内容に相応して」異なる。日本火薬工業
　会（編）、前掲註218、58頁以下。
221）このとき完成検査に合格しなければ、9条3項（火薬庫については14条2項）の規
　定により、経済産業大臣（火薬庫については都道府県知事）が改善・修理命令を出す
　ことになる。日本火薬工業会（編）、前掲書67頁。
222）その内容については火薬類取締法施行規則4条において規定されている。
223）かかる計画の期間は「事業者が自主的に定めてよいが、一年ないし三年ぐらいが
　適当」と解されている。日本火薬工業会（編）、前掲註218、85頁。また、この計画の
　認可手続、基準等については火薬類取締法施行規則67条の2から67条の7までにおい
　て定められている。
224）検査の時期および回数に対する制限はない。また、当該検査において、同時に、
　「製造の方法、貯蔵の方法が、それぞれ法第七条第二号、法第十一条第二項の技術上の
　基準に適合しているかどうかについても、法第四十三条の立入検査の規定に基づき、
　検査をすることもありうる」。日本火薬工業会（編）、前掲書94頁。
225）自主検査の計画期間については、保安教育計画のそれと同様に解される。日本火
　薬工業会（編）、前掲書95頁。
226）定期自主検査を行うべき製造施設、検査を行うべき時期、計画の届出、検査報告
　については、火薬類取締法施行規則67条の8から67条の11までに規定されている。
227）火薬庫、販売業者、消費者等に関しては、都道府県知事が報告を徴収することが
　できるものとされている（火薬類取締法施行令7条1号ないし3号）。
228）具体的には、「附近に火災、地震等が起こっているにもかかわらず製造を続けてい
　る場合、事故が起こった場合、当該事故の発生原因が不明なため再度同種の事故が発
　生するおそれのある場合等「明白かつ現在の危険」がある」場合、と説明されている。
　日本火薬工業会（編）、前掲註218、103頁。
229）ここで作成される防災計画は、災害対策基本法に基づいて作成される計画（防災
　基本計画、防災業務計画、都道府県地域防災計画および指定地域都道府県防災計画）
　に抵触するものであってはならない（31条1項）。
230）ここで対象となる各事業者が負担すべき金額は、かかる事業者の事業所における
　石油の貯蔵・取扱量および高圧ガスの処理量を基準として決定される（34条2項）。こ
　れは地方公共団体による強制徴収が可能である（35条）。
231）その他、同法における規定としては、法律の施行のために必要がある場合の立入
　検査権限が行政機関職員に認められていること（40条）、市町村長が第一種事業所に係
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　る届出の受理等を行った場合の、市町村長から都道府県知事への報告（41条）、15条2
　項の検査が実施される場合の手数料の徴収（45条）、などがある。
232）（以下で検討する）アメリカの法制度において、偶発的放出による周辺住民への影
　響を最小化するための手法としてのこのような「緩衝地帯」の設置を定めるものは見
　当たらなかった。Mankはこの点指摘し、政府は①企業が、よりハザードの低い化学
　物質を用い、あるいは化学物質の使用量を削減することを促進するようなインセンテ
　ィブとして、“toxic　death　risk　index　tax”（「有害物質による死亡リスクを指標とする
　税制度」とでもなろうか。Mankによれば、これは予見可能な偶発的放出が発生した
　場合、どの程度の住民が影響を受ける（傷害を負う）かに基づき、有害物質を使用す
　る者に対して課される税である、とのことである）を創設することと並んで、②有害
　物質を使用する施設の周辺に「緩衝地帯（buffer　zones）」を設置することを規制によ
　り義務づけるか、あるいは設置を促すような施策を実施することを主張している。
　Mank，　supra　note　35，　at　762－765，777－804．
233）毒物及び劇物取締法と火薬類取締法とを比較した場合、①行政庁による、基準適
　合性を確認する検査につき、後者においてより詳細に規定されている、②事業者のリ
　スク把握という点で、後者では定期自主検査について定めが置かれているが、前者で
　はかかる規定は存在しない、③後者で見られる、危害予防規程や保安教育計画といっ
　た、リスクの削減に向けた事業者の取組に関する規定が前者では見られない、④行政
　によるリスクの把握の点からは、後者においては、業としての製造の実施、および製
　造施設の構造・設備の変更工事にあたっての経済産業大臣の許可の付与、施設の完成
　検査、保安検査、事業者による定期自主検査への立会、危害予防規定ないし保安教育
　計画の認可、報告の徴収、立入検査等の制度が置かれているが、前者では、製造業の
　登録（製造所ごとに厚生労働大臣が行う。4条1項）、報告の徴収、立入検査（以上17
　条1項）のほか、製造・貯蔵設備における重要な部分の変更があった場合等の厚生労
　働大臣への届出（10条1項）があるのみである、といったことが指摘できよう。
4結章 総括と今後の課題
　（1）本稿では、事故等に起因する化学物質の放出を防止し、あるいは放出に
よる影響を最小化するための法制度に関する、アメリカの連邦法・州法につき
紹介し、わが国の法律のいくつかにつき検討した。以下では、これまでの議論
を踏まえて、偶発的放出の防止に係る法制度を考えるにあたり、どのような方
向性ないし内容が考えられるかについて筆者の見解を示す（（2））。その後で、
わが国においてかかる法制度を導入するにあたっての課題を数点挙げ（（3））、
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結びに代える。
　（2）（ア）偶発的放出の防止の施策について定める法制度を考えるにあたって、
そこにはいかなる内容が盛り込まれるべきなのであろうか。ここでは、いくつ
かの要素をアメリカの諸法律より抽出する作業を行うことにより、ひとまず今
後の更なる検討の方向性を見出すこととしたい。
　その前に、偶発的放出が発生した場合の対策との比較から、この問題を考え
るにあたっての留意すべきポイントして次の2点を指摘したい。
（i）ここで問題としようとしているのは、事故の防止をいかにして図るか、と
いうことであって、事故が発生した場合にどのような措置を講ずるか、といっ
た問題とは一密接に関連するものの一別のものとして検討すべきである、
ということである。すなわち、発生後の対策では、主に、化学物質の放出によ
り影響を受ける可能性のある者一特に周辺地域住民一に対する、実際の被
害の発生をいかに極小化するか、に主眼が置かれる。これには例えば、緊急避
難、汚染が生じた地域の立入制限等といった、地域住民に化学物質による影響
が生じるのを最小限に食い止める措置一具体的には緊急事態への対応に関す
る、行政ないし事業者による計画の策定、緊急事態発生時の報告や被害拡大防
止のための具体的措置などがある一といったものが含まれよう。他方、防止
に関する施策においては、いかにして施設の偶発的放出のリスクを最小化する
かが問題となっているのであるから、そのためにはかかるリスクの最小化に向
けた施策が検討されるべきであって、さらに（施設を所有ないし管理する事業
者をコントロールする）行政の、事業者の施策を監督する施策について考慮す
べきである、ということになる2M）。
（ii）（i）に連続するが、偶発的放出の未然の防止については、その多くの部分を
事業者に委ねること一施策の中心となるのは事業者であること一となるこ
とである。偶発的放出が発生した場合にいかなる対策を採るかについては、地
域住民の保護といった観点から、先に示したように行政にも多くの役割が任さ
れることとなるが、それが未だ発生していない段階では、行政は対象とする施
設の情報の把握と整理、さらに施設（のリスク）の監督を主に行う程度であり
一とはいえこの役割の重要性については付言するまでもない一、対策の中
心となるのは事業者による一主に施設内部での一行為であると考える。
（イ）さて、偶発的放出の防止の施策において考えるべき要点であるが、まず、
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事業者に向けた施策としては、①事業者による、自らの施設における化学物質
の偶発的放出のリスクを理解・把握させ、②（①で把握した）リスクの低減
（最小化）に向けた努力を促し（ないしは義務づけ）、これと同時に③（①で把
握した）リスクに関する情報、さらに②において事業者の講じた措置に関する
情報を（行政および地域住民に）提供させる、といったことがあると考えられ
る。
　すなわち、①では、事業者に対し、自ら所有・管理する施設において、いか
なる化学物質がどの程度存在するか、化学物質を取扱う　（加工、貯蔵、処理な
どを行う）施設内の設備、従業員の状況がどのようであるかについて認識させ
ることによって、偶発的放出のリスクの程度を把握させる。そしてさらに、か
かるリスクの最小化に向けて、事業者が、例えば高いハザードを有する化学物
質の使用の削減やより低いハザードをもつ代替物質への転換、設備の改善およ
び従業員の教育訓練などを実施することを求める（②）のである。加えて、化
学物質を取扱う施設の偶発的放出のハザード、ないしそれの低減に向けた事業
者の取組みの状況について、これを地域住民の監視の下に置き、さらに行政が
必要な施策を行う上での基礎的なデータを得させるために、地域住民ないし行
政にかかる情報を公開すること（③）が考えられる。
　続いて、行政が行うべき施策として、（a）各事業者から提供されたリスク関連
情報の把握、整理および公開、ならびに（b）個別の施設に対するリスクの程度の
コントロール、があると考える。つまり、（a）では、ある特定の地域一一一例えば1
つまたは複数の市町村一に存在する施設の、偶発的放出のリスクに関する情
報を行政が収集し、さらにこれを利用してリスクの管理に関する施策の策定・
実施に役立て、また（b）において収集された情報等に基づき、ある施設における
リスクが一定の範囲を越えて大きいような場合には、事業者に対しリスク削減
のための措置を講ずるよう指導・命令することで、かかるリスクを一定程度以
下に規制するものとするのである。
　（3）（ア）以上のような考えに基づいて、わが国においてかかる制度を導入する
ことを考えた場合、事業者に自身の施設に付随する偶発的放出のリスクを理
解・把握させ（①）、リスク削減を事業者に実施させ（②）、さらに事業者のリ
スクを行政・地域住民に把握させる（③および（a））制度を基本として、わが国
における偶発的放出の防止に係る制度のあり方を検討することが重要となるも
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のと考える。
　具体的には、①には、事業者による自主的な施設・設備の安全性の審査（あ
るいはリスクアセスメント）、および（試験実施等による）従業員の技術・技能
の評価、②には偶発的放出の防止技術の実施、従業員に対する教育の実施、お
よび標準的な作業プログラムの策定・実施、といった事項が含まれよう。また、
②と（a）とにおいて、例えば対象となる施設における、過去の事故ないし法令違
反の履歴を反映させ、過去数年間に一定規模以上の事故を発生させた（ないし
法令違反により一定以上の処罰を受けた）施設については、より厳格な防止技
術の達成、およびより多くの詳細な情報の提出を求める、とすることも可能で
あろう。
　このとき、上記①②を主たる内容とする計画を事業者に策定・実施させ、こ
れを行政に提出し、同時に地域住民に公表するといった方法も選択肢の1つと
して挙げられるだろう。
（イ）ただしこの場合、対象とする物質をどのように選定するか、対象とする事
業者の規模をどこから「すそ切り」するか、等についての明確な基準が行政に
より設定されなければならない。基準の設定にあたっては、なぜそのような基
準を置くことにしたのかについて、客観的なデータを交えてできる限り平易に
説明されることが望ましいだろう。また、かかる基準の設定レベルによっては、
法律がいわば「骨抜き」なものとなるおそれがあることに十分な配慮が必要と
なる。
　対象物質の選定については、放出された場合に人体や環境に対し被害を及ぼ
す可能性（リスク）が相当程度判明しているものがその対象とされるべきであ
ると考える（大気汚染防止法に基づく「特定物質」（28物質）、あるいは水質汚
濁防止法に基づく「有害物質」（23物質）などは当然含まれるべきであろう）。
また、大東鉄線工場事件や日本アエロジル事件などで問題となった、複数の化
学物質の反応によって別の有害な化学物質が発生するような場合を想定するこ
とも必要となろう。さらには、上記のような有毒性を有する物質のみならず、
爆発性、引火性などのハザードを備えた物質についても、放出による爆発、火
災とそれに伴う被害の防止を図る観点から、対象とすべきものと考える。
　この点、例えばいわゆる環境ホルモン等の、人体や環境へのリスクが不明確
な物質については、事故等により環境中に大量に放出された場合に何らかの悪
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影響が生じる場合があると考えられるものの、ここで規制の対象とすることは
難しいと思われる。かかる物質については例えば業界団体の主導による自主的
措置に委ねることが考えられる。
　事業者について、いかなる者を規制対象とするかについては意見が分かれよ
うが、この点CAAの方式が参考となろう。すなわち、対象物質につき個別に基
準となる数量一製造、貯蔵、加工等する化学物質の数量一を定めた上、か
かる基準を超える対象物質を製造、貯蔵、加工等する施設を所有・管理する事
業者を規制対象とするのである。この場合、事業者に課せられる規制内容につ
いては、かかる施設の偶発的放出のリスクに応じてその厳格さに差を設けるこ
と一例えばCAAに基づくリスク管理プログラムの「プログラム1」から「プ
ログラム3」といったように、対象となる施設が有する偶発的放出のリスクに
従ってこれらを段階的に分類し、リスクが大きい施設に対してはより多くの措
置の実施を求めること一が、比例原則の観点から望ましいであろう。
（ウ）また近時の状況に照らせば、事業者、行政ならびに地域住民との間でのリ
スクコミュニケーションの推進という観点から、事業者が得た、自らの偶発的
放出のリスクに関する情報を地域住民に公開すること（（2）（イ）③）の重要性が高
まっている。この点、（リスク関連情報のうち重要な部分である）対象物質の種
類・量に関する情報を地域住民が把握するために、PRTR制度を利用することが
考えられる。しかしながら、わが国のPRTR法では、事業者の施設における偶発
的放出のリスクに関する情報を国民に広く提供するといった目的を有しておら
ず（同法1条参照）、化学物質の貯蔵量・取扱量についてはこれらを把握し届け
出ることとされていない（同法5条1項および2項参照）。地域住民がかかるリ
スク関連情報を入手し、これに基づいて、その地域の事業者（や行政）のリス
クの最小化に向けた活動を監視することの重要性に照らせば、同法の目的に、
国民による対象となる施設の一偶発的放出のリスクをはじめとする一リス
クの状況の監視といったことを含めた上で、個別事業所の化学物質の貯蔵量・
取扱量を含んだリスク関連情報が広く国民に提供されるよう、かかる情報につ
いても届出義務の対象とするが必要と思われる235）。
（エ）さらに、化学物質の偶発的放出の防止を図り、ひいては国民の生命・健康
を保護し環境の保全を図るという目的を、最も安価な社会的費用で達成すると
いった前提の下、どこまでを法律で定めるか、あるいはどこまでを法律で義務
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づけどこからは事業者の自主的判断に委ねることとするのかにつき、対象とす
る事業者ないし国民との協議を行いつつ十分に考慮することが課題として挙げ
られる。これは言い換えれば、上記（2）（イ）の①および③の内容をどこまで法律・
規則によって定めるか、といった問題となる。この点、アメリカの制度では、
法律および規則において詳細にわたって事業者が実施すべき義務が法律等にお
いて定められていることは参考となろう。ただ、全く同様のやり方がわが国に
おいて広く理解を得られるか、果たして本当に効果的・効率的な方法であるか
等につき、さらなる検討と議論が必要となろう。
　（4）　リスクが大きい化学物質については既存の法的規制による管理を充実さ
せ、リスクが小さいあるいは不明の化学物質についてはハザードないしリスク
評価に関する技術の発展を待ちつつ可能な限り自主的取組み等の非規制的手法
を進める。そしてこれらの方法により化学物質のライフサイクルにわたってそ
のリスクを管理する。これが化学物質の総合的管理の内容であると述べた。今
後、総合的管理を展開するにあたっては多くの課題が残されているが、化学物
質の事故に関する法的規制のあり方の再検討、ならびにその充実はそのうちの
最も重要な課題のひとつであると筆者は考える。本稿は、かかる考えの下、わ
が国における、化学物質の法的規制の現状につき一概要に止まるが一検討
を加えた上で、偶発的放出の防止あるいはそれによる被害の最小化に関する規
制の不備という問題点を指摘し、そのあり方の参考をアメリカの連邦法および
州法に求めた。
　ごく最近の状況を見れば、（放射性物質を除いた）化学物質にまつわる、大規
模な放出事故はわが国においては特に問題とされていない、とも理解できる。
化学物質の総合的管理の内容からすれば、むしろいわゆる環境ホルモンである
とか、ダイオキシン類への対策の必要性が叫ばれ、その管理手法としての自主
的措置ないしPRTRが注目を集めている。しかし、化学物質の放出事故がそれ程
問題となっていない今であるからこそ、総合的管理の具体的あり方を模索する
上で、偶発的放出の一事前的・事後的な一対策につき検討することの意義
は少なくないと思われる。
234）しかしながら、偶発的放出の未然防止施策において、地域住民への影響が全く考
　慮の外に置かれているわけではない。これは例えば、CAAのリスク管理プログラムの
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　段階（「プログラム1」から「プログラム3」までの3段階。段階によってプログラム
　の内容が異なり、「プログラム3」は最も多くの事項を要求される）を決定するにあた
　り、“public　receptor”（地域住民の居住する住居などをいう。詳細につき註89参照）
　までの距離が関係することからも窺える。さらに、連邦ないし2つの州法におけるリス
　ク管理プログラムの中には、防止に直接関係する項目のほかに「緊急事態対応プログ
　ラム」が含まれていることから、偶発的放出のリスクの管理に係る施策において一
　防止に直接には関係ないにせよ一両者は密接に結びついていることが分かる。
235）同様の指摘として、大塚直、前掲論文註179、120頁以下参照。
（博士後期課程）
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